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発刊にあたって

　神奈川県自然環境保全センターは、森林を中心とした自然環境の保全・再生を推進するため、事業、

研究、普及の各部門を備えた中核機関として、平成 12 年（2000 年）に設立されました。それ以来、

丹沢大山や水源地域などの森林環境が抱える様々な課題に対応すべく、自然公園管理や野生動物管理、

森林管理、県民協働といった各分野の事業部門と、技術開発や事業効果モニタリングに取り組む研究

部門、それら取組みを普及啓発する部門が一体となって課題解決に取り組んでまいりました。「神奈

川県自然環境保全センター報告」は、このような日々の業務により得られた様々な成果情報を県民や

関係行政機関等と共有し、あわせてそれら情報を記録、保存することを目的に作成しています。

　第 17 号では、かながわ水源環境保全・再生施策における森林整備の事業効果モニタリングと、神

奈川県ニホンジカ管理計画に係る各種モニタリングの結果を中心に掲載しています。これらの取り組

みと関連した生物多様性調査として、ニホンジカやニホンカモシカを含めた中大型哺乳類の各地域で

の生息状況についての知見も集積されました。水源環境保全・再生の基礎情報として、水の流出特性

に対する地下水の影響についての研究事例も紹介しました。

　当センターでは、今後とも森林等自然環境の保全・再生に係る業務や研究内容の充実に努めてまい

ります。これまでの成果や業績については、ホームページなどで紹介しておりますので、業務の参考

としてそちらもご活用いただければ幸いです。

　令和５年 10 月

神奈川県自然環境保全センター所長　　斎藤　俊一
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Ⅰはじめに

丹沢を中心とした県西部の水源地域では、近年、

人工林の間伐不足やニホンジカ（以下、シカ）の高

密化の影響により森林内の林床植生が衰退し、裸地

化に伴う土壌侵食の進行によって森林の水源かん養

機能の低下が危惧されてきた（神奈川県、2005）。

こうした森林の荒廃に歯止めをかけ、水源かん養機

能等の森林の公益的機能を高度に発揮する森林を目

指して（神奈川県，2005）、神奈川県は 2007 年度か

ら「かながわ水源環境保全・再生施策」（以下、水

源施策）に取り組んでいる。

丹沢の林床植生衰退地の土壌侵食は、高木層の樹

木が存在するという環境下で発生しており、その点

で農地や崩壊地の土壌侵食とは異なっている。丹沢

の林床植生衰退地では、短期間の強い降雨に伴う地

表流の発生が要因となって引き起こされ（畢力格図

ら ,2013）、その際の土壌侵食量は、林床植生の被

覆状態に大きく左右される（若原ら,2010）。実際に、

丹沢のブナ林で林床植生の衰退した植被率 1％の裸

地では、年間で厚さ約 1 ㎝の表層土壌の侵食が観測

されたが、同一斜面に設置された植生保護柵内で林

床植生の植被率 80％の箇所では、同じ期間にほと

んど土壌侵食は発生していなかった（若原

ら ,2008）。このような実態からも、森林において

進行する土壌侵食を抑制し、水源かん養機能の発揮

を目指すためには、衰退した林床植生を回復させる

ことが重要である。このため、水源施策では人工林

の間伐やシカの管理捕獲など森林内の林床植生を回

復させるための対策を進めてきた。

こうした各種対策の進捗に伴って、対策事業によ

る林床植生の回復効果を客観的かつ適切に把握する

ことは、事業の評価や見直しの観点からも一層重要

となってきている。いったん衰退した林床植生が回

復していく過程においては、植生回復の指標に植被

率が用いられ、時系列による変化や植生保護柵の内

側と外側の比較により評価されることが多い（たと

えば、田村ら ,2013）。植被率は、植生調査におけ

る一般的な項目の一つであり、水源地域のモニタリ

ングにおいても多くのデータ蓄積がある。

一方で、土壌侵食を抑制する観点からは、林床植

生のみではなく落葉も合わせた地表面の被覆が重要

となる（初ら ,2010）。これまでの丹沢のブナ林に

おける土壌侵食量調査から、林床植生と落葉による

地表面の被覆率（以下、林床合計被覆率）と土壌侵

食量には強い負の相関があること（初ら ,2010）、

林床合計被覆率が 30％以下になると急激に土壌侵

食量が増大すること（石川 ,2013）、反対に林床合

計被覆率が 75％以上であると大雨でも雨水の 9 割

以上が地中に浸透して土壌侵食を引き起こす原因と

なる地表流の発生が抑制されること（海虎ら ,2012）

等の知見が得られている。さらに、こうした林床合

計被覆率と土壌侵食量の関係は地形、地質、気候も

異なる丹沢と日光の林床植生衰退地において共通す

ることも明らかにされている（石川,2013）。しかし、

こうした詳細な知見が得られていても林床合計被覆

率は一般的な測定項目ではないことから、通常はほ

とんど測定されることはなく、植被率との関係も整

理されていない。このため植被率と林床合計被覆率

の対応関係が把握できれば、土壌侵食防止機能の詳

細な知見とも関連づけて植被率を捉えることができ

ると考えられる。

林床植生の植被率と土壌侵食防止機能の指標となる 
林床合計被覆率との関係

内山佳美 *・入野彰夫 **・大内一郎 **・丸井祐二 **
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そこで、本稿では、既存の林床合計被覆率等の測

定データを用いて、林床植生の植被率と林床合計被

覆率の対応関係を検討した。

Ⅱ　調査方法

使用したデータは、対照流域法によるモニタリン

グ調査地である山北町中川のヌタノ沢試験流域で、

2012 年～ 2019 年の間に測定された林床合計被覆率

等のデータである。対照流域法によるモニタリング

調査では、２つの隣り合った小流域をひとつの試験

流域として設定し、一方の流域で事業を行い（実施

流域）、事業を実施しないもう一方の流域（対照流域）

と比較して事業の効果検証を行っている。ヌタノ沢

試験流域では、シカの影響による林床植生の衰退が

進んでいたことから、２つの小流域の一方を実施流

域として 2014 年 4 月に流域全体を植生保護柵で囲

んでシカを排除し、もう一方の小流域は対照流域と

して何もせず、両者を比較しながらシカ対策の効果

を検証している。なお、林床合計被覆率の測定は、

植生保護柵内外における植生回復状況の把握の一環

として行った。

ヌタノ沢試験流域内の調査プロット計 11 地点（図

１、表１）において各 5 箇所ないし 3 箇所設けたコ

ドラートにおいて、夏季（8～ 9月）および落葉後（12

月）に 50cm 四方ないし 1m 四方のコドラートの枠を

置き 1.2 ～ 1.5m の高さから写真撮影を行った。撮

影した写真を用いて、初ら（2010）に示された方法

により Photoshop によるゆがみ補正とコドラートの

正方形の切り出しを行って全ピクセル数を計測し

た。正方形に切り出した画像で林床植生と同一色調

の部分および落葉と同一色調の部分をそれぞれ選択

 
 
図１ ヌタノ沢試験流域の調査プロットの位置 
 
表１ ヌタノ沢試験流域の調査プロットの概要 

 
 

プロット
番号

流域区分 林相区分 高木層の樹種 斜面位置
傾斜

（°）
コドラート数

※2

1 人工林 スギ（立木密度1100本/ha） 尾根 14 5

2 人工林 スギ（立木密度2000本/ha） 斜面 37 5

3 広葉樹林 ミズナラ、クマシデほか 尾根 35 5

4 広葉樹林 クマシデ 斜面 34 5

5 広葉樹林 ケヤキ、イロハモミジほか 沢（斜面下部） 42 5 (3)※1

6 広葉樹林※3 ウラジロガシ、ツクバネガシほか 斜面 41 5 (3)※1
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11 広葉樹林 ケヤマハンノキ、フサザクラ 沢（斜面下部） 40 5 (3)※1

※1 2012〜2015年の測定ではコドラート数５、2016年以降はコドラート数３に絞り込んで測定 
※2 コドラートの⼤きさは、2012、2013年は50㎝×50㎝、2015年以降は1m×1m（2014年は測定なし）
※3 プロット番号６は常緑広葉樹林である。その他の広葉樹林の調査プロットは、すべて落葉広葉樹である。

実施流域

（柵設置）

対照流域

（柵なし）
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して、林床植生と落葉のそれぞれのピクセル数を計

測した。林床植生のピクセル数を全ピクセル数で

割って得られた値を植被率、落葉のピクセル数を全

ピクセル数で割って得られた値を落葉被覆率、植被

率と落葉被覆率の合計値を林床合計被覆率とした。

また、土壌侵食の発生に関する付帯情報としてヌタ

ノ沢試験流域で観測した雨量データを使用した。

Ⅲ　調査結果

（1）測定期間の降雨の概況
2012年～2019年ヌタノ沢試験流域の年降水量は、

1920mm（2013 年）から 3174.5 ㎜（2019 年）の範囲

にあった（図２）。林床植生の成長期と夏季の林床

合計被覆率の測定時期を踏まえた５～８月の４か月

間に着目し、年ごとの日最大降水量をみると、2015

年の424.5㎜が突出して大きかった（図２）。これは、

総降水量 489.5 ㎜をもたらした 2015 年 7 月 16 ～

17 日の台風 11 号の影響によるものである。５～８

月の降雨に限定すると 2012 ～ 2019 年の測定期間で

は、2015 年 7 月の台風 11 号による豪雨が土壌侵食

の発生に比較的大きく影響したと考えられた。

（２）調査プロットごとの植被率と林床合計被覆
率の推移
測定結果の概況として、植生保護柵内および柵外

の調査プロットごとの植被率および林床合計被覆率

の推移を図３に示した。植生保護柵内の調査プロッ

トの植被率の推移をみると、2014 年の柵設置以降、

とくに落葉広葉樹林の調査プロットで夏季の植被率

が年々高まり、調査プロットによっては最大で植被

率 40％に達した。これは、シカによる採食影響を

排除した効果と考えられる。反対に人工林の尾根の

調査プロットでは、2016 年夏季に植被率 25％であっ

たが、その後徐々に低下して 2019 年夏季には 15％

となった。これは、シカの影響は無いものの、2004

年に間伐を実施してから 15 年が経過しており、樹

冠の閉鎖が進んだことによるものと考えられる。ま

た、林床合計被覆率に関しては、2013 年の落葉後

から 2015 年夏季にかけてすべての柵内の調査プ

ロットで大きく低下し、とくに人工林の斜面では

32％まで低下したが、その後 2015 年落葉後にはす

べての調査プロットで増加した。2015 年夏季の林

床合計被覆率の大幅な低下は、2015 年 7 月の台風

の影響によるものと考えられる。2016 年以降は植

被率 10％未満で低迷する人工林の斜面と常緑広葉

樹林の調査プロットを除いて、林床合計被覆率が

100％近い値で推移し安定的であった。一方、植生

保護柵外に関しては、植被率は最大でも 20％程度

であり 2016 年以降はすべての柵外の調査プロット

で低迷していた。また、林床合計被覆率も 2015 年

に限らず夏季の林床合計被覆率の低下がみられ、特

 
図２ 2012～2019 年の降雨の概況 

 

 

 
図３ 調査プロットごとの植被率および合計被覆率の推移 
※各調査プロットの値は、調査プロットごとのコドラートの平均値である 
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に広葉樹林の調査プロットで顕著であり林床合計被

覆率は度々 50％を下回った。

このような植被率や林床合計被覆率の推移は、丹

沢のブナ林における林床合計被覆率等の季節変動と

も整合していた。若原ら（2008）によると、ブナ林

においては、落葉期には上層木から供給される落葉

により林床合計被覆率が高まるが、その後は林床植

生が乏しいと徐々に風雨により落葉が流出し、夏季

に最も林床合計被覆率が低下する。一方で、林床植

生があれば落葉が斜面に保持されるため、林床合計

被覆率は年間を通して安定的に保たれるとされてい

る。ヌタノ沢試験流域の植生保護柵内の広葉樹林の

調査プロットで 2016 年以降の林床合計被覆率が低

下せずに安定的に維持されているのも、柵設置以降

の経年的な植被率の増加によるものと考えられる。

反対に、植生保護柵外の広葉樹林の斜面や沢（斜面

下部）の調査プロットは、毎年ではないものの夏季

の林床合計被覆率の大幅な低下がみられ、林床植生

が衰退した影響が顕著に表れていると考えられる。

（３）コドラートごとの植被率と林床合計被覆
率の関係
図４に人工林と広葉樹林に区分して 2015 ～ 2019

年に撮影したコドラートの写真ごとの植被率と林床

合計被覆率の関係を示した。人工林と広葉樹林とも

に植被率は 0～ 20％の範囲に多く分布し、林床合計

被覆率は 75～ 100％の範囲に多く分布していた。海

虎ら（2012）によると林床合計被覆率と土壌侵食を

引き起こす原因となる地表流の流出率には高い負の

相関があり、林床合計被覆率が 75％以上であると大

雨でも地表流流出率が 10％以下、つまり雨水の 9割

以上が地中に浸透して地表流の発生が抑制されるこ

とが確認されている。このため、本稿の林床合計被

覆率が 75～ 100％のコドラートでは地表流の発生が

抑制される水準にあると考えられる。しかし、植被

率が 20％未満の場合には林床合計被覆率が 75％より

大幅に低い事例が多くみられ、とくに 2015 年の豪雨

後には柵の内外に関わらず顕著であった。一方で、

植被率が 20％を超えていると 2015 年の豪雨後も含

めて林床合計被覆率は 75％を大きく下回ることはな

かった。このことから、林床植生の植被率が 20％未

 
図２ 2012～2019 年の降雨の概況 
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満であると、夏季の豪雨の影響を受けて土壌侵食の

発生につながる林床合計被覆率 75％未満に低下しや

すくなるため、土壌侵食防止機能を期待できる植生

回復の目安として、林床植生の植被率 20％以上は必

要であると考えられる。

なお、人工林においては、2015 年の豪雨後の測

定値を除くと植被率がゼロに近くても林床合計被覆

率は 75％以上であった。これは、季節や林齢を問

わず高い落葉被覆率が維持されやすいスギ林（三

浦 ,2000）の特性によるものと考えられる。また、

今回の調査プロットには、落葉被覆率が低下しやす

いとされるヒノキ林（三浦 ,2000）が含まれていな

い。ヒノキ林では今回のスギ人工林と異なる結果と

なる可能性があるため留意する必要がある。

Ⅳ　まとめ

ヌタノ沢試験流域の各調査プロットのコドラート

において 2012 年～ 2019 年に測定した植被率、落葉

被覆率、合計被覆率のデータを用いて、植被率と林

床合計被覆率の関係を検討した。その結果、夏季の

植被率が 20％以上であると、森林内の土壌侵食の

要因である地表流の発生を抑制できる林床合計被覆

率 75％以上を維持できる可能性が高く、森林内の

土壌侵食防止のための最低限の植生回復の目安にな

ると考えられた。ただし、本稿は限られたデータに

よる検討であるため、今後も検証していくことが望

ましい。

また、植被率が 20％未満で推移するヌタノ沢試

験流域の柵外の調査プロットでは、とくに広葉樹林

で夏季の林床合計被覆率が 75％を下回る傾向が認

められることから、柵外の広葉樹林では経年的な土

壌侵食が進行していると考えられた。こうした箇所

では、水源かん養機能等の公益的機能の発揮のため

に、管理捕獲等のシカ対策と合わせて、落葉を保持

する土壌保全対策等の取組みが必要であると考えら

れた。また、人工林に関しては、間伐の実施から

15 年経過した植生保護柵内のスギ林では、樹冠の

閉鎖に伴い林床植生の衰退がみられたため、シカ対

策と合わせて適切な間伐も必要である。

Ⅴ　謝辞

今回使用した測定データのうち 2015 年のデータ

は、日本ミクニヤ株式会社が受託して測定したもの

である。また、石川芳治東京農工大学名誉教授には、

原稿への助言をいただいた。関係各位に厚くお礼申
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1　はじめに

神奈川県は 1997 年（平成 9 年）より水源涵養な

ど森林の持つ公益的機能を向上させるため、城山ダ

ム、宮ヶ瀬ダム及び三保ダムの上流を中心とした対

象エリア内にある約 60,900ha の森林状況に応じた

管理・整備の推進、いわゆる水源林整備事業を開始

した。水源林整備事業は、2007 年（平成 19 年）以

降は水源環境保全・再生施策（以下、水源施策）の

特別対策事業にも位置付けられて加速している。こ

の事業では対象エリア内にある手入れが不足してい

る森林を複数の手法により確保して、公的管理・支

援を通じて巨木林、複層林、混交林へと誘導するこ

ととしている。

神奈川県は水源林整備事業の効果検証と事業の順

応的な見直しに必要な科学的知見を得ることを目的

として、2002 年（平成 14 年）以降、施策の対象エ

リア内に、スギ・ヒノキ人工林 25 地点、広葉樹二

次林 25 地点、合計 50 地点の固定試験地を設置し、

当初は「水源林整備地モニタリング調査」その後「水

源林植生定点モニタリング調査」に名称を変更して、

ほぼ 5 年間隔で一巡するかたちで継続的な調査を

行ってきた。この調査は当初、間伐などの水源林整

備による林床植生の回復並びに土壌流出量の低減へ

の効果を追跡することを目的として、林床植生、林

内の光環境、土壌流出量およびニホンジカの生息状

況などが調べられてきた（神奈川県環境農政局緑政

部水源環境保全課 2017）。その後、2016 年までに森

林整備等が進んだこともあり、整備初期段階の目標

であった林床植生の回復や土壌保全が確認され（田

村ら 2013）、このような事業成果を踏まえて、2017

年以降は「低木層や亜高木層が発達した多層な構造

を持つ人工林」という目標林型への到達状況を明ら

かにすることが新たに目的に加わった。これに伴っ

て、従来の 50 地点のモニタリング調査地の中から

スギ・ヒノキ人工林に限定する形で調査地が再編さ

れ、林分構造の変化を追跡できる調査項目を加える

形で「水源林の林分構造調査」として 2017 年以降

現在まで調査が継続されている。

本稿では、このような調査目的の追加を踏まえて、

水源林の林分構造調査が一巡した時点で得られた林

床植生と林分構造の現状についてとりまとめ、水源

林整備が目標としている植生状態や林分構造への到

達状況と今後の課題に関する若干の考察を行ったの

で報告する。なお、本稿では、モニタリングを開始

した 2002 年から水源施策開始前の 2006 年までを第

1 期、水源施策開始後の 2007 年から 2011 年までを

第 2 期、2012 年から 2016 年まで第 3 期、2017 年か

ら 2021 年を第 4期として区分した。

2　調査地と方法

(1)　調査地
本稿で解析対象とした調査地は、小仏山地（以下、

小仏）と丹沢山地（以下、丹沢）、箱根外輪山の 3

地区に含まれる第 4 期以降のモニタリング調査地

21 地点のうち（表１）、広葉樹とアカマツを主体と

する H13-協-18（南足柄市苅野）と H13-協-13( 南

足柄市矢倉沢 ) を除いた 19 地点とした。なお、各

地点の調査地点名は調査地設定時点の契約地番号と

所在名称を用いている。

この 19 調査地のうち丹沢地区に位置する 6 調査

水源林整備地における植生と林分構造の現状： 
水源林の林分構造調査の 1 巡目調査結果

山根正伸 *・田村　淳 *

調査・研究報告
神自環保セ報 17（2023）7 − 15

* 神奈川県自然環境保全センター　神奈川県厚木市七沢 657
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地には、ニホンジカ（Cervus nippon、以下シカ）

の採食影響を排除するため高さ 1.8 ｍの概ね 20 ｍ

方形の植生保護柵が設置されている。さらに、各調

査地には 10 ｍ方形植生調査枠が基本的に 1 か所、

植生保護柵が設置されている場合は柵の内外にそれ

ぞれ 1 か所設定してある。ただし、10 ｍ方形植生

調査枠が複数設置されている調査地もあり、この調

査枠は柵内外の合計で 43 か所となる。

これらの調査地においては、水源林整備事業の指

針である「水源林整備の手引き（平成 29 年 3 月）」（神

奈川県環境農政局緑政部水源環境保全課、2017）で

示されている単層人工林で目標としている成立本数

（おおむね 600 本 /ha 程度）への到達状況と、林内

の光環境等の改善によって低木や亜高木の増加に伴

う、階層構造の発達状況を把握するため、第 4 期調

査開始時点から調査地の設定地点の中央付近を原則

含むかたちで 50m × 50m の方形調査区または面積が

およそ 2,500 ㎡の広さの矩形調査区 ( 図 1) を各 1

か所、新たに設置している。

No. 契約地番号 地区 所在 標高 植生保護柵 　　林相 備考

1 H15-協-28 小仏 相模原市緑区小原 515 無 ヒノキ

2 H15-協-24 小仏 相模原市緑区青根字長者舎 609 有 ヒノキ

3 H16-分-09 小仏 相模原市緑区佐野川川本 666 無 スギ

4 H17-協-60 小仏 相模原市緑区打谷戸 283 無 スギ

5 H18-協-48 小仏 相模原市緑区中鉢 296 無 ヒノキ

6 H18-協-64 小仏 相模原市緑区宝澤 503 無 ヒノキ

7 H13-協-09 丹沢 山北町山北 339 無 広葉樹、ヒノキ

8 H13-協-10 丹沢 山北町山北 269 無 ヒノキ、スギ

9 H14-協-19 丹沢 山北町向原 190 無 ヒノキ

10 H15-協-08 丹沢 厚木市七沢 500 有 スギ、ヒノキ

11 H16-協-15 丹沢 山北町玄倉竹本 714 有 ヒノキ

12 H16-協-24 丹沢 山北町笹ケ尾 297 無 スギ

13 H17-協-05 丹沢 伊勢原市奥前内寺 335 有 スギ

14 H17-協-09 丹沢 清川村宮ヶ瀬 425 有 スギ

15 H18-協-06 丹沢 伊勢原市梅ノ木 371 有 スギ

16 H9-協-09 丹沢 松田町寄 600 無 スギ

17 H14-立-01 箱根外輪山 南足柄市雨坪字二ツ沢 716 無 ヒノキ

18 H17-立-01 箱根外輪山 小田原市久野 270 無 ヒノキ

19 H17-立-02 箱根外輪山 小田原市久野 684 無 ヒノキ

20 H13-協-13 箱根外輪山 南足柄市矢倉沢 352 無 スギ、広葉樹 解析対象外

21 H13-協-18 箱根外輪山 南足柄市苅野 804 無 広葉樹、アカマツ 解析対象外

表 1　水源林の林分構造調査地

 

図1 調査地の標準的な構造

1 2 3 4 5

6 7 8 9 10

斜面上

斜面下

10m

10m

※ 外側の太黒線は林分構造調査の範囲（50ｍ×50ｍ=0.25ha）を示す。

※ 内側の黒点線は、植生調査コドラート(10m×10m=100m2）、

その内側の上下5個の小方形枠は小植生調査枠（2m×2m＝4m2）を示す。

※ 中央の赤点●は調査地点の中心地点の杭、黄色■は植生調査コドラート及

び小植生枠の位置を示す杭。

50m

50m

図 1　調査地の標準的な構造
注 1: �外側の太黒線は林分構造調査の範囲（50 ｍ× 50 ｍ

=0.25ha）を示す。
注 2: �内側の黒点線は、植生調査コドラート (10m ×

10m=100㎡）、その内側の上下 5個の小方形枠は小
植生調査枠（2m× 2m＝ 4㎡）を示す。

注 3: �中央の赤点●は調査地点の中心地点の杭、黄色■は
植生調査コドラート及び小植生枠の位置を示す杭。
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(2)　調査方法
ア　草本層と低木層の植生
草本層の植生状態は、調査地の設定地点の中央付

近にある植生調査枠（10m × 10m）内に等高線に沿っ

て設置した上下 2 列 5 個ずつ合計 10 個の 2m × 2m

方形の小植生調査枠内それぞれで植被率と地上から

高さ 1.5 ｍまでの範囲に出現したすべての草本及び

木本の種名と被度を記録した。また、10 ｍ方形植

生調査枠内の高さ 1.5 ｍから 5m の低木層の被度を

目視で判定し、併せて主な出現種を記録した。なお、

被度は 6 階級（+: 植物体の地表投影面積の比率 1％

以下、1: 同 1-10％、2: 同 10-25％、3: 同 25-50％、 

4: 同 50-75％、5:75-100％ ) で判定した。なお、調

査は 7月下旬から 9月中旬までに実施した。

イ　更新木の侵入状況
小植生調査枠で確認した木本種のうち高木性樹種

（小高木種含む）で樹高 5cm 以上 150cm 未満の樹木

から、樹高の高い上位 5 個体について樹種名を記録

し樹高を測定した。この調査は 8 月から 9 月に実施

した。

ウ　林分構造と開空率
50m × 50m の方形調査区内に生育している樹高

1.5m 以上のすべての立木について樹種名と樹高、

胸高直径、樹冠長（2 方向）、樹冠幅（4 方向）を測

定、記録した。この林分構造を調べた現地調査は、

7月から 10 月上旬ごろまでに行った。

加えて、調査地の林冠の平均的な開空状況を調べ

るため後述の植生調査枠の 4 隅と中央地点の合計 5

地点において地上高 1 ｍ地点からデジタルカメラ

（ニコン Cool Pix 4500）に魚眼レンズ（ニコン FC-

E8）を装着して全天空写真を撮影した。撮影は、上

記の植生調査あるいは林分構造の調査を実施してい

る期間中に撮影条件の良い日を選んで行った。

(3)　解析方法
ア　草本層と低木層の植生
各調査地の草本層植被率は、10 個の小植生調査

枠内の植被率を平均した値とし、地区及び柵の内外

で各区分の平均、標準偏差、最大値、最小値を集計

した。また、各調査地において被度が上位の種を主

な草本層出現種とした。低木層では 10 ｍ方形の植

生調査枠内の被度を各調査地の低木層植被率とし、

草本層同様に地区及び柵の内外で各区分の平均、標

準偏差、最大値、最小値を集計した。また、各調査

地において被度が上位の種を主な低木層出現種とし

た。

イ　更新木の侵入状況
更新木の上位 5 種の出現種数と樹高について集計

した。調査地の出現種数は 10 個の小植生調査枠に

出現した高木性樹種の種数とし、地区及び柵の内外

で各区分の平均種数、標準偏差、最大種数、最小種

数を算出した。調査地の平均樹高は 10 個の小植生

調査枠内の上位 5 位までの樹高を平均値とし、出現

種と同様に地区及び柵の内外で各区分の平均樹高、

標準偏差、最大樹高、最小樹高を算出した。

ウ　林分構造と開空率
各調査地における成立本数は、林分構造調査によ

る亜高木層と高木層に区分したスギ及びヒノキの本

数とし、それらの樹高、胸高直径、樹冠長及び樹冠

幅の平均値と標準偏差、最大値、最小値も併せて算

出した。なお、階層区分は、調査地の平均樹高は

20m 前後で階層構造も大きく異なっていなかったの

で、便宜的に樹高が 1.5m から 5m を低木層、5m か

ら 15m を亜高木層、15m 以上を高木層をとした。

調査地の階層構造を把握するため、確認できた全

個体の樹高値を 2m 刻みで区分して樹高階本数分布

を図化した。この際、低木層と亜高木層が認められ

た調査地については、出現した高木性樹種の本数を

集計し主な樹種名も記録した。また、それぞれの階

層に出現したすべての広葉樹種に対する高木性樹種

の本数割合も併せて算出した。

開空率の測定は、持ち帰った全天空写真デジタル画

像を国立環境研究所の竹中明夫氏のフリープログラム

CanopOn2（http://takenaka-akio.org/etc/

canopon2/index.html、2023 年 7 月 27 日）を使用し、

樹冠部分の枝葉が適切に二値化できるようパラメー

ター値を個別調整して開空率を PC 上で計測し、各

地点の平均開空率を算出した。さらに開空率と林分

構造の関係について、上層木の本数に加えて亜高木

層以上の広葉樹と低木層の広葉樹の本数を変数とし

た一般線形化モデルを作成して、開空率への寄与に

ついて解析した。
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エ　統計解析
観測変数間の関係については相関係数 (r2) を算

出し、有意水準は原則 5% 未満とし無相関検定によ

る p 値を付記した。また、観測値の差の検定には 2

群の比較ではマン・ホイットニーの U 検定を、3 群

の比較ではクラスカル・ウォリス検定を用い、有意

水準は原則 5% 未満として p値を示した。

一般線形モデルにおけるモデル選択は AIC

（Akaike's Information Criterion；赤池情報量規

準）を用い、最も AIC の値が小さな変数の組み合わ

せをベストモデルとし、併せて AIC の差が 2 以内の

モデルも探索し、それぞれの式における有意な変数

名とその係数を示した。

なお、以上の統計解析には、統計パッケージ R（R 

Core Team 2021）を用いた。

3　結　果

（1）　林床及び低木層の植生
解析対象とした小仏、丹沢、箱根外輪山の 3 地区

19 調査地の柵外で調査された 33 個所の小植生調査

枠の計測結果から草本層植被率をみると、柵外では

41％から 47％の範囲で、地区によりほとんど差は

なかった（表 2：クラスカル・ウォリス検定 p=0.94）。

また、丹沢地区の柵内の草本層の平均植被率は 39%

と柵外よりやや小さかったが両値に有意差は確認で

きなかった（マン・ホイットニーの U 検定、

p=0.61）。草本層植被率の出現頻度はばらつきが大

きく、10％以下は 5 地点でその内 4 地点が丹沢地区

の調査地であり、5% を下回る地点も 1 地点含まれ、

このような草本層に植被が少ない地点が約 15％を

占めていた ( 図 2)。一方、草本層植被率が 20％を

超える地点の割合は約 8 割、40% を超える地点は約

3 割であった。各地点における主な出現種は地区に

よりやや異なり ( 表 2)、丹沢地区ではこの地区で

のシカの不嗜好種とされるオオバノイノモトソウ、

シロダモ（神奈川県自然環境保全センター研究連携

課 2016）の被度の高い地点が多かった。

次に、3 地区における低木層の植被率をみると、

柵外では 6.4％から 15.8％の範囲であり地区による

有意差は確認できなかった（表 2；クラスカル・ウォ

リス検定、p=0.35）。一方、丹沢地区の柵内におけ

る植被率は 17.5% で、柵外より 10％程度大きかっ

た（マン・ホイットニーの U 検定、p=0.11）。主な

出現種は、草本層と同様に地区により異なり(表2)、

丹沢地区ではシカの不嗜好種のシロダモの被度の高

い地点が多かった。

⼩仏 丹沢 丹沢 箱根外輪⼭
外 外 内 外
4 24 10 5

平均植被率 % 45.2 47.0 39.2 41.0
sd 13.5 27.3 27.5 21.2

最⼤値 59 97 69.2 56.5
最⼩値 31.8 0.5 1.1 7.8

主な出現種
マルバウツギ、コクサギ、オ
オバノイノモトソウ、アブラ
チャン

オオバノイノモトソウ、コチ
ヂミザサ、ヒメワラビ、イノ
デ、シロダモ

オオバノイノモトソウ、シロ
ダモ、ヒメワラビ、チヂミサ
サ、クサイチゴ

アオキ、モミジイチゴ、クロ
モジ、スゲ属の⼀種

平均植被率 % 15.8 6.4 17.5 9.6
sd 11.9 8.9 19.9 20.4

最⼤値 28.3 25.3 53.0 46.0
最⼩値 0 0 0 0

主な出現種
マルバウツギ、コクサギ、ア
ブラチャン、ムラサキシキブ

シロダモ､アズマネザサ、ク
ロモジ、アブラチャン

シロダモ､サンショウ、ヤブ
ムラキ

アオキ、サンショウ、ハナイ
カダ

平均出現種数 26 17 21 14
同上sd 22 16 16 5
最⼤値 58 79 55 20
最⼩値 10 4 9 7

主な⾼⽊性広
葉樹腫

エゴノキ、ヤマザクラ アラカシ、イヌシデ、シロダ
モ

シロダモ、イヌシデ、エンコ
ウカエデ、エノキ

ケヤキ、アラカシ、イヌシデ

更新⽊

地区
柵

地点数

草本層

低⽊層

表２　調査地の植生に関する地区・柵内外の集計値及び主な出現種
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（2）更新木の侵入状況
林床における更新木の侵入状況の指標とした高木

性広葉樹の平均出現種数は、小仏地区が 26 種、丹

沢地区が 17 種、箱根外輪山地区が 14 種であったが、

調査地間で出現種数にばらつきが大きく地区間での

違いは確認できなかった（表 2；マン・ホイットニー

の U 検定、p=0.51）。また、丹沢地区での柵内外に

おける種数を比較すると、平均種数は柵外より柵内

でやや多かったが柵の内外での出現種数に有意差は

なかった（マン・ホイットニーの U 検定、p=0.50）。

なお、各地区における主な更新木は、小仏地区では

エゴノキやヤマザクラなどであった。丹沢地区では

柵外では同じくアラカシ、イヌシデ、シロダモなど

であった。一方、箱根外輪山地区では同じくケヤキ、

アラカシ、イヌシデなどが主なものであった。

柵外における更新木の平均樹高は約 18cm から

48cm の範囲で、箱根外輪山地区でやや低かったが、

ばらつきが大きく他地区との有意差は確認できな

かった（クラスカル・ウォリス検定、ｐ =0.14）。

また、丹沢地区での柵内外における更新木の平均樹

高を比較すると柵内は 50.3cm と柵外の 26.5cm と比

較して 2 倍近く、柵内で有意に高かった（マン・ホ

イットニーの U検定、ｐ＝ 0.017）。

（3）　林分構造と開空率
第 4 期時点における調査地の林分構造の指標値は

表 3 に示すとおりである。すなわち、成立本数は平

均で 586 本 /ha（sd ＝ 183）で大半が 400 本 /ha か

ら 800 本 /ha の範囲にあり、一部の調査地を除いて

水源林整備事業が目標とする 600 本 /ha 前後であっ

た。上層木の平均樹高は 20 ｍ前後、平均胸高直径

は 32cm 前後であった。また、上層木の平均樹冠長

と平均樹冠幅はそれぞれ 9m 前後と 5m 前後で調査地

間ではかなりばらつきがあった。

調査地内の地上 1 ｍ地点の上空の開空率は平均で

は 8％前後で約 4％から約 17％の範囲にあり調査地

間のばらつきが大きかった。また、成立本数が 600

本 /ha前後でも開空率が7％以下の調査地もあった。

開空率と成立本数との関係には有意な相関関係は

認められなかったが（r2=0.02、p=0.50）、低木層と

亜高木層の本数を変数として加えた一般線形化モデ

ルでは、低木層の本数が開空率に対して有意に寄与

しており、低木層の本数が多い調査地では開空率が

低下することを確認できた（表 4）。

樹高階別本数頻度分布 ( 図 3) に基づいて、各調

査地の階層構造の発達状況をみると、林冠木のスギ、

ヒノキの下層に広葉樹が成立し、低木層から亜高木

層が形成されつつある調査地は 14 調査地で、全体

の 74％を占めていた。これらの階層構造の発達が

進みつつある調査地には小仏地区、丹沢地区、箱根

外輪山地区の調査地がそれぞれ複数地点含まれてい

た。また、階層構造が発達していない調査地は 5 地

点で全調査地の 26％を占めていた。これら 5 か所

地区 ⼩仏 丹沢 箱根外輪⼭ 全体
地点数 4 12 3 19

平均 515 570 744 586
sd 148 182 188 183
最⼤ 668 892 960 960
最⼩ 384 376 616 376
平均 20.4 19.2 21.5 19.8
sd 2.0 2.8 1.4 2.5
最⼤ 22.5 23.0 22.5 23.0
最⼩ 18.4 14.8 19.9 14.8
平均 32.3 31.0 34.6 31.8
sd 4.2 5.6 3.6 5.0
最⼤ 38.3 43.0 38.2 43.0
最⼩ 28.8 21.9 31.0 21.9
平均 9.9 8.5 9.9 9.0
sd 4.1 2.3 4.7 3.0
最⼤ 15.8 13.2 15.4 15.8
最⼩ 7.0 5.9 7.1 5.9
平均 5.0 4.9 4.5 4.8
sd 0.4 0.6 1.3 0.7
最⼤ 5.5 5.8 5.6 5.8
最⼩ 4.5 4.1 3.1 3.1

平均樹冠幅
ｍ

平均樹⾼
ｍ

平均胸⾼
直径
ｃｍ

成⽴本数
本/ha

平均樹冠⻑
ｍ

表３　調査地の林分構造に関する全体と
地区別の統計量

　　　　注：�各統計量は高木層のスギ・ヒノキの	
計測値から集計した値
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変数

  切片 12.966 **

スギ・ヒノキ上層木本数 -0.01447

亜高木層・高木層広葉樹本数 -0.01753 -

低木層広葉樹本数 -0.00636 *

AIC 95.598

開空率

表４　開空率に関する成立本数、亜高木層と高木層の広葉樹本数及び	
低木層広葉樹本数を説明変数とした場合の一般化線形モデル。

　　注１:説明変数に付記した **、*、-  は p 値水準（0.01、0.05、0.1）を示す。

低⽊層と亜⾼⽊層の発達が確認できた調査地

発達がみられない調査地

緑⾊：スギ、⻘⾊：ヒノキ、⻩⾊：広葉樹
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図３　各調査地における樹高階別本数頻度分布図
注１:縦軸は樹高階（2ｍ刻み）、横軸は 0.25ha あたりの出現本数
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注３:図により横軸のスケールは異なる。

（b）低⽊層、亜⾼⽊層が発達していない調査地

低⽊層と亜⾼⽊層の発達が確認できた調査地

発達がみられない調査地

緑⾊：スギ、⻘⾊：ヒノキ、⻩⾊：広葉樹
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の調査地には成立本数が 800 本 /ha を超えている調

査地が 3 地点含まれている。なお、両区分における

成立本数および開空率を比較すると、成立本数には

有意差はなかったが（マン・ホイットニーの U検定、

p=0.31）、開空率は階層構造が発達していない調査

地で有意に高いことが確認できた（マン・ホイット

ニーの U検定、P=0.04）。

続いて、階層構造の発達の兆しが認められた調査

地について、低木層と亜高木層に出現した樹種と本

数から、高木性広葉樹（小高木樹種は除く）の出現

状況をみると、亜高木層に本数が多い調査地ではア

ラカシなどの高木性広葉樹の生育が確認できた（表

5）。一方、亜高木層、低木層ともに高木性広葉樹の

本数が少ない調査地もあり、とくに東丹沢山麓に位

置する厚木市七沢調査地と清川村宮ｹ瀬調査地は低

木層、亜高木層にほとんど高木性広葉樹が生育して

おらず、シロダモなどシカの不嗜好小高木広葉樹（神

奈川県自然環境保全センター研究連携課 2016）で

占められており、シカの累積的な影響が伺えた。

地区 地点名 階層

出現した
⾼⽊性樹種
の本数

本/0.25ha

 
同出現割合

%
主な⾼⽊性樹種

相模湖町打⼾⾕ 低⽊層 91 16 アラカシ
亜⾼⽊層 66 31 アラカシ、ウワミズザクラ

相模湖町宝澤 低⽊層 60 18 カラスザンショウ、アラカシ
亜⾼⽊層 3 100 カラスザンショウ

藤野町佐野川川本 低⽊層 4 4 ハクウンボク
亜⾼⽊層 2 50 ウワミズザクラ

相模湖町⼩原 低⽊層 11 3 イタヤカエデ
亜⾼⽊層 0 - なし

津久井町中鉢 低⽊層 37 10 アラカシ、ウラジロガシ
亜⾼⽊層 1 25 クリ

津久井町⻘根字⻑者舎 低⽊層 2 6 オオバアサガラ、カヤ
亜⾼⽊層 2 28 エゾエノキ、ウワミズザクラ

清川村宮ケ瀬 低⽊層 0 0 なし
亜⾼⽊層 1 50 クマノミズキ

厚⽊市七沢 低⽊層 37 100 シロダモ
亜⾼⽊層 3 100 シロダモ

伊勢原市奥前内寺 低⽊層 14 14 アラカシ
亜⾼⽊層 133 32 クマノミズキ、アラカシ、マメガキ

伊勢原市梅の⽊ 低⽊層 8 1 ウラジロガシ
亜⾼⽊層 20 32 クマノミズキ、マメガキ

⼭北町向原 低⽊層 99 34 アラカシ
亜⾼⽊層 177 88 アラカシ

⼭北町⼭北1（H13-協-09）低⽊層 24 14 コブシ
亜⾼⽊層 5 100 アラカシ

⼩⽥原市久野2 低⽊層 3 4 サワフタギ
亜⾼⽊層 6 100 クマシデ

⼩⽥原市久野1 低⽊層 123 13 アラカシ、ウワミズザクラ
亜⾼⽊層 34 48 アラカシ

丹沢

箱根外輪⼭

⼩仏

表５　階層構造の発達が確認できた調査地における高木性樹種の生育状況
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5　考　察

調査期第 4 期時点における柵外での草本層植被率

は平均値で 41％から 47％の範囲であり、各地点で

一定のリター堆積があると仮定すると、両被覆を合

計した林床被覆率（三浦 2000）の平均値は少なく

とも 40% を超えていると推察できる。この林床被覆

率は表層土壌の流出を防止できるとされる林床被覆

率 20％から 40％の範囲（石川 2008、初ほか 2010）

を上回る水準であり、水源林整備の当初の目的で

あった「水源林整備を通じた（土壌流出を防止する）

林床植生の回復」が第 4 期の段階で達成できている

整備地が多いことを示唆している。しかし、草本層

植被率の調査地間のばらつきは大きく、また草本層

植被率が 10％以下の地点も約 15％を占めており、

丹沢地区ではシカの不嗜好種が優占したかたちで植

被率が高い地点が多かった。このため、水源林整備

を通じた林床植生の回復には課題がある林分が一定

数残されており、そこではシカによる採食影響が含

まれる可能性が示唆される。

次に、第 4期以降に新たに調査目的に加わった「低

木層や亜高木層が発達した多層な構造を持つ」人工

林への誘導状況に関しては、調査地のほとんどで成

立本数が 600 本 /ha 前後まで低下しており、約 7 割

で低木層あるいは亜高木層が形成されつつあること

を確認できた。したがって、水源林として整備が進

められてきたスギ・ヒノキ人工林では、第 4 期時点

で半数以上が目標とする成立本数に達し、目標林型

への誘導途上にあることが推察できる。

しかし、調査地の低木層植被率の平均値は 9％か

ら 14％の範囲で、全く発達していない地点も確認

できた。さらに、高木性広葉樹種が低木層あるいは

亜高木層に多い割合で生育している調査地が限られ

ており、多くの水源林確保地の人工林では針広混交

林への誘導に関しては不十分な段階にあると考えら

れる。

スギ・ヒノキ人工林における階層構造の形成や混

交林への誘導には、種子散布様式に応じた高木性樹

種（小谷・高田 1999、Utsugi et al., 2004 など）

の更新木の侵入・定着そして成長が必要である。ま

た、鳥類や哺乳類により種子散布される樹種につい

ては供給源となりうる周辺の広葉樹林との位置関係

（中西 1994）も関係してくる。本研究では、調査地

の更新木、低木層、亜高木層を構成する主な広葉樹

種や、低木層及び亜高木層での高木性広葉樹の生育

状況を示したのに留まり、種子の散布型や供給源と

の位置関係については分析を行っていない。今後は

調査地の立地環境と更新木の侵入状況や林分構造を

関連付けて分析することで、各調査地で成立しうる

多層な構造をもった混交林の樹種構成や誘導の可能

性、さらには有効な誘導手法が明らかになっていく

と考えられる。

また、更新木の定着・成長には草本層及び低木層

の光条件も一定の影響があると考えられる（小池

1988、 相浦・大宮 2010 など）。第 4期時点の地上 1

ｍ地点の開空率は調査地の大半で 15％以下と全般

に低く、成立本数が600本 /ha前後でも開空率が7％

以下の調査地もあった。なお、低木層の本数が開空

率を低下させていることや、階層構造が発達してい

ない調査地で有意に開空率が高かった結果から考え

ると、地上 1 ｍ付近で撮影した天空画像により計測

した開空度は必ずしも林冠部分の開空度を的確に指

標していない可能性もある。しかしながら、下層木

の影響がない階層構造がほとんどない調査地での最

大の開空率が 17% 弱であるという状況は、スギ人工

林やヒノキ人工林では開空率が 20％程度の林分に

おける相対照度は 6% 以下との報告（瀬尾ほか 

2008）などを念頭におくと、水源林整備地では間伐

が進んで高木本数は減少したものの、調査地の多く

では樹冠の空き具合はまだ不十分で、更新木が順調

に成長していくのに必要な林内照度が不足している

状態にある可能性がある。このため、多層な構造を

持つ混交林へと誘導していくには、現存の更新木の

保護に加えて上層木間伐などにより大幅な開空率の

拡大を図り、更新木の定着と成長を促していくこと

が必要と考える。
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１　はじめに

神奈川県では 2003 年に「神奈川県ニホンジカ保

護管理計画（2003 ～ 2006 年度）」（以下、第１次計画）

を策定し、2022 年現在「第 4 次神奈川県ニホンジ

カ管理計画（2017 ～ 2022 年度）」（以下、第４次計画）

に基づき各種事業を実施している。自然環境保全セ

ンターは、自然植生回復および生息環境整備の基盤

づくりを目的とした管理捕獲（以下、県管理捕獲）

を実施するとともに、各取り組みの効果を検証する

ため、シカ個体群や生息環境に関するモニタリング

を実施している。シカ個体群ついては、区画法や糞

塊法による生息状況調査（藤森ら　2013）や、捕獲

個体分析（馬場ら 2013）を実施しており、本稿では、

第 1 次～第 4 次計画期途中（2003 ～ 2021 年度）ま

でに行った区画法による生息密度調査結果について

管理捕獲の捕獲数の動向とあわせて報告する。

２　調査方法

シカの生息密度調査は区画法（Maruyama and 

Furubayashi,1983）により実施した。本県では第１

次計画当初から、保護管理区域（神奈川県ニホンジ

カ管理計画に定める、シカの主要な生息分布域であ

る丹沢山地を中心とした区域）を地形や植生を考慮

して 56 個の管理ユニットに区分し（図１）、管理ユ

ニット単位で情報収集や県管理捕獲を実施している

（神奈川県　2017）。生息密度調査は、おおむね管理

ユニットごとに設定した 54 か所の調査区（図２）で、

毎年 30 か所程度を選択して実施した。

調査時期は、森林内の見通しがよくなり調査精度

が高くなる落葉後の概ね 12 月から１月（11 月末か

ら２月初旬まで）とした。各調査区を地形などを考

慮に入れながら複数の区画に分け、各区画に調査員

を配置し、担当区画内をくまなく踏査した。調査時

間は、原則 1 時間 30 分とし、踏査ルートの距離が

長い丹沢山、ササ類の繁茂で踏査に時間を要する宮

城野の調査区は２時間とした。踏査中にシカの目撃

情報（性別（オス、メス、不明）、体サイズ（大、中、

小など）、頭数、確認時刻等）及び主な生活痕跡を

野帳に記録した。シカの警戒音、逃走音を確認した

場合も同様に記録した。各調査員は簡易業務無線を

携帯して調査し、シカを目撃した場合は、近隣の調

査員と交信し、カウントした個体の重複がないよう

努めた。記録されたシカの個体数から㎢あたりの密

度を算出した。なお、重複カウントの有無を判別し

難い場合等、生息密度に幅があった場合は最大値と

最小値の平均値で示した。

３　結果及び考察

（１）生息密度の推移
第 3 次および第 4 次管理計画中（2012 年度～

2021 年度）の調査結果を第 2次計画までの報告（末

次ら 2009、藤森ら 2013）と併せて表 1 に示した。

神奈川県ニホンジカ管理計画における生息状況モニタリング結果

石川　烈 *・永井広野 *,**・永田　幸志 *,***・
町田　直樹 *,****・石川　信吾 *,*****

事業報告
神自環保セ報 17（2023）17 − 24

* 神奈川県自然環境保全センター自然保護公園部野生生物課　（〒 243-0321　厚木市七沢 657）

** 現所属　神奈川県県西地域県政総合センター森林部水源の森林推進課　（〒 258-0021　足柄上郡開成町吉田島 2489-2）

*** 現所属　神奈川県環境農政局緑政部自然環境保全課　（〒 231-8588　横浜市中区日本大通 1）

**** 現所属　神奈川県県西地域県政総合センター森林部林道課　（〒 258-0021　足柄上郡開成町吉田島 2489-2）

***** 現所属　神奈川県環境農政局緑政部森林再生課　（〒 231-8588　横浜市中区日本大通 1）



18 神奈川県自然環境保全センター報告　第 17号　（2023）

図 1　第 4次神奈川県ニホンジカ管理計画　保護管理区域及び管理ユニット

表１　ニホンジカ生息密度調査結果

切通峠 A 保護区 1.12 + - 1.4 - - 7.1 - 3.6 - - - 20.1 - 26.8 17.0 - 12.9 8.0 - 17.0

菰釣林道 B 保護区・猟区 1.56 - - - 2.6 - - - 2.6 - - - 6.4 - 6.7 - 3.8 5.1 - 3.8

菰釣山 C 保護区・猟区 1.33 2.3 - 1.5 - - - 4.5 - 0.8 - - - 3.0 - 25.9 9.4 9.8 - 12.0 6.0

大又沢 D 猟区 1.75 0.6 - 2.9 - - - 5.2 - 4.9 - - - 18.0 - 6.0 4.3 7.7 12.6 2.9 15.4

浅瀬 E 猟区 1.63 - - - 11.7 - - - 7.4 - - 10.1 - - 11.0 - 5.2 6.1 10.4 - 5.5

明神山 F 保護区・猟区 1.96 - - - 6.4 - 7.1 - 6.4 - - 6.9 - - - 7.1 - 4.1 8.7 - 3.6

箒沢 A 保護区 1.76 - - - 20.2 23.0 32.4 27.9 9.7 7.4 11.4 3.4 10.8 4.6 7.1 9.9 6.8 15.3 5.1 14.2 4.0

白石沢 B 特別保護区・保護区 1.18 3.5 4.3 3.9 - 26.4 24.8 16.1 10.7 10.6 5.0 6.2 14.0 3.3 9.8 17.1 19.2 5.6 - 5.6 -

東沢 C 保護区 2.09 21.9 12.5 14.6 12.9 28.7 24.6 14.8 13.4 5.0 12.4 11.0 5.7 6.5 10.0 5.3 4.3 10.8 2.9 4.3 7.7

丹沢湖南西 A 乱場 1.95 - - - 0.5 - - - 11.3 - - - - 3.8 - - 10.8 8.5 - 17.4

丹沢湖 B 保護区 1.78 58.5 69.9 74.7 93.0 59.0 95.5 19.6 18.0 5.3 26.4 16.3 9.3 4.5 16.0 12.1 12.9 28.9 17.4 5.1 5.6

丹沢湖北東岸 C 猟区 2.01 - - 20.9 - - - 47.3 - 67.7 33.1 - 37.8 46.3 29.9 20.6 - 26.6 24.1 8.7 36.1

大野山 D 保護区・乱場 1.50 0.7 - 10.0 - - + - 22.0 - 27.3 - 9.0 - 63.7 60.7 54.7 51.3 80.0 24.7 44.7

荒井 A 乱場 1.94 - - - + - - + - 0.5 - 1.0 - 1.5 - - 0.5 - - 4.6

青根 B 乱場 1.44 + - 2.8 - - - 1.4 - + - + - 0.7 - 4.9 - 0.0 0.7 - 5.6

大室山下 D,E 保護区・乱場 1.45 + + 4.1 4.5 2.8 - + - 1.4 - + - 0.7 - - 4.1 1.4 1.7 - 9.7

仲ノ沢 A 保護区 1.36 - 16.2 9.5 11.8 10.3 5.9 13.2 8.8 2.2 8.1 9.9 5.9 - 5.1 - - - - 5.1 8.8

檜洞丸 B 特別保護区 1.06 - - - 23.1 - - 27.9 - 1.9 11.8 25.0 17.9 31.2 7.5 49.1 11.8 26.9 - 6.6 25.0

鍋割山下 C,D 保護区 1.94 - - - 5.2 - - - 13.9 - 22.7 3.4 - - 4.6 - - - - -

丹沢山 D 特別保護区・保護区 2.04 57.0 39.3 53.5 34.3 49.5 33.6 29.3 60.9 31.1 32.8 16.9 27.6 41.1 29.9 11.0 18.9 - - 16.2 21.8

熊木沢 D 保護区 1.14 27.4 17.8 19.3 24.1 13.2 18.9 17.6 18.0 9.2 6.6 5.7 4.8 4.4 23.7 3.7 - - -

玄倉北東 A 猟区 1.41 - - 14.9 - - - 32.0 - 35.1 33.8 33.1 19.9 28.8 13.1 - 23.4 19.1 11.3 21.3 40.8

秦野峠 B 保護区・乱場 1.77 18.3 39.3 38.5 48.3 34.5 14.9 37.3 19.3 8.8 10.5 20.2 12.7 9.4 21.2 10.2 10.7 3.4 - - 7.3

寄 C 保護区 1.29 14.0 - 14.7 - - 24.0 19.4 13.2 11.2 10.5 14.0 2.7 14.0 10.5 7.4 3.5 9.3 4.7 5.4 8.1

三廻部林道 D,E 保護区・乱場 1.87 - - 19.3 - - 4.8 25.7 25.4 9.6 29.1 3.2 14.7 7.5 2.7 1.6 3.2 0.8 6.7 3.2 3.2

焼山 A シカ猟制限 1.56 0.8 - 2.6 - - - - + - - 4.5 - 4.6 - 3.2 - 0.3 - 0.6

黍殻山下 A 猟区 1.32 + 4.6 1.5 + - + - - + - 0.8 - 0.8 - - 1.5 - 6.8 - 14.4

早戸川林道 C 猟区 2.41 - - - + - 0.8 - 3.3 - 4.1 - 4.4 - - 2.8 - 1.5 - 6.3

高畑山 A 猟区 2.04 - - - + - 0.5 - 5.1 - - 7.1 8.3 - 1.5 - 4.7 4.2 - 6.4

堂平 B 保護区 1.20 30.0 30.5 23.1 20.8 14.2 14.2 9.9 16.5 4.2 5.8 16.5 21.9 5.0 5.8 2.5 7.5 7.9 - 7.5 12.5

水沢 D 保護区 2.14 - - - - 16.4 - - - 10.5 11.0 - 7.0 - 19.3 - - 19.7 12.1 14.5 7.9

地獄沢 D 保護区 1.92 - - - - - - - - - 19.8 - - 5.5 - - - - - -

唐沢川上流 E 猟区 1.47 - - - 19.0 - - 8.9 - 6.8 - 3.7 - 7.1 5.1 4.4 3.1 - - 10.9

水無川左岸 A,B 保護区・乱場 1.96 - - - 2.6 - - - - 1.5 - 17.6 - 19.1 - 7.4 4.1 11.0 12.0 15.8 28.3

菩提 B 乱場 2.16 0.5 - + - - - - - 1.4 - 5.6 - 3.2 - 0.9 0.0 - - 2.3

子易 C 保護区・乱場 1.55 5.5 - + - - - - + - + - 4.8 - - 25.2 - - 5.8 - 3.2

名古木 D 乱場 2.24 - - - + - - - 0.4 - 2.7 - 12.9 - - 17.0 - 16.1 - 3.1

日向林道 A 保護区・乱場 1.57 - - 23.3 - 15.6 - - 14.0 - 22.3 - 17.2 10.2 2.0 2.0 0.7 2.0 - 9.2 3.3

七沢 B 保護区 1.61 8.0 - 14.6 - - - - 25.5 - 21.1 - 13.7 11.8 22.4 13.7 0.6 7.5 - 1.9 6.2

谷太郎林道 C 猟区・保護区 1.83 - - - 3.8 - - 6.5 - 13.1 - 14.8 - 15.0 20.5 - 13.4 - 9.8 - 27.3

別所温泉 C,D 猟区 1.34 26.2 - 3.0 - - - - - 6.3 - 23.1 - 19.4 22.0 13.8 - 9.0 21.6 - 5.2

法論堂林道 E 保護区 2.01 - - - 40.0 18.9 - 13.1 - 13.7 11.4 - 9.5 - - 11.4 - 17.7 11.4 - 23.4

堤川林道 A 猟区 1.27 - - - 2.4 - - 16.9 18.1 - 7.1 - - 11.0 - - 6.3 8.7 12.6 20.9

高取山 B 保護区 1.17 8.7 - 7.7 - - 35.9 - 17.1 - 7.7 - 14.5 12.8 40.2 16.7 20.9 - 8.1 18.8 8.5

南山 C 乱場・猟区・銃猟禁止 2.02 - - - 3.0 - - + - + - 6.9 - - 7.9 4.5 - 2.5 - 6.4

宮ヶ瀬湖西 D 猟区 1.19 + - 2.5 - - 5.9 - 10.1 - 0.8 - 2.9 - - 5.5 2.1 8.8 8.4 - 7.6

牧野 藤野町 乱場 2.31 - - - + - - - - + - - 0.0 - 1.5 - - 2.6 2.2 2.2 3.5

飯山（旧区画） 厚木市 乱場 1.43 10.6 - + - - - - - + 14.0 - - - - - -

飯山（新） 厚木市 乱場 1.39 - - - - - - - - - 17.3 - 1.4 - - - 1.8 - - 0.0

仏果山東 愛川町 乱場 2.23 - - - + - - - - + - - 4.0 - - - 2.0 - 6.1 - 8.3

八丁 山北町 乱場 1.64 4.3 - 1.8 - - - - 9.8 - 11.0 - 23.2 - 21.3 18.0 - 18.9 13.4 6.7

虫沢 松田町 乱場 2.15 - - - 1.4 - - - 12.1 - - 3.7 - 10.7 - 8.8 4.7 4.7 - 15.3

内山 南足柄市 保護区・乱場 2.27 - - - 2.6 - + - 2.2 - - - - 5.7 2.6 - - 9.3 4.0 11.0 9.7

宮城野 箱根町 保護区 1.95 - - - + - - - - + - - - 1.5 1.0 - 2.6 0.0 1.5 4.6 0.5

91.68 - - - + - - - - + -
＊生息密度に幅があった場合は平均値で示した。

＊ 生息密度は、冬季に実施した区画法による調査結果。

＊大流域名・管理ユニット名は、調査区画の所在場所であり、管理ユニットの密度ではない。

中津川

大山・秦
野

清川

宮ヶ瀬湖

国定・
自然公園
エリア外

合計

中川川上
流

丹沢湖

神ノ川

丹沢中央

丹沢南麓

早戸川

2017 2018 2019 2020 2021

世附川

2011 2012 2013 2014 2015 2016

調査年度(頭/km
2
）

2000-2001 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
調査地名 大流域名

管理
ユニット名

地域指定
調査面積

(km
2
）

表１　ニホンジカ生息密度調査結果
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また、県管理捕獲を実施した管理ユニット内の調査

区の生息密度の推移を図 3～ 5に示した。

第１次計画以降継続して捕獲を実施している管理

ユニット内の調査区では、シカの生息密度が低下も

しくは低下したのち横ばいで推移した（図 3）。こ

のようなシカ生息密度の低下や低下後の横ばい傾向

は、第 2 次計画以降継続して捕獲を実施している管

理ユニット内の調査区でも同様にみられた（図 4）。

また、シカ管理計画における定着防止区域（神奈川

県 2017）の調査結果は、年により数値の差がある

ものの、近年生息密度が上昇する傾向が見られる（図

5）。

（２）県管理捕獲による捕獲数と生息密度との関係
第1次計画もしくは第2次計画（2007～2011年度）

から県管理捕獲を継続的に実施している管理ユニッ

トのうち、捕獲の実施頻度が高く、捕獲実施場所内

に調査区がある堂平調査区（中津川 B）、丹沢湖調

査区（丹沢湖 B）、箒沢調査区（中川川上流 A）、丹

沢山調査区（丹沢中央Ｄ）、三廻部林道調査区（丹

沢南麓 D、E）について、次世代の出産を通じて個

体群の密度変化に影響するメスに着目し、その捕獲

数と生息密度の年変化を図 6 ～ 10 に示した。なお、

県管理捕獲は第 1 次計画から神奈川県猟友会へ委託

した巻狩り（以下、県猟友会捕獲）により実施し、

第 3 次計画（2012 ～ 2016 年度）からは自然環境保

全センターへ配置した派遣職員のワイルドライフレ

ンジャー（以下、レンジャー）による単独捕獲（忍

び捕獲等）も実施している。図 6 ～ 10 では捕獲手

法ごと（県猟友会（県猟）、レンジャー（WLR））の

捕獲数を示した。

堂平調査区（図 6）、丹沢湖調査区（図 7）、箒沢

調査区（図 8）では、第 2 次計画までの期間に県猟

友会捕獲により多数捕獲をしたことで第 2 次計画中

にシカ密度が低下した。第 3 次計画以降、第 2 次計

画時よりも猟友会捕獲の捕獲数は少なくなったが毎

年捕獲を実施しており、シカ密度は年変動はあるも

のの概ね横ばいで推移している。しかしながら、目

標とする生息密度（5 頭 / km2 未満）で安定して推

移する状態にはなっておらず、まだ捕獲数が不足し

図 2　区画法によるニホンジカ生息密度調査　調査区画配置図
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ていると考えられる。

丹沢山調査区（図 9）は、標高 1500m 以上の稜線

部を含む高標高域に位置し、第 2 次計画までは猟犬

を使用した巻狩りを実施しており、緩やかな密度低

下がみられた。第 3 次計画からは、捕獲の不足して

いた稜線部においてレンジャーによる捕獲を実施す

るようになり、2 次計画と比較すると密度は低下し

た。しかしながら、2021 年時点の生息密度は 21.8

頭 /km2 と依然として高密度状態にある。これは、

捕獲数が不足していることに加え、当該調査区とそ

の周辺の稜線部には採食に強いミヤマクマザサ草地

がある（村上ら 2007）ことも要因となっていると

考えられる。

三廻部林道調査区（図 10）においても、第 3 次

計画までに県猟友会捕獲により多数捕獲をしたこと

で第 3 次計画初期にはシカ密度が低下した。第 4 次

計画以降の県猟友会捕獲は減少したが、低い密度で

安定している。なお、第３次計画以降、レンジャー

による捕獲数が増加しているが、捕獲作業エリアは

主に本調査区から 3.5km 以上離れた鍋割山～塔ノ岳

の稜線域であるため、直接的には調査区周辺で県猟

友会捕獲を継続した影響が大きいと考えられる。

定着防止区域の調査区のうち、調査区内で県管理

捕獲が実施された宮城野調査区について、捕獲数と

生息密度の関係を図 11 に示した。宮城野調査区で

は 2018 年から県管理捕獲が開始され、2021 年度か

らは従来の県猟友会捕獲・レンジャーによる捕獲に

加え、民間事業者によるくくりわなを用いた捕獲を

実施している。捕獲数は年々増加しており、わな捕

獲業務を開始した 2021 年度で最多となっている。

一方で生息密度調査結果については変動が大きいな

がら増加傾向にあると考えられる。なお、調査区内

にはササが繁茂しており、シカが目視しにくいため、

生息密度が実際より低い値となっている可能性があ

る。広域の生息状況を把握するために実施している

糞塊密度調査では、箱根山地でシカが増加傾向にあ

ることを示しているため（神奈川県　2022）、箱根

山地全体としての個体数は増加傾向にあると考えら

れる。

４　課題

神奈川県が実施する区画法による調査は、1 調査

区につき 1 年のうちの 1 日のみの実施であり、1 ～

2k ㎡程度の限られた調査区画内のシカを目視カウ

ントするため、調査結果は調査時のシカの生息場所

など様々な条件の影響に左右されやすい。そのため、

区画法による調査結果は、短期的な変動よりも長期

的な増減傾向を把握していく指標であることを認識

しておく必要がある。

一方、管理捕獲等の捕獲作業は年間を通して実施

されているため、効果的な捕獲を実施するためには、

生息密度の季節変化の把握が必要である。また、生

息密度の動向は複数の手法による評価が重要であ

り、現在、こうした課題に対応するため、糞塊密度

調査や自動撮影カメラによる調査を実施している。

こうした複数の手法による調査と、植生状況を把握

するための調査（田村ほか　2013a、田村ほか　
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2013b）結果から、シカ管理事業の効果を検証する

必要あると考える。
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１　はじめに

神奈川県では 2003 年 3 月に「神奈川県ニホンジ

カ保護管理計画」（以下、1 次計画）を策定し、

2022 年現在、「第 4次神奈川県ニホンジカ管理計画」

（以下、4 次計画）に基づき、ニホンジカ（以下、

シカ）の個体数調整（管理捕獲）や水源の森林づく

り事業による森林整備、農地への防護柵の設置等の

各種事業を実施している。

4次計画では、「生物多様性の保全と再生」、「丹沢

山地でのシカ地域個体群の安定的存続」、「農林業被

害の軽減」、「丹沢山地以外でのシカ定着防止」の 4

つの目標を掲げ、取組の成果を科学的に検証するた

め、シカ個体群や生息環境に関するモニタリングを

実施している。モニタリング項目の一つとして、「自

然植生回復目的の管理捕獲」及び「生息環境整備の

基盤づくりとしての管理捕獲」（以下、県管理捕獲）

で捕獲された個体群の年齢構成、体サイズ、妊娠率、

栄養状態および歯の磨滅率等を調査している。

そこで本稿では、1 次計画から実施されているこ

れらの個体群の質的変化を調査するモニタリング結

果について報告する。なお、県管理捕獲は、１次計

画では主にメスを捕獲していたこと、また、個体群

の状況を把握するためにはメスのデータが重要であ

事業報告
神自環保セ報 17（2023）25 − 34

神奈川県ニホンジカ管理計画に基づく管理捕獲個体の分析結果

永井　広野 *,**・小松　ゆりな *・西岡　美保子 *・石川　烈 *
永田　幸志 *,***・町田　直樹 *,****・石川　信吾 *,*****

カ捕獲個体整理表（図 1）を用いた。 
 

 
図 1 ニホンジカ管理捕獲個体整理票（令和 3 年度から使用のもの） 

 
（２）分析内容 
 ア 年齢査定 
 年齢査定は採取した第一切歯を脱灰処理した後、ミクロトームにより組織片を作成し、染

色後、顕微鏡でセメント質の年輪数を読み取るセメント質年輪法で行った。この際、シカの

出生日は全て 6 月 1 日とした。幼獣（0 歳）については、組織切片は作成せず、歯の形態

（乳歯）により年齢を判断した。 
 
イ 外部計測 

 外部計測は、体重、全長、後足長、肩高、角の長さについて行った。また、胎児の有無を

確認し、妊娠率（胎児を確認できた個体数／妊娠の有無を確認した個体数）を算出した。胎

児が確認された場合は胎児の数、全長、後足長についても記録した。 
 
 ウ 栄養状態 
 栄養状態の評価は、大腿骨骨髄内の脂肪の視覚的評価とライニー式腎脂肪指数（以下、腎

脂肪率）（Riney,1955）の算出により行った。大腿骨骨髄内の脂肪は、栄養状態が悪化する

に従い、白、ピンク、赤、透明と変化する（小林ら 2008）ことから、肉眼的に、白、ピン

ク、赤、透明に分けて判別した。 
 腎脂肪率は腎臓及び腎臓周囲の脂肪重量から、次式により算出した。 
 腎脂肪率=( 腎臓周囲の脂肪重量/ 腎臓重量) ×100 

なお、腎脂肪率は左右とも計測できた場合はその平均値とし、どちらかが損傷等により計

測できなかった場合は片方のみの計測値をその個体の腎脂肪率とした。 

図 1　ニホンジカ管理捕獲個体整理票（令和 3年度から使用のもの）

* 神奈川県自然環境保全センター自然保護公園部野生生物課　（〒 243-0321 厚木市七沢 657）

** 現所属　神奈川県県西地域県政総合センター森林部水源の森林推進課　（〒 258-0021 足柄上郡開成町吉田島 2489-2）

*** 現所属　神奈川県環境農政局緑政部自然環境保全課　（〒 231-8588 横浜市中区日本大通 1）

**** 現所属　神奈川県県西地域県政総合センター森林部林道課　（〒 258-0021 足柄上郡開成町吉田島 2489-2）

***** 現所属　神奈川県環境農政局緑政部森林再生課　（〒 231-8588 横浜市中区日本大通 1）
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ることから、本稿では、メスについての分析結果を

報告する。

２　材料と方法

（１）材料とデータ収集
本報告では、データ継続性の観点から、「第 2次神

奈川県ニホンジカ保護管理計画」（以下、2次計画）

までに管理捕獲を開始した管理ユニット（中川川上

流 A・B・C、丹沢湖 B、丹沢中央 A・B・D、丹沢南麓 B・

C・D、中津川 B・C）で捕獲された個体を分析の対象

とした。管理ユニットとは丹沢山地を中心として設

定した保護管理区域を地形や植生を考慮して区分し

た 56個の区画のことである（石川ら 2023）。ただし、

歯の磨滅率については、「第 3次神奈川県ニホンジカ

管理計画」（以下、3次計画）以降に県管理捕獲が開

始された箱根山地（箱根町・南足柄市）神奈川県（2022）

で捕獲された個体も分析の対象とした。

県管理捕獲は神奈川県自然環境保全センター（以

下、保全センター）が公益社団法人神奈川県猟友会

等への委託、または、保全センターへの派遣職員で

あるワイルドライフレンジャーにより実施してい

る。これらの捕獲従事者等が、捕獲個体の外部計測

及びサンプルの採取等を行った。ただし、危険個所

へ滑落した個体等については、計測またはサンプル

採取を実施しなかった。

外部計測および第一切歯の採取は通年で実施した。

大腿骨の骨髄内脂肪色と胎児の有無（捕獲個体がメ

スの場合）の確認、胎児の計測、腎臓・腎周囲脂肪

の採取は妊娠が確実に確認できるであろう 1-3 月に

捕獲された個体を対象に行った。計測値等の記録に

はニホンジカ捕獲個体整理表（図 1）を用いた。

（２）分析内容

ア　年齢査定
年齢査定は採取した第一切歯を脱灰処理した後、

ミクロトームにより組織片を作成し、染色後、顕微

鏡でセメント質の年輪数を読み取るセメント質年輪

法で行った。この際、シカの出生日は全て 6 月 1 日

とした。幼獣（0 歳）については、組織切片は作成

せず、歯の形態（乳歯）により年齢を判断した。

イ　外部計測
外部計測は、体重、全長、後足長、肩高、角の長

さについて行った。また、胎児の有無を確認し、妊

娠率（胎児を確認できた個体数／妊娠の有無を確認

した個体数）を算出した。胎児が確認された場合は

胎児の数、全長、後足長についても記録した。

ウ　栄養状態
栄養状態の評価は、大腿骨骨髄内の脂肪の視覚的

 
 エ 第一切歯磨滅クラスと磨滅率 
 採取した第一切歯のうち永久歯について、高槻（1998）の方法により、磨滅率（磨滅部分

の幅／歯冠部全体の幅）を記録した。 
 
３ 結果と考察 
（１）年齢構成 
 査定年齢を 0 歳、1-2 歳、3-5 歳、6 歳以上に区分し、各計画期間における各年齢区分の

割合を図 2 に示した。サンプル数が異なるため単純な比較はできないが、1 次計画と比較す

ると、各計画期間とも 1-2 歳と 3-5 歳の割合が高く、6 歳以上の個体の割合が低い傾向がみ

られた。また、0 歳個体の割合はほぼ横ばいであった。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 各計画期間における年齢区分別の捕獲割合（％） 
※図内数字は割合、（ ）はサンプル（捕獲個体）数、n は総サンプル数を表す 

 
（２）妊娠率 
 査定年齢に基づき、捕獲個体を 3 歳以上（成獣）、2 歳（亜成獣）、1 歳に区分し、各計画

期間における各年齢区分の妊娠率を図 3 に示した。 
 3 歳以上（成獣）の妊娠率は 1 次計画時（64.8％）と比較すると、他のどの計画期間も高

い値となった。３次計画から 4 次計画にかけては妊娠率が低下しているものの、妊娠率は

改善から横ばいで推移していると考えられる。 
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※図内数字は割合、（ ）はサンプル（捕獲個体）数、nは総サンプル数を表す
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評価とライニー式腎脂肪指数（以下、腎脂肪率）

（Riney,1955）の算出により行った。大腿骨骨髄内

の脂肪は、栄養状態が悪化するに従い、白、ピンク、

赤、透明と変化する（小林ら 2008）ことから、肉

眼的に、白、ピンク、赤、透明に分けて判別した。

腎脂肪率は腎臓及び腎臓周囲の脂肪重量から、次

式により算出した。

腎脂肪率 =( 腎臓周囲の脂肪重量 /

腎臓重量 )× 100

なお、腎脂肪率は左右とも計測できた場合はその

平均値とし、どちらかが損傷等により計測できな

かった場合は片方のみの計測値をその個体の腎脂肪

率とした。

エ　第一切歯磨滅クラスと磨滅率
採取した第一切歯のうち永久歯について、高槻

（1998）の方法により、磨滅率（磨滅部分の幅／歯

冠部全体の幅）を記録した。

３　結果と考察

（１）年齢構成
査定年齢を 0 歳、1-2 歳、3-5 歳、6 歳以上に区

分し、各計画期間における各年齢区分の割合を図 2

に示した。サンプル数が異なるため単純な比較はで

きないが、1 次計画と比較すると、各計画期間とも

1-2 歳と 3-5 歳の割合が高く、6 歳以上の個体の割

合が低い傾向がみられた。また、0 歳個体の割合は

ほぼ横ばいであった。

（２）妊娠率
査定年齢に基づき、捕獲個体を 3 歳以上（成獣）、

2 歳、1 歳に区分し、各計画期間における各年齢区

分の妊娠率を図 3に示した。

3 歳以上（成獣）の妊娠率は 1 次計画（64.8％）

と比較すると、他のどの計画期間も高い値となった。

3 次計画から 4 次計画にかけては妊娠率が低下して

いるものの、妊娠率は改善から横ばいで推移してい

ると考えられる。

2 歳及び 1 歳の妊娠率は、サンプル数が少なく、

はっきりとした傾向は不明だが、2 次計画以降成獣

個体と比較し顕著に低い状態が続いていると考えら

れる。

（３）腎脂肪率
3 歳以上（成獣）の腎脂肪率を図 4に、1-2 歳（亜

成獣）の腎脂肪率を図 5 に、0 歳（幼獣）の腎脂肪

率を図 6 に示した。データのばらつきは大きいもの

の、成獣の腎脂肪率は 1次計画から上昇傾向にあり、

栄養状態は改善傾向にあると考えられた。また、サ

ンプル数は少ないものの、1-2 歳（亜成獣）、0歳（幼

獣）についても同様の傾向にあると考えられた。な
 2 歳（亜成獣）及び 1 歳の妊娠率は、サンプル数が少なく、はっきりとした傾向は不明だ

が、2 次計画以降成獣個体と比較し顕著に低い状態が続いていると考えられる。 
  

図 3 各計画期間における年齢区分別の妊娠率（％） 
※図中数字は割合、（ ）は妊娠の有無を確認した個体数を表す 

 
（３）腎脂肪率 
 3 歳以上（成獣）メスの腎脂肪率を図 4 に、0 歳（幼獣）を図 5 に、1-2 歳（亜成獣）の

腎脂肪率を図 6 に示した。データのばらつきは大きいものの、成獣の腎脂肪率は 1 次計画

から上昇傾向にあり、栄養状態は改善傾向にあると考えられた。また、サンプル数は少ない

ものの、亜成獣、幼獣についても同様の傾向にあると考えられた。なお、シカの腎臓周囲の

脂肪量は秋以降春にかけて減少するため（古林ら 1997）、本調査データは、脂肪量が減少し

た時期の腎脂肪率を分析していることになる。 
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※図中数字は割合、（　）は妊娠の有無を確認した個体数を表す
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図 4 各計画期間における 3 歳以上メスの腎脂肪率（％）の平均値 
※図中数字は腎脂肪率、（ ）はサンプル数、エラーバーは標準偏差を表す 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 各計画期間における 1-2 歳メスの腎脂肪率（％）の平均値 
※図中数字は腎脂肪率、（ ）はサンプル数、エラーバーは標準偏差を表す 
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図 4　各計画期間における 3歳以上メスの腎脂肪率（％）の平均値
※図中数字は腎脂肪率、（　）はサンプル数、エラーバーは標準偏差を表す
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※図中数字は腎脂肪率、（ ）はサンプル数、エラーバーは標準偏差を表す 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 各計画期間における 1-2 歳メスの腎脂肪率（％）の平均値 
※図中数字は腎脂肪率、（ ）はサンプル数、エラーバーは標準偏差を表す 
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図 5　各計画期間における 1-2 歳メスの腎脂肪率（％）の平均値
※図中数字は腎脂肪率、（　）はサンプル数、エラーバーは標準偏差を表す
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 また、1～2 歳の骨髄内脂肪色の割合（図 8）をみると、1 次計画では赤や透明の個体割合

が 18％に達した。若齢個体は成獣よりも栄養的ストレスを受けやすい（横山ほか 2003）た

め、成獣と比較して高い割合となっている。2 次計画以降は成獣と同様に赤や透明の割合が

減少しており、シカ個体群の栄養状況が改善している可能性がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7 各計画期間における 3 歳以上メスの骨髄内脂肪色の割合（％） 
※図中数字は割合、（ ）は骨髄内脂肪色を確認した個体数、n はサンプル数を表す 
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図 7　各計画期間における 3歳以上メスの骨髄内脂肪色の割合（％）
※図中数字は割合、（　）は骨髄内脂肪色を確認した個体数、nはサンプル数を表す

       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 各計画期間における 0 歳メスの腎脂肪率（％）の平均値 
※図中数字は腎脂肪率、（ ）はサンプル数、エラーバーは標準偏差を表す 

 
 
（３）骨髄内脂肪色の割合 
 計画期間ごとの 3 歳以上（成獣）の骨髄内脂肪色の割合を図 7 に示した。1 次計画と比較

して 2 次計画以降は、極端に悪い栄養状態を示す赤や透明の割合が減少し、3 次計画以降は

赤や透明の個体が確認されなくなった。2 次計画以降、1 次計画より白の割合が減少しピン

クの割合が増加しているが、確認者の習熟度に差がある場合や確認時に血液が付着してい

ると、白とピンクの判別が難しいことも影響している可能性があり、単純な比較はできない

と考える。 
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図 6　各計画期間における 0歳メスの腎脂肪率（％）の平均値
※図中数字は腎脂肪率、（　）はサンプル数、エラーバーは標準偏差を表す
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お、シカの腎臓周囲の脂肪量は秋以降春にかけて減

少するため（古林ら 1997）、本調査データは、脂肪

量が減少した時期の腎脂肪率を分析していることに

なる。

（３）骨髄内脂肪色の割合
計画期間ごとの 3 歳以上（成獣）の骨髄内脂肪色

の割合を図 7 に示した。1 次計画と比較して 2 次計

画以降は、極端に悪い栄養状態を示す赤や透明の割

合が減少し、3 次計画以降は赤や透明の個体が確認

されなくなった。2 次計画以降、1 次計画より白の

割合が減少しピンクの割合が増加しているが、確認

者の習熟度に差がある場合や確認時に血液が付着し

ていると、白とピンクの判別が難しいことも影響し

ている可能性があり、単純な比較はできないと考え

る。

また、1-2 歳（亜成獣）の骨髄内脂肪色の割合（図

8）をみると、1 次計画では赤や透明の個体割合が

18％に達した。若齢個体は成獣個体よりも栄養的ス

トレスを受けやすい（横山ほか 2003）ため、成獣

個体と比較して高い割合となっている。2 次計画以

降は成獣個体と同様に赤や透明の割合が減少してお

り、シカ個体群の栄養状況が改善している可能性が

ある。

（４）第一切歯の磨滅率
査定年齢と第一切歯の磨滅率との関係を図 9 に示

した。丹沢山地については、10 歳以下の年齢では、

1 次計画と比較してどの計画期間でも磨滅率は低

かった。シカの切歯は採食により徐々に磨滅してい

くが（高槻 1998）、枝や樹皮、ササといった磨滅の

原因となる硬質の食物の採食頻度が減少した可能性

が考えられた。

また、箱根山地の捕獲個体は、丹沢山地の捕獲個

体よりも磨滅率が低かった。これは、箱根山地では、

樹皮等の硬質の植物の採食頻度が丹沢山地より少な

いことを示唆していると考えられた。

 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8 各計画期間における 1-2 歳メスの骨髄内脂肪色の割合（％） 
※図中数字は割合、（ ）は骨髄内脂肪色を確認した個体数、n はサンプル数を表す 

 
（４）第一切歯の磨滅率 
 査定年齢と第一切歯の磨滅率との関係を図 9 に示した。丹沢山地については、10 歳以下

の年齢では、1 次計画と比較してどの計画期間でも磨滅率は低かった。シカの切歯は採食に

より徐々に磨滅していくが（高槻 1998）、枝や樹皮、ササといった磨滅の原因となる硬質の

食物の採食頻度が減少した可能性が考えられた。 
 また、箱根山地の捕獲個体は、丹沢山地の捕獲個体よりも磨滅率が低かった。これは、箱

根山地では、樹皮等の硬質の植物の採食頻度が丹沢山地より少ないことを示唆していると

考えられた。 
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図 9 各計画期間における年齢別の磨滅率の平均値（％） 
 
（５）全長と後足長 
 3 歳以上（成獣）、1－2 歳（亜成獣）と 0 歳（幼獣）の各計画期間の全長の平均値を図 10
及び図 11 に、後足長の平均値を図 12 及び図 13 に示した。1 次計画と比較して、3 次計画

の成獣の全長は変化がなかったが、亜成獣、幼獣についてはやや数値が大きくなる傾向が認

められた。後足長についてはいずれの年齢区分でも各計画期間の数値に顕著な差は見られ

なかった。シカはその生息状況によって体格の変化があることが知られており（高槻 1998；
山根 1999；横山 2000）、本報告では亜成獣や幼獣の体格がやや大きくなる傾向がみられた。 
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図 10  各計画期間における 3 歳以上メスの全長平均値の推移（㎝） 
※ 図中エラーバーは標準偏差を表す 

※ n 数はサンプル数を表す 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 11  各計画期間における 1-2 歳、0 歳メスの全長平均値の推移（㎝） 
※ 図中エラーバーは標準偏差を表す 

※ n 数は左から、1-2 歳、0 歳のサンプル数を表す 
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（５）全長と後足長
3 歳以上（成獣）、1-2 歳（亜成獣）と 0歳（幼獣）

の各計画期間の全長の平均値を図 10 及び図 11 に、

後足長の平均値を図 12 及び図 13 に示した。1 次計

画と比較して、3 次計画の 3 歳以上（成獣）の全長

は変化がなかったが、1-2 歳（亜成獣）、0歳（幼獣）

についてはやや数値が大きくなる傾向が認められ

た。後足長についてはいずれの年齢区分でも各計画

期間の数値に顕著な差は見られなかった。シカはそ

の生息状況によって体格の変化があることが知られ

ており（高槻 1998；山根 1999；横山 2000）、本報

告では 1-2 歳（亜成獣）や 0 歳（幼獣）の体格がや

や大きくなる傾向がみられた。

４　まとめ

捕獲個体から得られたデータから、1 次計画と比

較して、2次計画以降の 3歳以上（成獣）について「妊

娠率の改善・安定」、「腎脂肪率の上昇」、「極端な栄

養状態悪化を示す骨髄内脂肪色の個体割合の減少」、
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「歯の磨滅率の低下」傾向がみられた。これらの結

果から、栄養状態が改善傾向にある可能性はある。

ただし他地域では、成獣の妊娠率が 90 ～ 100％に

達する場合がある（横山ら 2003、鈴木ら 2015）こ

とと比べると、丹沢山地の地域個体群は、個体数の

増加ポテンシャルが顕著に高い状態にある訳ではな

いと考えられる。

4 次計画までの取り組みにより、県管理捕獲実施

地での密度低下などの成果が見られるものの、目標

とする生息密度に達したところは少なく、植生回復

した地域は部分的であり、種組成の回復や更新木の

成長も低調である（神奈川県 2023）。計画の目標で

ある、「生物多様性の保全」と「丹沢地域個体群の

安定的存続」のためには、シカの生息状況や植生の

状況とあわせて個体群の質を把握しつつ、保護管理

を実施する必要があることから、引き続きモニタリ

ングを継続する必要があると考える。
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要　旨

　効果的かつ科学的にニホンジカ Cervus nippon（以下、シカ）を管理するため、2008 年から

2022 年にかけて丹沢山地の鳥獣保護区内にシカ 42 頭（メス 33、オス 9）に GPS 首輪を装着し、

追跡調査を行った。シカの移動パターンは定住型（27 頭）、季節移動型（12 頭）、分散型（2頭）、

混合季節移動型（1 頭）の 4 つに分けられ、定住型の割合が高かった。シカの季節的な移動は

主に 1-5 月、9-11 月に見られた。季節移動型シカが移動する距離は平均 6.1km であった。年間

の集中的な（50％）活動範囲（以下、コアエリア）と主な（90％）活動範囲（以下、行動圏）

の平均面積は 1.126 ㎢と 4.191 ㎢で、分散型＞季節移動型＞混合季節移動型＞定住型の順で減

少する傾向であった。定住型シカのコアエリアと行動圏面積はオスでは年齢とともに増加する

傾向があり、メスでは亜成獣より成獣の行動範囲が小さかった。狩猟可能区域から鳥獣保護区

への移動は狩猟開始時期に集中することから、狩猟の影響が季節移動の一因と考えられた。

調査・研究報告
神自環保セ報 17（2023）35 − 49

姜　兆文 *・永田　幸志 **,***・羽根田　貴行 *・永井　広野 **,****・
町田　直樹 **,*****・今井　駿輔 ******・山田　雄作 *,*******

（所属は末尾に記載）

丹沢山地の鳥獣保護区に生息するニホンジカの行動特性

The activity characteristics of sika deer
in wildlife protected areas in the Tanzawa Mountains

Jiang, Zhao-Wen, Koji Nagata, Takayuki Haneda, Koya Nagai,
Naoki Machida, Shunsuke Imai, Yusaku Yamada

１　はじめに

丹沢山地のニホンジカCervus nippon（以下、シ

カ）は、人為的な環境改変により平野部から山地へ

と分布域が変化したことが明らかにされている。そ

の後、標高の高い地域の鳥獣保護区内を中心に高密

度化し、自然植生に強い影響を与えていることが明

らかにされた（山根ら 2007、Takeshita et al. 

2016）。

シカによる過度な採食圧は人工林のスギ

Cryptomeria japonica やヒノキChamaecyparis obtusa

の剥皮被害にとどまらず、広葉樹林においても、下

層植生の衰退、剥皮による樹木の枯死といった森林

全体への悪影響が顕著にみられ、森林の更新を阻害

している可能性が指摘されている (Tamura and 

Yamane 2017)。さらに、今後、シカによる下層植生

の衰退が表土の流失を引き起こし (Wakahara et 

al. 2008)、森林の生物多様性を急速に低下させる

ことも懸念されている（山根ら 2007）。過去 30 年

以上シカの分布拡大と高密度化とともに重要な食物

資源であるササの被度の低下は東丹沢から中央部と

西部まで拡大し、ササの被度が 50% 以上の場所は主

稜線部に限られている（山根ら 2007、勝山 2012）。

これらの課題解決に向けて効果的・効率的かつ科

学的なシカ管理を実施するためには、対象とする地

域個体群の行動の特徴を知ることが重要である。そ

こで本稿では、丹沢山地におけるシカの行動特性を

把握するため、鳥獣保護区に生息するシカに装着さ

れた GPS（Global Positioning System）首輪に蓄

積された測位データを解析し、4 種類に類型化され

た移動パターンのそれぞれの特徴を明らかにした。

なお、本稿は著者が執筆した Jiang et al.(2022)

の一部を日本語で解説するものである。



36 神奈川県自然環境保全センター報告　第 17号　（2023）

２　材料と方法

（１）調査地域
丹沢山地は、関東地方西南部に位置する神奈川県

の北西部に広がる山地である。最高峰の蛭ヶ岳が標

高 1,673m であり、尾根と谷沢が成す地形は複雑で

ある。丹沢山地の南西部は山梨県と静岡県との県境

部になり、山地の南西端から西方向に延びる尾根は

籠坂峠を経由して富士山（標高 3,776m）へと連なる。

鍋割山（標高 1,272m）で観測された月平均気温は

-2.4-19.1℃である。積雪深は年次変化が大きく、

標高 1,300m 以上の北斜面を除いて、根雪は平均

50cm より深くなることはほとんどない（山根ら

1997）。

丹沢山地の植生は、標高 700 ～ 800m 付近を境に

して、それより上部はブナFagus crenata、ミズナ

ラQuercus crispula、カエデ類Acer spp. などの

落葉広葉樹林になり、それ以下ではシイ・カシ帯に

位置し、スギ・ヒノキの植林地が広く分布している

（山根ら 1997、勝山 2012）。

丹沢山地では標高の高い山頂や稜線域を中心に広

い範囲が鳥獣保護区に指定され、狩猟が禁止されて

いる。鳥獣保護区外の狩猟が可能な地区では、11

月 15 日から翌年 2 月末日までシカの狩猟が実施さ

れている。

（２）追跡調査の方法
丹沢山地の鳥獣保護区内で、シカ 62 頭に GPS 首

輪を装着し、そのなかで半年以上追跡できた 42 頭

（表 1、2）を解析対象とした。調査に使用した GPS

首輪は Lotek3300（Lotek 社）、Tellus（Folowit AB

社 ）、GPS Plus と Vertex Plus（Vectronic 社 ）、

GLT-01（サーキットデザイン社）の 5種類であった。

調査期間は 2008 年 12 月から 2022 年 1 月であり、

個体ごとの追跡期間は196～ 729日であった（表2）。

GPS 首輪の測位インターバルは 1 時間あるいは 2 時

間を設定した。取得された測位データは首輪のメモ

リに蓄積され、通信用ターミナルを用いて遠隔から

ダウンロードするか、首輪を回収した後パソコンを

用いてダウンロードした。取得した全ての測位デー

タは図 1に示した。
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シカの移動パターンは、ある時点のシカの位置か

ら、その後の各時点におけるシカの位置間の直線距

離の 2 乗である Net Squared Displacement（NSD）

の１年間の時間変化パターンより、季節移動型、混

合季節移動型、分散型、定住型および遊動型の 5 つ

の移動パターン（Bunnefeld et al. 2011）に類型

化した（図 2）。この手法はヘラジカ（Alces alces）

やノロジカ（Capreolus Capreolus）、モウコガゼル

（Procapra gutturosa）などの移動性大型有蹄類の

移動型の分類に広く用いられている（Bunnnefeld 

et al. 2011、Mysterud et al. 2011 、Singh et 

al. 2016、Imai et al. 2019）。5 つの移動パター

ンは以下の各モデル式で表される。

季節移動型は式 (1) で示されたダブルシグモイド

型のモデルで、年間を通して 2 ヶ所を利用し、1 年

後に同じ場所に帰ってくることを表している。

混合季節移動型は式 (2) で示されたダブルシグモ

イド型のモデルで、季節移動型と同じく移動期、定

住期はあるが 1年後に同じ場所には帰ってこない。

（３）移動パターンの類型化 

シカの移動パターンは、ある時点のシカの位置から、その後の各時点におけるシカの位置間の
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年齢定義

性別 年齢区分 年齢（才） 頭数 割合（%） 主な特性 性別 年齢区分 年齢歳

幼 <1 1 2.4 母親と一緒に行動 幼獣 ＜1

亜 1～2 5 11.9 母親から離れることができる 亜成獣 1＜＞3

成 >2 27 64.3 母親の群れで止まるか、独立するか 成獣 ＞３

♀♀小小計計 3333 7788..66 幼獣 ＜1

幼 <1 1 2.4 母親と一緒に行動 亜成獣 1＜＞2

亜 1～3 1 2.4 母親から離れ、分散することが可能 成獣 ＞2

成 >3 7 16.7 自分のテリトリーを形成し始める

♂♂小小計計 99 2211..44

総総計計 4422 110000

♀

♂

オス

メス

表１　首輪装着したシカの性別年齢の構成（Jiang et al. 2022 より改変）
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分散型は式 (3) で示されたシグモイド型のモデル

で、一度移動して、生息地点から離れると元の位置

に戻らなく、そのまま定住する。

式（1）、（2）、（3）にはδはグラフの高さ（移動

距離）、θはグラフの高さが 1/2 に達する日数（時

間）、φ s はグラフの高さが 1/2 から 3/4 になるま

での日数、φ a はグラフの高さが 1/2 から 1/4 にな

るまでの日数、t は始点からの日数を表す。式（3）

のφはグラフの高さが 1/2 から 3/4 に達するまでの

日数を表す。

定住型は式 (4) で示された直線のモデルで、年間

を通して１ヶ所を利用し、あまり移動しない。c は

定数を表す。NSD は時間の変化による影響を受けず

一定の値を取る。

遊動型は式 ( ５) で示された一次直線のモデル。

移動する方向を確定しない。βは直線の傾き、t は

始点からの日数を表している。始点からの距離が

徐々に大きくなる。

解析には各個体の 1 年ごとの追跡データを用い

て、個体ごとに 5 つのモデル式のパラメータを非線

（３）移動パターンの類型化 
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c は定数を表す。NSD は時間の変化による影響を受けず一定の値を取る。 

NSD=c                                                  (4) 

（３）移動パターンの類型化 

シカの移動パターンは、ある時点のシカの位置から、その後の各時点におけるシカの位置間の

直線距離の 2 乗である Net Squared Displacement（NSD）の１年間の時間変化パターンより、季

節移動型、混合季節移動型、分散型、定住型および遊動型の 5 つの移動パターン（Bunnefeld et 

al. 2011）に類型化した（図 2）。この手法はヘラジカ（Alces alces）やノロジカ（Capreolus 

Capreolus）、モウコガゼル（Procapra gutturosa）などの移動性大型有蹄類の移動型の分類に広

く用いられている（Bunnnefeld et al. 2011、Mysterud et al. 2011 、Singh et al. 2016、Imai 

et al. 2019）。5 つの移動パターンは以下の各モデル式で表される。 
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遊動型は式(５)で示された一次直線のモデル。移動する方向を確定しない。β は直線の傾き、

t は始点からの日数を表している。始点からの距離が徐々に大きくなる。 

NSD=β×t                                              (5) 

解析には各個体の 1 年ごとの追跡データを用いて、個体ごとに 5 つのモデル式のパラメータを

非線形最小二乗法により推定し、AIC が最小となるモデル式が意味する移動パターンを各個体の

移動パターンとみなした。なお、追跡日数 390 日以上の追跡期間の年間区分には追跡開始日から

365 日まで 1 年目とし、追跡終了日から遡って 365 日までを 2 年目として分析に用いた。 

 

（４）行動域解析 

シカが特定の期間に集中利用する場所の面積と活動範囲を明らかにするため、統計ソフト R（R 

Ver.3.4.3 Core Team 2017）の AdehabitatHR パッケージを用いて、固定カーネル法（Worton 1989）

で追跡期間の主な活動範囲である 90%カーネルを行動圏（行動範囲）と集中的に利用する範囲で

ある 50%カーネルをコアエリア（集中利用生息地）として算出した。固定カーネル法では、取得

された測位地点数、また測位点の空間的な分布が行動域の算出結果に大きな影響を与えるので、

測位地点数が 100 未満及び解析対象期間の 1/2 未満（年間の解析では 6 ヶ月未満、季節の解析で

は 45 日未満）の個体は解析対象外とした。 

定住型シカについては、季節・性別・年齢と行動域との関係を解析した。季節の区分は丹沢山

地の植物フェノロジーを考慮し、冬を 12～2 月、春を 3～5 月、夏を 6～8 月、秋を 9～11 月とし

た。解析に使用した「年」の区切りは季節の区分を考慮し、12 月を始まりとした。追跡期間が１

年未満のシカは、全追跡期間の行動域を年間値とした。 

季節移動型シカについては、季節・性別に加えて、狩猟の捕獲圧におけるシカの季節移動に対

する影響を明らかにするため、移動先の土地利用規制（鳥獣保護区と狩猟可能区域）と行動域と

の関係を解析した。解析の際、季節移動型シカでは個体ごとに冬と夏の生息地にいる期間の測位

データを用いて、移動中の測位データは除外した。移動期間は移動開始の測位点と移動終了の測

位点までの間の期間とした。滞在期間は移動終了の測位点と移動開始の測位点までの間の期間と

した。移動距離は、移動パターンモデルで推定されたパラメータから算出した。該当するパラメ

ータは季節移動型（式 1）と分散型（式 3）の δ、混合移動型（式 2）の δs と δa である。 

シカの行動域と鳥獣保護区の面積重複の割合を算出した。また、シカが猟期の開始時期の前後

（狩猟開始の前後各 1 ヶ月間、合計 2 ヶ月間）に鳥獣保護区外から鳥獣保護区へ移動するかどう

かを検討した。 

 

４ 結果と考察 

（１）移動パターンの特徴 

調査個体の移動パターンは、定住型（27 頭）、季節移動型（12 頭）、分散型（2 頭）、混合季節

移動型（1 頭）の 4 つに分類された（表 3、図 3、4）。遊動型は確認されなかった。約 2 年間追跡

した 14 頭については、年により移動パターンが変化した個体はみられず、8 頭が定住型、6 頭が
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10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2
Y0801 ♀ 4 12/19/2008 9/30/2009 286
Y0901 ♂ 5.5 11/30/2009 11/30/2010 366
Y0902 ♀ 3.5 12/3/2009 6/16/2010 196
Y1002 ♀ 4 11/2/2010 10/31/2011 364
Y1003 ♀ 1.5 4/27/2011 2/17/2012 297
L1101 ♀ 7 7/12/2011 1/17/2012 190
1102 ♀ 3.5 12/8/2011 9/23/2012 291
1103 ♀ 4.5 12/8/2011 1/20/2013 410
L1102 ♂ 4.5 12/20/2011 12/3/2012 350
L1104 ♀ 0.5 12/22/2011 10/18/2012 302
1106 ♀ 7.5 2/8/2012 2/10/2013 369
1107 ♀ 5.5 2/10/2012 2/7/2014 729
1108 ♂ 1.5 2/24/2012 9/24/2012 214
1202 ♀ 3.5 3/6/2013 5/7/2014 428
1301 ♀ 4.5 1/21/2014 12/20/2014 334
1303 ♀ 3.5 1/28/2014 10/19/2014 265
1306 ♀ 8 2/13/2014 8/27/2015 561
1307 ♀ 6.5 3/3/2014 10/28/2014 240
1401 ♂ 4 11/27/2014 11/22/2016 727
1402 ♀ 9 11/28/2014 2/15/2016 445
1403 ♀ 2 12/8/2014 11/11/2016 705
1404 ♀ 1.5 12/11/2014 12/8/2016 729
1405 ♀ 1.5 12/17/2014 12/14/2016 729
1406 ♀ 5 12/18/2014 7/5/2015 200
1407 ♀ 4 12/19/2014 1/26/2016 404
1501 ♀ 1 10/20/2015 10/17/2017 729
1503 ♀ 10 10/23/2015 1/8/2017 444
1504 ♂ 5 10/29/2015 11/24/2016 393
1505 ♀ 2 10/29/2015 10/6/2016 344
1506 ♂ 6 1/25/2016 12/18/2016 329
1601 ♀ 3 2/1/2017 2/14/2018 379
1602 ♀ 3 2/2/2017 1/31/2019 729
1702 ♂ 5 1/19/2018 8/15/2019 574
1703 ♀ 4 2/21/2018 3/19/2019 392
1704 ♀ 1 2/21/2018 2/17/2020 727
1801 ♀ 3 11/21/2018 10/7/2020 687
1802 ♀ 6 1/19/2019 10/6/2020 627
1804 ♀ 4 1/10/2019 10/3/2020 633
1805 ♂ 0.5 2/1/2019 10/6/2020 614
1806 ♂ 9 2/14/2019 10/6/2020 601
1901 ♀ 6 1/10/2020 1/7/2022 729
1904 ♀ 2 1/23/2020 10/7/2020 259

追跡
日数

個体
番号

性
別

年齢
才

追跡
開始日

追跡
終了日

追跡月

表２　首輪装着したシカの追跡状況の概要（Jiang et al. 2022 より改変）
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図 1　調査地と追跡したシカ 42 頭の測位地点（Jiang et al. 2022 より改変）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 5 つの移動型の NSD の時間変化パターンの概念図(Bunnefeld et al. 2011

より改編) 
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図 2　5つの移動パターンにおけるNSDの時間変化の概念図 (Bunnefeld et al. 2011 より変化 )
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形最小二乗法により推定し、AIC が最小となるモデ

ル式が意味する移動パターンを各個体の移動パター

ンとみなした。なお、追跡日数 390 日以上の追跡期

間の年間区分には追跡開始日から 365 日まで 1 年目

とし、追跡終了日から遡って 365 日までを 2 年目と

して分析に用いた。

（４）行動域解析
シカが特定の期間に集中利用する場所の面積と活

動範囲を明らかにするため、統計ソフト R（R 

Ver.3.4.3 Core Team 2017）の AdehabitatHR パッ

ケージを用いて、固定カーネル法（Worton 1989）

で追跡期間の主な活動範囲である 90% カーネルを行

動圏（行動範囲）と集中的に利用する範囲である

50% カーネルをコアエリア（集中利用生息地）とし

て算出した。固定カーネル法では、取得された測位

地点数、また測位点の空間的な分布が行動域の算出

結果に大きな影響を与えるので、測位地点数が 100

未満及び解析対象期間の 1/2 未満（年間の解析では

6 ヶ月未満、季節の解析では 45 日未満）の個体は

解析対象外とした。

定住型シカについては、季節・性別・年齢と行動

域との関係を解析した。季節の区分は丹沢山地の植

物フェノロジーを考慮し、冬を 12 ～ 2 月、春を 3

～ 5 月、夏を 6 ～ 8 月、秋を 9 ～ 11 月とした。解

析に使用した「年」の区切りは季節の区分を考慮し、

12 月を始まりとした。追跡期間が１年未満のシカ

は、全追跡期間の行動域を年間値とした。

季節移動型シカについては、季節・性別に加えて、

狩猟の捕獲圧におけるシカの季節移動に対する影響

を明らかにするため、移動先の土地利用規制（鳥獣

保護区と狩猟可能区域）と行動域との関係を解析し

た。解析の際、季節移動型シカでは個体ごとに冬と

夏の生息地にいる期間の測位データを用いて、移動

中の測位データは除外した。移動期間は移動開始の

測位点と移動終了の測位点までの間の期間とした。

滞在期間は移動終了の測位点と移動開始の測位点ま

での間の期間とした。移動距離は、移動パターンモ

デルで推定されたパラメータから算出した。該当す

るパラメータは季節移動型（式 1）と分散型（式 3）

のδ、混合移動型（式 2）のδ sとδ aである。

シカの行動域と鳥獣保護区の面積重複の割合を算

出した。また、シカが猟期の開始時期の前後（狩猟

開始の前後各 1 ヶ月間、合計 2 ヶ月間）に鳥獣保護

区外から鳥獣保護区へ移動するかどうかを検討し

た。

４　結果と考察

（１）移動パターンの特徴
調査個体の移動パターンは、定住型（27 頭）、季

節移動型（12 頭）、分散型（2 頭）、混合季節移動型

（1 頭）の 4 つに分類された（表 3、図 3、4）。遊動

型は確認されなかった。約 2 年間追跡した 14 頭に

ついては、年により移動パターンが変化した個体は

みられず、8 頭が定住型、6 頭が季節移動型（図 3）

であった。定住型が最も多く、全頭数に占めた割合

は64.3%になった。次いで季節移動型が28.6%であっ

た。分散型と混合季節移動型と共に割合は 5% 以下

であった（表 3）。なお、分散型の 2 個体は測位期

間が 1 年に満たなかったが、追跡開始から概ね 1 年

後に離れた地点で生息を確認し、2 個体とも元の位

置に戻らなかったことから分散型とみなした。具体

的には、丹沢山頂上で首輪を装着した個体 L1104 の

追跡期間は 10 ヵ月であったが、追跡開始 1 年後に

捕獲地点から 9.5km 離れた奥相模湖道志ダム東側に

ある天神隧道の南側で首輪を回収した。また、宮ケ

瀬湖東岸で首輪を装着した個体 1108 の追跡期間は

8 ヵ月であったが、追跡開始 1 年半後に捕獲地点か

ら 18.1km 離れた陣馬山周辺に撮影された。

採採用用

区分 性別毎%

性別

移動パターン 幼 亜 成 幼 亜 成 幼 亜 成 幼 亜 成

季節移動型 - - 8 88 - - 4 44 1122 - - 24.2 2244..22 - - 44.4 4444..44 2288..66

混合季節移動型 - - - -- - - 1 11 11 - - - -- - - 11.1 1111..11 22..44

定住型 - 5 19 2244 1 - 2 33 2277 - 15.2 57.6 7722..77 11.1 - 22.2 3333..33 6644..33

分散型 1 - - 11 - 1 - 11 22 3.0 - - 33..00 - 11.1 - 1111..11 44..88

総総計計 11 55 2277 3333 11 11 77 99 4422 33..00 1155..22 8811..88 110000 1111..11 1111..11 7777..88 110000 110000

区分 全体に対する％

性別

移動パターン 幼 亜 成 幼 亜 成 幼 亜 成 幼 亜 成

季節移動型 - - 8 88 - - 4 44 1122 - - 19.0 1199..00 - - 9.5 99..55 2288..66

混合季節移動型 - - - -- - - 1 11 11 - - - -- - - 2.4 22..44 22..44

定住型 - 5 19 2244 1 - 2 33 2277 - 11.9 45.2 5577..11 2.4 - 4.8 77..11 6644..33

分散型 1 - - 11 - 1 - 11 22 2.4 - - 22..44 - 2.4 - 22..44 44..88

総総計計 11 55 2277 3333 11 11 77 99 4422 22..44 1111..99 6644..33 7788..66 22..44 22..44 1166..77 2211..44 110000

頭数
頭頭数数
総総計計

割合（%）
総総計計
((%%))

♀ ♀♀
小小計計

♂ ♂♂
小小計計

♀ ♀♀
小小計計

♂ ♂♂
小小計計

頭数
頭頭数数
総総計計

割合（%）
総総計計
((%%))

♀ ♀♀
小小計計

♂ ♂♂
小小計計

♀ ♀♀内内
小小計計

♂ ♂♂内内
小小計計

表 3　性別・年齢におけるシカの移動パターンの内訳（Jiang et al. 2022 より改変）
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丹沢山地ではシカの移動パターンとして定住型

（Borkowsk 1996；永田 2005）が報告されている。

Borkowsk (1996) の調査結果によれば、丹沢山周辺

のシカは２年間ササ群落に執着し、他の地域への移

動は見られなかった。永田 (2005）は丹沢山地札掛

地区にも 10 年間追跡した 5 頭シカは全部定住個体

であった。本研究でも定住型が最も多い結果となっ

た が、 定 住 型 以 外 が 3 割 近 く を 占 め た 点 は

Borkowski (1996) や永田（2005）とは異なった。

移動パターンにおける性別ごとの割合は、メスは

定住型72.7％、季節移動型24.2％、分散型3.0％だっ

た（表 3）。オスは定住型 33.3％、季節移動型

44.4％、混合季節移動型 11.1％、分散型 11.1％だっ

た。メスには定住型が最も多く、オスには季節移動

型が最も多く、メスの定住型の割合はオスより高く、

オスの季節移動型の割合はメスより高かった（表

3）。オスは繁殖活動に伴い交尾期に行動域を変化さ

せる事例が報告されており（Loe et al. 2005、

Jesmer et al. 2018）、本調査でも交尾期に移動す

るオスがいたことが、オスのなかで季節移動型の割

合が高かった要因の一つと考えられた。また、分散

型は亜成獣オスが１頭、幼獣メスが１頭、混合季節

移動型は成獣オス 1 頭であった（表 3）。分散型は

若齢個体について報告される事例が多く（Ballard 

et al. 1991、 山 﨑・ 古 林 1995、Takii et al. 

2012b、Peterson et al. 2017）、本調査で確認した

分散型個体 2 頭も若齢の個体であり、今までの報告

と同様の傾向となった。
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図 3　季節移動型シカの移動曲線特徴（Jiang et al. 2022 より改変）
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（２）年間行動域の特徴
年間のコアエリアと行動圏の面積は全個体平均で

1.126 ㎢と 4.191 ㎢だった（表 4）。行動域の広さは、

分散型、季節移動型、混合季節移動型、定住型の順

で小さくなる傾向があった（表 4、図 5）。年間の行

動域が重なるシカがいることが確認され、異なる移

動パターンのシカが同じ地域内で混在していること

が明らかになった（図 5）。

季節移動型では、年間の行動域の平均面積は成獣

オスの方が成獣メスより大きく、コアエリアで 4.7

倍、行動圏で 4.5 倍の差があった（表 5）。定住型

でも、年間の行動域の平均面積は成獣オスの方が成

獣メスより大きく、コアエリアで 1.7 倍、行動圏で

1.5 倍の差があった（表 5）。シカ類（アカシカ

Cervus elaphus、オジロジカOdocoileus virginianus）

では、オスの行動域がメスよりも大きくなることが

指摘されており (Mysterud et al. 2001, Kilpatrick 

図 5　シカ全個体の年間行動域と鳥獣保護区との重複状況（Jiang et al. 2022 より改変）

採用

移動パターン・性別 平均 SD 平均 SD 平均 SD 平均 SD
季季節節移移動動型型 2.891 4.860 10.275 16.266 21 季節移動型 2.891 4.860 10.275 16.266 21

♀ 1.292 0.828 4.772 2.875 14 混合季節移動型 0.469 - 2.656 - 1
♂ 6.091 7.357 21.281 24.404 7 定住型 0.192 0.158 0.759 0.723 43

混混合合季季節節移移動動型型 0.469 - 2.656 - 1 分散型 2.989 0.279 14.866 0.797 2
♂ 0.469 - 2.656 - 1 総総計計 1.126 3.011 4.191 10.290 67

定定住住型型 0.192 0.158 0.759 0.723 43
♀ 0.189 0.160 0.752 0.747 38 季節移動/定住 15.0 13.5
♂ 0.220 0.134 0.813 0.491 5 分散/定住 15.5 19.6

分分散散型型 2.989 0.279 14.866 0.797 2 混合季節移動/定住 2.4 3.5
♀ 2.710 - 14.069 - 1
♂ 3.268 - 15.662 - 1

総総計計 1.126 3.011 4.191 10.290 67

季節移動/定住 15.0 13.5
分散/定住 15.5 19.6
混合季節移動/定住 2.4 3.5

n移動パターン
行動圏（㎢）コアエリア（㎢）

n
行動圏（㎢）コアエリア（㎢）

表 4　移動パターンごとシカの年間行動域（㎢）（Jiang et al. 2022 より改変）

n.1 年以上追跡した個体を含めた行動域データの数
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et al. 2001)、丹沢山地のシカでも同様の雌雄差が

みられた。また、特定の地域に対する執着性が高い

ほど行動範囲が狭い傾向があり、メスはオスに比べ

て、行動域に対する執着性が強いことも行動域の差

になる一因と考えられている（Cagnacci et al. 

2011）。

（3）定住型シカの特徴
季節別にみると、定住型の成獣メスの冬と春の行

動域は大きく、夏に小さくなる傾向があった（表 6、

図 6）。夏に行動域が小さくなる傾向はサンプル数

が少ないながら成獣オスでもみられた（表 6）。シ

カは、餌が豊富であれば狭い範囲でも十分の餌を得

ることができる（Said et al. 2009、Morellet et 

al. 2013）。そのため、成獣の夏の行動域が最も小

さいことは、夏の餌環境が他の季節に比べて最も豊

富であることに起因している可能性が考えられる

(Anderson et al. 2005、Said et al. 2009、

Morellet et al. 2013)。

定住型の行動域面積は、年齢区分が上がるとオス

では増加し、メスでは亜成獣が成獣より広い傾向が

みられた（表 5）。メスの行動域が年齢とともに減

少する現象はノロジカ（Said et al. 2009）とアカ

シカ（Reinecke et al. 2014）に確認され、オスの

行動域が年齢とともに増加する現象はアカシカに確

認された（Kropil et al. 2015）。これらの性差は、

成長とともにメスとオスの異なる行動特性へと変化

することに起因していると考えられる（Said et 

al. 2009、Kropil et al. 2015）。シカを含め、偶

蹄類のメス、オスともに、生まれた後の約 1 年間は

親とともに行動する。そして、オジロジカ（Lesage 

et al. 2000）、ノロジカ（Said et al. 2009）、ア

カ シ カ（Reinecke et al. 2014、 Kropil et al. 

2015）のように亜成獣になって、親と離れて行動す

ることで行動域は大きくなると考えられる（山﨑・

古林 1995）。また、メスは成獣になると、年齢とと

もに学習と記憶によって決まった範囲で行動するよ

うになり、その結果行動域は小さくなると考えられ

移動パターン・性別
幼 亜 成 幼 亜 成 幼 亜 成 幼 亜 成 幼 亜 成

定定住住型型 0.074 0.203 0.194 - 0.121 0.164 0.340 0.829 0.759 - 0.651 0.740 1 6 36
♀ - 0.225 0.183 - 0.122 0.165 - 0.902 0.729 - 0.690 0.753 - 5 33
♂ 0.074 0.095 0.311 - - 0.097 0.340 0.461 1.089 - - 0.459 1 1 3

季季節節移移動動型型 - - 2.891 - - 4.860 - - 10.275 - - 16.266 - - 21
♀ - - 1.292 - - 0.828 - - 4.772 - - 2.875 - - 14
♂ - - 6.091 - - 7.357 - - 21.281 - - 24.404 - - 7

混混合合季季節節移移動動型型 - - 0.469 - - - - - 2.656 - - - - - 1
♂ - - 0.469 - - - - - 2.656 - - - - - 1

分分散散型型 2.710 3.268 - - - - 14.069 15.662 - - - - 1 1 -
♀ 2.710 - - - - - 14.069 - - - - - 1 - -
♂ - 3.268 - - - - - 15.662 - - - - - 1 -

コアエリア（㎢） 行動圏（㎢） n
平均 SD 平均 SD

表 5　移動パターンごとの性別・年齢別シカの年間行動域（㎢）（Jiang et al. 2022 より改変）

n.1 年以上追跡した個体の年齢区分の変化に合わせたデータを含めた行動域データの数

季節 幼 亜 成 幼 亜 成 幼 亜 成 幼 亜 成 幼 亜 成

冬 - 0.394 0.185 - 0.270 0.221 - 2.047 0.785 - 1.749 1.089 - 3 25 0.207 0.235 0.920 1.241 28
春 - 0.265 0.208 - 0.285 0.282 - 1.151 0.782 - 1.309 1.127 - 4 28 0.215 0.283 0.828 1.157 32
夏 - - 0.129 - - 0.059 - - 0.466 - - 0.232 - - 31 0.129 0.059 0.466 0.232 31
秋 - - 0.175 - - 0.078 - - 0.607 - - 0.335 - - 26 0.175 0.078 0.607 0.335 26
冬 - 0.035 0.406 - - 0.261 - 0.166 1.266 - - 0.799 - 1 2 0.282 0.275 0.899 0.833 3
春 0.08 0.108 0.266 - - 0.008 0.304 0.418 0.931 - - 0.058 1 1 2 0.180 0.087 0.646 0.291 4
夏 - 0.070 0.155 - 0.028 0.022 - 0.256 0.473 - 0.097 0.055 - 2 2 0.113 0.049 0.365 0.134 4
秋 - 0.104 0.386 - 0.000 0.000 - 0.368 1.705 - - - - 1 1 0.245 0.141 1.036 0.668 2

♀

♂

コアエリア 行動圏 総計

平均（㎢） 標準偏差 平均（㎢） 標準偏差 n コアエリア
（㎢）

標準
偏差

行動圏
（㎢）

標準
偏差

n

表 6　定住型シカにおける季節・性別・年齢ごと行動域（Jiang et al. 2022 より改変）

n.1 年以上追跡した個体の年齢区分の変化に合わせたデータを含めた行動域データの数
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る（Said et al. 2009、Reinecke et al. 2014）。

亜成獣のオスは親から離れ、適切な生息地を探索し、

なわばりを確保するまで、行動範囲が拡大する傾向

があり、その結果、成長とともに行動圏が大きくなっ

たと考えられる（Lesage et al. 2000、Reinecke 

et al. 2014、Kropil et al. 2015）。

定住型シカは一年を通じてほとんど同じ場所を行

動域として利用していた（図 6）。鳥獣保護区内に

生息するシカに GPS 首輪を装着したため、定住シカ

の行動域と鳥獣保護区との重複率は季節にかかわら

ず概ね 80％以上となった（表 7）。

（3）季節移動型シカの特徴
季節移動型では、夏と冬で異なる 2 ヶ所の行動域

が形成された（図 7）。生息地の標高は、夏に比べ

て冬のほうが高い個体が多かったが、冬のほうが低

い個体もみられた（図 8）。行動域の面積は夏の方

が冬より大きく、オスの方がメスより大きい傾向が

あった（表 8）。

保護区との重複割合％

コアエリア 行動圏 コアエリア 行動圏 コアエリア 行動圏 コアエリア 行動圏

平平均均 8855..11 8822..00 7799..77 8800..55 8866..00 8866..55 8877..33 8877..55

標準偏差 31.0 27.9 34.1 28.3 31.3 25.7 28.5 24.0

最小 0.0 1.4 0.0 9.1 0.0 4.7 0.0 13.8

最大 100 100 100 100 100 100 100 100

n 46 45 38 37 36 35 38 37

冬 春 夏 秋

定住

表 7　定住型シカの季節の行動域と鳥獣保護区との重複率（％）（Jiang et al. 2022 より改変）

n.1 年以上追跡した個体の年齢区分の変化に合わせたデータを含めた行動域データの数

図 6　定住型の成獣メス個体 1704 の生息地に対する執着性を示す季節行動域（Jiang et al. 2022 より改変）
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季節移動型シカの行動域と鳥獣保護区との重複率

は、冬では 80％以上であったが、夏では 40％以下

となった（表 9）。鳥獣保護区外での猟期は 11 月 15

日から翌年 2 月末日までであり、猟期の開始前後と

終了前後に移動する移動季節型シカが多かった（図

9）。狩猟可能区域から鳥獣保護区への移動は狩猟開

始前後 1 ヶ月以内に集中していた（表 10）。調査個

体には、猟期である冬に狩猟が行われない鳥獣保護

区を避難場所として利用した個体が含まれると考え

られた。

図 7　移動型シカの夏と冬の行動域と鳥獣保護区（Jiang et al. 2022 より改変）
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図 8　季節移動型シカにおける夏と冬の生息地の標高差（Jiang et al. 2022 より改変）
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季節移動型シカのなかでオスの移動頻度は秋季の

9 月と 11 月に比較的多かった（図 9）。オスは交尾

期である秋季になると行動域を変化させることが報

告されており（永田　2005、Loe et al. 2005、

Jesmer et al. 2018）、調査個体には交尾活動に伴

い移動した個体が含まれると考えられた。また、春

季（3 ～ 5 月）にも移動がみられたが、春の植物の

若葉は偶蹄類動物が消化しやすい栄養価の高い食物

資源であるため、植物の芽吹きと偶蹄類の春の移動

タイミングが関連している可能性が指摘されている

（Bischof et al. 2012、Merkle et al. 2016）。

季節移動型の移動距離は平均 6.1km であった（図

10）。また、参考で示した混合季節移動型の移動距

離は平均 2.3km、分散型では 8.4km であった（図

10）。尾瀬・日光（Okumura et al. 2022）、秩父山

地（Takii et al. 2012a）、北海道（Igota et al. 
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7

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

移
動
頭
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月

季節移動型♀
季節移動型♂
分散型♀
分散型♂
混合季節移動型♂

図 9　季節移動型シカの移動時期と移動頻度の分布（Jiang et al. 2022 より改変）
同じ個体の複数回の移動を含めた。参考として分散型シカと混合季節移動型シカに移動も追加した。

成獣のみデータがある

採用

平平均均 標準偏差 平平均均 標準偏差

夏 00..009999 0.049 00..336633 0.143 13

冬 00..006677 0.050 00..229900 0.189 11

夏 00..446622 0.385 11..664433 1.431 5

冬 00..114433 0.185 00..666688 0.869 8

平平均均 標準偏差 平平均均 標準偏差

♀♀小小計計 00..008844 00..005522 00..333300 00..116699 2244

夏 00..009999 0.049 00..336633 0.143 13

冬 00..006677 0.050 00..229900 0.189 11

♂♂小小計計 00..226666 00..331199 11..004433 11..221155 1133

夏 00..446622 0.385 11..664433 1.431 5

冬 00..114433 0.185 00..666688 0.869 8

00..114488 00..221122 00..558800 00..880099 3377

性差_小計 3.2 3.2

性差_夏 4.7 4.5

性差_冬 2.1 2.3

総総計計

コアエリア 行動圏
n

♀♀

♂♂

コアエリア 行動圏
n

♀♀

♂♂

表 8　季節移動型シカにおける季節・性別行動域（㎢）（Jiang et al. 2022 より改変）

保護区との重複割合％

コアエリア 行動圏 コアエリア 行動圏

平平均均 8877..22 8822..11 3355..77 3344..88

標準偏差 28.0 27.4 44.1 43.0

最小 0.0 12.5 0.0 0.0

最大 100 100 100 100

n 29 29 24 24

冬 夏

移動

表 9　季節移動型シカの季節行動域と鳥獣保護区との重複率（％）（Jiang et al. 2022 より改変）
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2004）では、冬季越冬地へ数十 km の移動をした事

例も多く、それと比べると比較的短い結果となった。

季節移動型のオスの移動距離は、メスよりも大き

かった（表 11）。オスの移動距離がメスより長くな

る傾向は霧ヶ峰高地のシカ（Takii et al. 2012b）

や他のシカ類（Singh et al. 2012）にも確認された。

５　まとめ

今回の調査結果から、丹沢山地の鳥獣保護区に生

息するシカの行動域の基本的な特徴が把握できたと

考えられる。特に、定住型の個体が全体の約 6 割を

占め、一年を通して狭い範囲で生活していることは、

植生へのインパクトが集中的に累積することを示唆

している。また、鳥獣保護区では、冬季に季節移動

個体が周囲から移動してくるため、生息密度が高く

なり、冬の食物資源となる植物には深刻な影響を与

えている可能性がある。現在丹沢山地で見られる植

生劣化が、高標高の鳥獣保護区内で進んだ背景には

こうしたシカの行動域の特徴が影響していると考え

られる。神奈川県では、シカ管理計画に基づく高標

高域でのシカ管理捕獲を継続的に行っているが、今

回の調査では管理捕獲との関係を分析することがで

きなかった。今後、効果的に管理捕獲と植生保護を

行うためには、シカの季節的移動特性も把握しなが

ら取組を進める必要があると考える。

移動回数 割合(％) 移動回数 割合(％)

狩猟可能区域→保護区 8 88.9 1 11.1 99 60.0

保護区→保護区 3 50.0 3 50.0 66 40.0

移移動動回回数数とと割割合合 1111 7733..33 44 2266..77 1155

猟期開始前後
移動方向

猟期開始
前後１ヶ月以内

他の時期での
越冬地への移動 移移動動

総総回回数数

表 10　猟期開始前後におけるシカが鳥獣保護区と狩猟可能区域の間の移動状況（Jiang et al. 2022 より改変）

個体1901の２年目結果追加

性別 平平均均 標準偏差 最小値 最大値 n

♀ 44..66 1.6 2.2 7.6 21

♂ 88..44 4.7 1.9 13.4 13

性別 平平均均 標準偏差 最小値 最大値 n

♀ 44..66 1.6 2.2 7.6 21

♂ 88..44 4.7 1.9 13.4 13

総総計計 66..11 33..66 11..99 1133..44 3344

表 11　季節移動型シカの移動距離の性差（㎞）（Jiang et al. 2022 より改変）
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図 10　シカの移動パターンごとの移動距離（Jiang et al. 2022 より改変）
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神奈川県のニホンジカ保護管理について 
～管理計画策定と植生回復の取組の経緯～

永田幸志 *,**・栗林弘樹 ***・田村淳 ****,*****・
小林俊元 ******・入野彰夫 *******

1　はじめに

神奈川県ニホンジカ（以下、シカ）保護管理計画

（以下、管理計画）が 2003 年に策定されてから、

2023 年で 20 年が経過した。この間、植生保護柵の

設置や管理捕獲など自然植生回復のための取組が実

施され、一部地域では林床植被率の増加も見られて

いる（神奈川県　2023）。しかしながら、丹沢全体

で林床植生が回復する状況とはなっていないため、

今後も取組を継続する必要がある（神奈川県 2023）。

自然を相手にした取組は順応的に進めることが基本

であり、適切に軌道修正して取組を進めるためには、

取組の経緯を認識しておくことが重要である。そこ

で、これまでの管理計画策定と取組の経緯等の共有

を図るため、第 1 次（2003 ～ 2006 年）および第 2

次（2007 ～ 2011 年）のシカ管理計画策定時の状況

を中心に整理し、資料として記録する。

2　江戸時代からの神奈川県のシカ問題の変遷

シカ管理計画策定の経緯を報告する前に、背景と

して、本県におけるシカの生息状況やシカを取り巻

く環境の変遷について簡単に記載しておく。

本県のシカは、江戸時代までは平野部に広く生息

していたと考えられる（田口 1997、羽山 2001）。

しかしながら、江戸時代の人口増加と平野部の開拓・

耕作地の拡大に伴い 18 世紀には害獣駆除が激化し、

18 世紀後半から 19 世紀前半の段階でシカは平野部

から駆逐され、丹沢山地に生息域を移していったと

されている（田口　1997）。明治期（1868-1912 年）

になると、皮や肉の需要増等の事情で狩猟が激化し

てシカを含む哺乳類の乱獲が進み、全国的に個体数

が急激に減少したとされる（林野庁 2012、渡邊・

三谷 2019、環境省 2021）。その後、丹沢山地では、

1921 年に大山禁猟区と鳥屋村猟区が設定され、

1938年に津久井郡ほか4郡（恩賜県有林猟区を除く）

でオスジカ捕獲が禁止となるなど、段階的にシカの

保護施策がとられ、1947 年には狩猟法施行規則の

改正によりメスジカが狩猟鳥獣から除外された（古

林ら 1997）。これらの施策によりシカの個体数は回

復し、1953 年にはオスジカ猟が解禁されることと

なった（山根　2012）。

これ以降のシカを取り巻く環境の変遷は 3 回の局

面に整理される（神奈川県　2003、山根 2012、田

村 2017）。3 回の局面の概要は、①オスジカ猟解禁

後の乱獲による絶滅の危機と県内全域でオスジカ猟

の禁止（1955 ～ 1970 年）、丹沢大山鳥獣保護区の

設定、② 1960 年代後半以降増加したスギ・ヒノキ

植林地での林業被害の拡大、③ 1980 年代後半以降

に顕在化した高標高域自然林の植生劣化とシカ個体
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*** 神奈川県県西地域県政総合センター森林部森林保全課　（〒 258-0021　神奈川県足柄上郡開成町吉田島 2489-2）

**** 神奈川県自然環境保全センター研究企画部自然再生企画課　（〒 243-0121　神奈川県厚木市七沢 657）

***** 現所属　神奈川県自然環境保全センター自然保護公園部野生生物課　（〒 243-0121　神奈川県厚木市七沢 657）

****** 神奈川県自然環境保全センター森林再生部分収林課　（〒 243-0121　神奈川県厚木市七沢 657）

******* 神奈川県自然環境保全センター研究企画部研究連携課　（〒 243-0121　神奈川県厚木市七沢 657）
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群の質の低下である（詳細は神奈川県　2003、山根

　2012、田村 2017 を参照）。この、保護施策から

その後の林業被害拡大、近年の自然植生劣化の顕在

化という過程において、シカの個体数は回復して

いったと考えられる。なお、密猟は 1980 年代でも

依然として横行していたことから（古林ら　1997、

丹沢自然保護協会　2021）、自然保護団体を中心に

密猟防止キャンペーン（ボランティアによる放置ク

クリワナの撤去）が実施された（丹沢自然保護協会 

2021）。

3　神奈川県シカ保護管理計画策定の経緯

（1）総合調査から保護管理計画策定へ
1955 年にオスジカ猟が禁止されて以降、県機関

や大学により丹沢山地でのシカの生息状況等に関す

る調査が実施された（柴田・村瀬 1964、飯村

1965、 飯 村 1980、 丸 山 ら 1972、 古 林・ 丸 山　

1977）。そして、その後の調査により、1980 年代後

半にはシカの採食によるスズタケの退行（古林 

1985、古林 1991）、シカによるウラジロモミの樹皮

剥ぎ・枯死（越地ら　2012）、多年生草本類の減少・

絶滅（神奈川県立生命の星・地球博物館 1995）といっ

た自然植生の劣化や、食物不足によるシカの栄養状

態の悪化が指摘されるようになった（羽山ら　

1994）。また、同時期に、広範囲でのブナの立ち枯

れ（神奈川新聞社 1993、越地ら 1996）などの異変

も指摘されるようになったため、1993 年から 1996

年にかけて丹沢大山自然環境総合調査（以下、総合

調査）が実施され（丹沢大山自然環境総合調査団　

1997）、調査結果に基づき、丹沢大山の保全のため

の体制の確立や緊急対応策について調査団から提言

された。

この提言を受け、神奈川県は、1999 年に「ブナ

林や林床植生の保全」、「大型動物個体群の保全」、「希

少動植物の保全」、「オーバーユース対策」に取組む

ための丹沢大山保全計画（以下、保全計画）を策定

した。県では、「大型動物個体群の保全」のための

主要施策である「ニホンジカ個体群の管理」を推進

するため、2000 年度に神奈川県ニホンジカ保護管

理指針 ( 以下、指針 ) を策定した。また、指針策定

前の 1999 年には、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に

関する法律（以下、鳥獣保護法）の改正により、人

と鳥獣との軋轢を解消するとともに、長期的な観点

からこれらの鳥獣の個体群の保護管理を図るための

特定鳥獣保護管理計画（以下、特定計画）制度が創

設された。指針の策定後、早期に取組を開始するた

め、保護管理計画を 2002 年度を始期として策定す

ることが求められていたが、個体数調整を含む計画

策定には、その根拠とするための丹沢全域での生息

密度の情報が不足している状況だった。そこで、生

息状況調査に必要な期間や調査後の計画策定に係る

調整や諸手続きを考え、2003 年度を始期とする「神

奈川県ニホンジカ保護管理計画（計画期間：2003

～ 2006 年度）」（以下、第 1 次シカ管理計画）を特

定計画として策定することとなった。

2000 年 4 月には、保全計画の実行機関として、

丹沢大山自然公園管理事務所、森林研究所、県有林

事務所、自然保護センター及び箱根自然公園管理事

務所の 5 つの県機関を統合した、神奈川県自然環境

保全センター（以下、保全 C）が設立された。統合

前には主に傷病鳥獣救護を担当していた自然保護セ

ンター野生動物課が、統合後には保全 C 野生生物課

となり、本庁の緑政課野生生物班とともにシカ管理

計画の作成事務も担うことになった。保全計画に係

る取組は保全 C の部課の枠組みを越えて検討が行わ

れていたが、第 1 次シカ管理計画の検討では、こう

した体制に加えて、本庁の森林課、各地区行政セン

ター等他所属も参加するなど、所内外横断的な体制

がとられた。また、当時は十分な予算がなかったた

め、計画策定に必要な丹沢全域でのシカ生息状況調

査は、所内外横断的な体制を構成する各所属の職員

が調査員として参加して実施された。保全 C は、学

識経験者を委員とするニホンジカ保護管理検討委員

会（以下、検討委員会）（保全 C野生生物課が事務局）

から科学的な視点での助言を得ながら、調査結果の

とりまとめや管理手法等の検討作業を進めた。また、

計画全体についての協議は、学識経験者や関係団体

等を委員とする神奈川県鳥獣総合対策協議会（以下、

協議会）および同協議会シカ対策専門部会（以下、

シカ部会）（緑政課が事務局）において行った。

（2）第 1次シカ管理計画の特徴
他の都道府県の多くは、主にシカ個体数の増加に

よる農林業被害の増加をきっかけに計画を作成して

いたが、神奈川県では、シカによる自然植生への影

響をきっかけに計画策定された点が特徴的である。

シカによる農林業被害に対しては、すでに有害鳥獣
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捕獲や防護柵の設置等の対策が行われていたが、高

標高域の鳥獣保護区で顕在化していたシカによる自

然植生劣化に対しては、新しい取組を始める必要が

あった。また、総合調査で指摘された栄養状態の悪

化等、シカ個体群の質の低下への対応も必要だった。

検討委員会や協議会・シカ部会での議論を経て、

第 1 次シカ管理計画は、計画の対象区域（保護管理

区域）を丹沢山地を含む 8 市町村域（現相模原市に

ついては旧津久井町の範囲）とし、目標を「生物多

様性の保全と再生」、「地域個体群の維持」および「農

林業被害の軽減」とした。また、計画には、ゾーニ

ング、個体数調整（狩猟、自然植生回復目的の管理

捕獲、農林業被害軽減目的の管理捕獲）、生息環境

整備、植生保護柵、被害防除対策、モニタリングに

よるフィードバック管理の実施（年度実施計画の作

成等）を組み込んだ。さらに、個体数調整にあたっ

ては、環境省が作成した「特定鳥獣保護管理計画技

術マニュアル（ニホンジカ）」（以下、マニュアル）

に記載されていた「絶滅のおそれのある地域個体群

規模（概ね 1,000 頭以下）」を参考に、計画期間中は、

保護管理区域の個体数が概ね 1,500 頭を下回らない

よう維持することとした。

ゾーニングについては、標高帯・植生（自然林の

分布）・土地利用・被害の状況等を基準として、「自

然植生回復地域」、「生息環境管理地域」、「被害防除

対策地域」に区分し、地域に応じた目標と取組が整

理された。また、シカの管理とモニタリングによる

情報収集を行う区画として、丹沢山地を 56 の管理

ユニットに区分した。この管理ユニットは、計画策

定の背景から上位的な位置づけにあった保全計画の

進行管理で使われていた小流域を複数組み合わせた

ものであり、元となった小流域はもともと治山事業

や水源の森林づくり事業で用いられていたものであ

る。なお、第 2 次シカ管理計画（2007 ～ 2011）ま

では、丹沢大山国定公園特別保護地区のエリア（丹

沢山地主稜線域）を自然植生回復地域、丹沢大山国

定公園及び県立丹沢大山自然公園の特別地域のエリ

アを生息環境管理地域、それ以外のエリアを被害防

除対策地域としていたが、このゾーニングでは 1 つ

の管理ユニットに異なる地域区分が含まれる点が問

題点として挙げられた。そこで第 3 次シカ管理計画

（2012 ～ 2016）からは、第 2 次シカ管理計画の各地

域を含む管理ユニットの境界を基準にして地域区分

を設定しなおし、区分の名称を「自然植生回復エリ

ア」、「生息環境管理エリア」、「被害防除対策エリア」

に変更した。

マニュアルには、シカ密度管理のための密度水準

が目安として示されていたが、当時は植生回復のた

めのシカの適正密度に関する情報が不十分という認

識から、具体的な生息密度を目標として使用せず、

モニタリングをしながら目標密度を検討することと

した。なお、総合調査から第 1 次シカ管理計画の策

定に至る検討過程では、環境収容力（ある地域空間

で維持できるシカの最大個体数）を算定し、その値

に基づく目標生息密度の設定を行う方法が学識経験

者から提案されたが、実務上の実現可能性が低いこ

とから見送られた。

4　第 1次シカ管理計画策定後の取組の変遷

（1）個体数調整
ア　個体数調整に係る計画の見直しの経緯
都道府県が特定計画を策定すると、従前の有害鳥

獣捕獲とは別に「計画に基づく数の調整を目的とす

る捕獲（本県では管理捕獲の名称で県又は市町村等

が実施）」が実施可能となる。本県では自然植生回

復目的の管理捕獲を県主体で実施し、農林業被害軽

減目的の管理捕獲を市町村等主体で実施することと

なった。

また、特定計画を策定すると、狩猟に係る規制の

緩和も可能となる。当時、計画策定した都道府県の

多くは、計画に基づき狩猟規制を緩和し、「メスジ

カの可猟化」、「狩猟期間の延長」、「1 人 1 日あたり

の捕獲頭数制限緩和」のいずれか一つもしくは複数

を実施していた。一方、神奈川県では、第 1 次シカ

管理計画における狩猟規制の緩和は、これまでの「オ

スジカのみ一人一日あたり 1 頭捕獲可」であったと

ころから、「猟区に限定して、年度で定めた捕獲上

限数の範囲内でメスジカ猟も可」とした。これは、

神奈川県にある 4 つの猟区が、丹沢山地の狩猟可能

なエリアに対して相当の面積を占めており、猟区管

理者が開猟日と開猟日ごとの入猟者を限定している

ため、適正な狩猟管理が可能と判断したことによる。

また、前述した 4 つの猟区のほかに津久井猟区が存

在したが、シカを含めた鳥獣の捕獲実績がない状態

が続き、実質的に経営停止状態だったため 2003 年

度に廃止となった。津久井猟区ではシカ密度が著し

く低かった調査結果を踏まえて、この区域をシカ猟
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禁止区域とした。こうした措置は、地域個体群維持

の観点から、シカの生息状況の把握が十分とは言え

ない状態で、急激に捕獲の強化へと舵を切ることに

対して慎重にならざるを得なかったことによる。

第 1 次シカ管理計画では以上のような個体数調整

を実施したが、シカの生息状況に大きな変化がみら

れず、この規模での捕獲では地域個体群が絶滅する

おそれはないと考えられた。また、植生が回復する

傾向もみられなかったことから、第 2 次シカ管理計

画では、管理捕獲を強化するとともに、狩猟規制を

さらに緩和することとなった。これにより、猟区で

の年度内のメスジカ捕獲上限数を増加し、メスジカ

猟が禁止されていた猟区以外の狩猟可能区域含め

て、一人一日あたりの捕獲上限数をメスジカを含め

2頭（ただし、オス 2頭は不可）に緩和した。また、

第 1 次シカ管理計画期間中のシカ猟禁止区域は、第

2 次シカ管理計画では一人一日あたりの捕獲上限数

を 1 頭とするシカ猟制限区域に変更した。なお、第

2 次シカ管理計画の初年度にあたる 2007 年には、

鳥獣保護法の改正によりシカはオスメス分けずに狩

猟鳥獣に指定され、特定計画を策定しなくてもメス

ジカ猟が可能となった。こうした第 1 次、第 2 次シ

カ管理計画での段階的な狩猟規制緩和を経て、第 3

次シカ管理計画では、一人一日あたりの捕獲頭数制

限を撤廃し、狩猟期間もそれまで 2 月 15 日までで

あったものを 2 月末日まで延長することとなった。

また、シカ猟制限区域は廃止され、制限のない狩猟

可能区域（通称、乱場）になった。

第 1 次シカ管理計画を策定する過程では、生息数

の推計やその解釈など、個体数調整の判断に至るほ

ぼすべての要素を、地域個体群維持の観点から安全

側に寄せていた。一例としては、生息数の推定幅の

下限値を個体数調整の基数として、個体数が概ね

1500 頭を下回らないように捕獲計画を立案してい

たことがあげられる。

当初から安全側に寄せていることを認識していた

ため、計画通りにシカが減らず、植生が回復しない

場合には、次のステップで捕獲圧を強めることに合

意形成を得やすい状態でのスタートだった。結果的

に、第 1 次シカ管理計画は捕獲圧が過少な計画では

あったが、第 2 次シカ管理計画以降の見直しの方向

性を明確にできたという点でメリットがあったと言

える。

実際、第 1 次シカ管理計画時には、鳥獣保護区内

でのシカ捕獲に対する反対意見が多かったが、安全

側に寄せた慎重な捕獲とその結果の県民説明を続け

たことにより、その後捕獲強度が強くなっても、強

い反対意見が出ることはほとんどなくなっていっ

た。また、県民理解の醸成というねらいもあって、

第 1 次シカ管理計画策定時には、県が実施する生息

密度調査に市民団体等からのボランティアも参加で

きる体制にした。調査への参加により、調査の課題

や成果を実感してもらえたことは、のちの合意形成

において有効だったと考えられる。

なお、第 1 次シカ管理計画と同時期に、丹沢大山

鳥獣保護区が秦野市（ヤビツ峠付近）で拡張された。

これは県民要望に基づくものであったが、一方では

農林業被害があり、これから個体数調整を行うとい

うタイミングでの鳥獣保護区拡張は地元農業関係者

や狩猟関係者の反対が根強く、調整が難航した。最

終的には鳥獣保護区は拡張したが、ときに相反する

要望の調整が求められることもある県民合意の難し

さを示す事例である。

イ　県による管理捕獲実施の経緯
　（ア）第 1次シカ管理計画における実施状況

第 1 次シカ管理計画の策定当時、市町村等実施

の有害鳥獣捕獲は一般社団法人（平成 23 年に公

益社団法人）神奈川県猟友会（以下、県猟友会）

の地域支部が担っており、県が自然植生回復を目

的として行う管理捕獲は県猟友会へ委託して実施

することとなった。管理捕獲は県が初めて行う事

業だったため、捕獲をどのような体制や手法で行

えばよいか（従事者の募集と現場での配置、捕獲

方法等）、どのように委託手続き（仕様書の内容、

積算方法、契約約款の内容等）や現場管理（安全

管理、作業開始から終了までの工程管理、業務全

体の進捗管理、施行数量管理、検査方法等）を行

えばよいか、情報が少ない中で検討する必要が

あった。また、管理捕獲の実施場所は、従来県猟

友会が従事してきた有害鳥獣捕獲や狩猟のエリア

ではなく、土地勘がある従事者が極めて限定され

ていたことから、作業全てについて県猟友会と共

に試行錯誤しながら知見を蓄積していった。捕獲

方法について、学識経験者からは欧米で事例があ

るハイシート * 使用などの提案があったが、シカ

猟の経験を生かすために巻狩りで実施することと

なった。実施にあたっては、他の鳥獣への影響や
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県民感情に配慮して、まずは猟犬を使用せずに人

が追い出し役となる方法を用い、捕獲対象はメス

のみとした。さらに、過去の人工給餌によるシカ

誘引調査事例を参照して、事前に捕獲地にヘイ

キューブ（牧草を固めたもの）を給餌し、給餌場

所周辺にシカを集めて捕獲する方法を併用した。

捕獲は、シカの生息密度が高く植生劣化の著しい

管理ユニット（鳥獣保護区内）を対象に、山中の

見通しがよい 2 〜 3 月（猟期終了後）に 15 日程

度実施することとした。初めての試みの結果、管

理捕獲開始初年度は 45 頭の捕獲実績となったが、

100 頭としていた捕獲計画数に達しなかったた

め、次年度以降に捕獲数を増やすための検討が求

められた。関係者との協議を経て、効率的な捕獲

のために猟犬を使用することとし、1月〜 3月（猟

期中含む）に捕獲を実施することとした。これに

より、第 1 次シカ管理計画期間中に年間捕獲頭数

は 91 頭まで増加し、捕獲を実施した管理ユニッ

ト数は 6 地区となった。なお、人工給餌は作業効

率を考慮して第 1 次シカ管理計画期間中に終了し

た。

* 餌による誘引場所の近くに設置したやぐら上で待ち伏

せしてシカを射撃する捕獲方法。

　（イ）第 2次シカ管理計画における実施状況
第 1 次シカ管理計画で管理捕獲を行った一部の

場所でシカの生息密度が低下する兆候は見られた

ものの、依然として高密度状態が継続していた。

また、捕獲を実施しなかった管理ユニットの中で、

シカの生息密度が高く植生劣化の見られる管理ユ

ニットがあった。このため、第 2 次シカ管理計画

ではさらなる捕獲の強化が必要であったが、1 〜

3 月に 15 日程度の規模の管理捕獲では目標を達

成することは困難と考えられた。そのため、第 2

次シカ管理計画では、山中の人出が多く、暑さで

従事者への負担も大きい夏休み期間中を除く通年

で管理捕獲を実施することとし、捕獲日数も増加

することとした。また、捕獲対象は原則メスとす

るが、オスの目撃頻度が高い場合はオスの捕獲も

可能とした。こうした取組により捕獲数は増加し、

生息密度の低下や、一部地域での植被率の増加傾

向も確認できるようになった。しかしながら、依

然として高密度状態が継続している場所も多く、

捕獲実施場所の周辺域でシカ密度の上昇が見られ

るようになるなど、新たな課題も確認されるよう

なった。また、標高 1600m に位置する山小屋に

宿泊して、山頂付近での巻狩りも実施したが、事

前準備やアクセスに要する時間も含めて作業上の

課題が多く、高標高稜線部での捕獲が進まない状

態が続いた。

なお、目標の一つであった「地域個体群の維持」

は、第 2 次シカ管理計画からは「丹沢山地での地

域個体群の安定的存続」とした。これは、地域個

体群は、高密度化による植生劣化が生じないよう

に安定的に存続させることを示す必要があったこ

と、丹沢山地以外の山地への分布拡大による被害

拡大が懸念されたこと（後述）による。

　（ウ）第 3次シカ管理計画以降の状況
第 3 次シカ管理計画では、水源環境保全税を活

用して、水源林整備地周辺や巻狩り実施困難な稜

線部等での管理捕獲が実施されることとなった。

これは、後述するように、計画期間を同じくする

第 2 期かながわ水源環境保全・再生実行 5 か年計

画（2012 ～ 2016）に「中高標高域でのシカ捕獲

及び生息環境調査の実施」が位置付けられたこと

による。なお、かながわ水源環境保全・再生実

行 5 か年計画（以下、水源計画）は、かながわ水

源環境保全・再生施策大綱に基づいて策定され、

2007 年度から 5 年ごとに計画を見直しながら各

種の特別対策を実施するものである。

水源林整備地周辺には市町村による管理捕獲や

狩猟が実施されている地域があったため、各捕獲

の実施状況を考慮して、県管理捕獲の実施場所等

について調整を行った。猟区内にも管理捕獲が必

要な場所があったため、猟区では入猟者から入猟

承認料を徴収して経営が行われていることを考慮

し、猟区管理者や関係者と実施場所や頻度、実施

体制などを協議したうえで、まずは試験的に実施

することとし、実施場所等の情報を蓄積しながら

進めた。

また、巻狩りが実施困難な稜線部等で効果的な

捕獲手法を検討し、あわせて捕獲を実施するため、

保全 C にワイルドライフレンジャー（以下、レン

ジャー）が配置されることとなった。レンジャー

は、シカの捕獲に関する専門的な知識、狩猟免許、

猟銃所持許可を有し、労働者派遣事業により保全
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センターに派遣された職員であり、2012 年度に 3

名が派遣された（2023年度現在 5名）。レンジャー

の活動により、それまで捕獲の空白域となってい

た稜線部における捕獲手法に関する知見が蓄積さ

れた（片瀬ら　2020）

（2）植生保護柵
高標高域自然林で劣化が進む自然植生の保護を図

るため、丹沢大山自然環境総合調査団からの提言を

受け、1997 年から自然公園事業として高標高稜線

部に植生保護柵が設置された（田村 2017）。また、

2007 年度からは水源計画に基づく土壌保全対策と

して植生保護柵の設置が開始された。現在でこそ、

全国の自然公園などで植生保護柵が設置される例は

多いが、当時は、自然植生保護のための防護柵設置

を事業として実施している都道府県は少なく、20

年以上前から現在に至るまで、その維持管理も含め、

途切れることなく事業が継続している点は本県の特

徴といえる。

また、本報告の主題ではないが、2002 年～ 2004

年には、丹沢山地の山麓部での農作物被害対策とし

て、「広域獣害防止柵」が設置された。広域獣害防

止柵は、シカ・ニホンザルと人の生活圏を分離する

ため、山麓森林と農地の境界に市町村境を跨ぐ形で

長距離設置された金網柵（ニホンザル対策用は電気

柵併設）で、緊急雇用対策事業として県により設置

された。道路横断個所の柵の開口部等によりシカ・

ニホンザルと人の生活圏を完全には分離し切れない

課題はあるが、現在も市町村が柵の維持管理を継続

しており、これら動物の人の生活圏への侵入を制限

する機能を果たしている。

（3）生息環境整備
総合調査では、人工林域の環境変化（伐採、植林、

防鹿柵設置 ) がシカの食物環境や生息状況に影響を

与え、高標高域での自然植生の劣化や、食物不足に

よる栄養状態の悪化に繋がったと指摘された（古林

ほか 1997）。そのため、植生回復の対策とあわせて、

生息環境の管理、改善の必要性が認識された。

第 1 次シカ管理計画策定と前後して、県有林では

生息環境整備に資する混交林等多彩な森林づくりが

進められていた。また、試験的に、明るい場所を植

生保護柵で囲み植生を繁茂させ、想定以上にシカが

減少した場合に開放して越冬時の餌場とするような

取り組み（小規模越冬地整備）も行われていた。他

方、私有林でも、1997 年から、手入れ不足の人工

林等を整備することで林床植生を回復させ、混交林

化を進めるなど、水源かん養などの公益的機能を高

める水源の森林づくり事業が進められていた。第 1

次シカ管理計画では、こうした中標高域の人工林域

における森林づくりを生息環境の改善に資する取組

として位置付けた。

第 1 次シカ管理計画期間中、間伐等が実施された

人工林でも、シカの採食により林床植物の成長が低

調な状況が見られ、森林整備と個体数調整の連携の

必要性が指摘されるようになっていた。そのため、

第 2 次シカ管理計画では、生息環境整備と個体数調

整の一体的実施を位置付けることとなった。また、

2010 年度には、水源環境保全・再生かながわ県民

会議から、水源環境保全のためにはシカ管理と森林

整備の一体的実施が必要という意見が提出された

（水源環境保全・再生かながわ県民会議　2010）。こ

れを受け、第 2 期水源計画（2012 ～ 2016）に「中

高標高域でのシカ捕獲及び生息環境調査の実施」が

位置付けられることになり、計画期間を同じくする

第 3 次シカ管理計画では、「生息環境整備の基盤づ

くりとしての管理捕獲」を実施することとなった。

この経緯により、生息環境整備に関しては、シカの

生息環境の改善という考えは残しつつも、生息環境

を劣化させないように、個体数調整と森林整備を連

携することが重要視されるようになっていった。

（4）モニタリング
ア　シカ個体群に関するモニタリング
シカ管理計画では取組の効果検証をするためのモ

ニタリングが必須である。そこで、検討委員会の助

言を踏まえ、第 1 次シカ管理計画開始時からシカの

生息状況、生息環境、個体群の質の各項目において

複数の調査を実施することとなった。

シカ生息状況については、まず基礎資料として分

布状況を把握し、次に詳細な生息状況を把握するこ

ととした。分布状況は、登山者や行政職員、事業関

係者から目撃情報を収集して把握することとした。

詳細な生息状況を把握する方法としては、全国的に

は狩猟の捕獲効率や目撃効率が使用される例が多

かったが、神奈川県では狩猟が行われない鳥獣保護

区で自然植生劣化が問題となっていたことから、狩

猟の情報以外でシカの生息状況を把握することが必
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要だった。そこで、狩猟可能区域での捕獲効率や目

撃効率に加えて、総合調査において実施された区画

法（Maruyama and Furubayashi 1983）による調査を、

概ね管理ユニット単位で実施することとした。また、

第 2 次シカ管理計画からは、箱根山地や小仏山地を

含めた計画対象区域全体の生息状況を把握するた

め、糞塊密度調査（末次ら 2009）を追加した。さ

らに、補完調査としてスポットライトセンサスも試

行した（永田ら 2005）。

個体群の質については、第 1 次シカ管理計画策定

前は、山中で発見した死亡個体や傷病獣として保護

された後死亡した個体、狩猟個体、有害鳥獣捕獲個

体の外部計測値や採取した第一切歯の分析により、

齢構成や栄養状態などを把握していた。第 1 次シカ

管理計画策定以降は、主に、県・市町村管理捕獲に

よる捕獲個体の計測や採取サンプル（第 1 切歯、腎

臓と周囲脂肪、骨髄内脂肪色）の分析を実施してい

る。

イ　生息環境に関するモニタリング
シカの生息環境を植生の状態から把握するための

調査として、主要尾根線踏査による累積利用圧調査

（以下、累積圧調査）（田村・藤森ら　2013）と植生

定点調査（田村ら　2005、田村・末次ら　2013）を

実施することとした。累積圧調査は総合調査により

実施された方法で実施することとし、計画の改定ご

とに方法を改良した。植生定点調査は、概ね管理ユ

ニット単位で広葉樹林に調査地を設置し、5 年サイ

クルで調査を実施することとした。さらに、第 3 次

シカ管理計画からは、水源計画による事業のモニタ

リングとして実施されているスギ・ヒノキ人工林で

の植生調査結果も活用して状況把握を行っている

（田村・山根ら 2013）。

ウ　植生回復に関する指標
シカ管理計画の目標は、地域個体群を維持しつつ

生物多様性の保全と農林業被害の軽減を達成するこ

とにある。そのため、シカの生息密度や捕獲数だけ

をもって計画の管理指標とすることは適当ではな

く、植生回復状況を評価する指標が必要であった。

第 1 次シカ管理計画策定時には、植生回復に関する

情報が不十分だったため指標を設定しなかった。た

だし、植生影響とシカ密度との関係について整理し

ていた北海道の事例を参考にして、累積圧調査の結

果（総合調査の結果に 2001 年の補足調査結果を追

加したもの）により算出したハビタットの質の低下

の評点（1km メッシュ単位で算出）を用い、個体数

調整実施にあたっては、ハビタットの質の低下が進

んでいない状況を目指すこととした。

その後、第１次シカ管理計画期間中に総合調査と

同様の累積圧調査を再度実施し、2 時点の比較を

行った。植生回復の過程でハビタットの質も改善す

ると想定されたことから、第 2次シカ管理計画では、

最大植生劣化レベル（管理ユニット内で最も悪いハ

ビタットの質の低下の評点）を植生回復の指標とし、

より健全なレベルに改善することを実施目標とし

た。さらに、植生劣化が見られない場所で区画法に

より蓄積されたシカ生息密度の情報から、個体数調

整に係る生息密度の暫定目標値を、自然植生回復地

域で 5頭 /㎢未満と設定した。

第 2 次シカ管理計画で捕獲が強化され、捕獲地で

のシカ生息密度の低下傾向はみられたが、最大植生

劣化レベルの改善はみられなかった（神奈川県 

2012）。しかしながら、生息密度が低下した一部地

域で林床植被率の増加傾向がみられたことを受け

て、第 3 次シカ管理計画では、短期（計画期間）の

実施目標を林床植被率の増加とし、長期の実施目標

を植生劣化レベルの改善とした（いずれも累積圧調

査から算出した評点を指標として使用）。

その後、シカ生息密度が低下した場所で見られた

林床植被率の増加には、不嗜好性植物や採食耐性植

物の植被率の増加が寄与していることが確認された

（田村 2017）。こうした不嗜好性植物や採食耐性植物

の植被率の増加も植生回復の過程と考えられたが（田

村・藤森ら　2013）、植生劣化レベルの計算では、不

嗜好性植物や採食耐性植物の被度は、「劣化」を示す

項目として使用されるため、植生回復の指標として

の植生劣化レベルには課題があると考えられた。

森林生態系の基盤である土壌を保全するために

も、まずは、林床植被を増加させることが必要であ

ることから、林床植被率を短期的な植生回復の指標

とすることが適当と考えられたが、累積圧調査は調

査にかかる難易度に課題があった。そこで、第 4 次

シカ管理計画（2017 ～ 2022）では、継続調査を行っ

ていた植生定点調査による林床植生の植被率を指標

とし、植被率を改善することを計画期間の実施目標

とした。
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（5）丹沢山地以外での取組状況
シカ管理計画で丹沢山地以外の地域（箱根山地と

小仏山地、大磯丘陵）の状況が記載されたのは第 2

次シカ管理計画以降になる。第 1 次シカ管理計画の

策定時、丹沢山地以外の地域での生息情報は、目撃

情報や被害報告等の収集により把握されていたが、

散発的な情報に留まっていたため大きく問題視され

ていなかった。しかしながら、第 1 次シカ管理計画

期間中に目撃情報が徐々に増えてきたため、第 2 次

シカ管理計画では、保護管理の目標に「分布域拡大

による被害拡大の防止」を加え、箱根山地など丹沢

山地以外でシカの目撃がある地域を監視区域とし

た。監視区域では、情報収集・被害防除対策・有害

鳥獣捕獲等を実施することとした。

第 2 次シカ管理計画期間中には、市町等が行う有

害鳥獣捕獲の捕獲数が徐々に増加する傾向がみられ

た。このため、第 3 次シカ管理計画では、区域名を

監視区域から分布拡大防止区域に変更し、分布拡大

防止目的の管理捕獲を市町等主体で実施することと

した。この時点では、県としての取組は情報収集（モ

ニタリング）のみであった（2015,16 年には試験的

に管理捕獲を実施）。市町の管理捕獲数は第 3 次シ

カ管理計画期間中も増加し続け、シカの生息密度は

上昇傾向にあると考えられた。このため、第 4 次シ

カ管理計画では区域名を定着防止区域とし、シカに

よる森林への影響が懸念されるようになった箱根山

地において、市町による管理捕獲が実施されていな

い森林域の稜線部で、県による管理捕獲を実施する

こととなった。

5　今後に向けて

我が国は、明治期以降人為により絶滅寸前まで激

減したシカの個体数を、段階的な保護施策により回

復させた経験を有する。しかしながら、並行して進

んだ人と森林とシカの関係の変化は、初めて経験す

る局面の連続であり、知見も不十分な中、新たに発

生する問題の予測が困難だったと推察される。

本県では、シカ管理計画を策定するまでは、シカ

の生息状況や植生への影響を体系的に広域でモニタ

リングする仕組みがなかった。こうした中で、禁猟

や狩猟解禁といった施策が講じられ、一方では、森

林の伐採、植林、防鹿柵設置といった施業が実施さ

れた。人工林域の環境変化はシカの生息状況に影響

を与えたと指摘されており（古林ら　1997）、体系

的なモニタリングにより状況把握がされない中で、

シカ保護管理と森林管理が連携することなく実施さ

れたことが、シカの高密度化、造林木被害、植生劣

化という問題につながっていったと考えられる。

現在、全国的にシカ管理は「捕獲でシカを減らす」

ことに力点を置いて進められている。しかしながら、

生息環境の改変がシカの生息状況に影響を与えてき

た経緯を踏まえると、シカと生息環境である森林を

一体的にとらえて管理するという視点、すなわち、

森林生態系管理の一環としてシカ管理を行うことが

必要と考える。今後、日本では、戦後に造林した人

工林の資源活用が進められ、他方、山間山麓集落で

は急激に人口が減少していくと予想される。つまり、

「人と森林とシカの関係」は、未経験の新しい局面

に入ることになる。本稿で報告したように、本県の

シカ管理計画はその都度の局面に応じて軌道修正を

しながら進めてきた。これまでの経緯を踏まえて、

今後も順応的管理を基本として取組を進める必要が

あると考える。
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要　旨

　丹沢地域、箱根地域、小仏地域の水源林（スギ林、ヒノキ林、広葉樹林）計 73 林分で自動撮

影カメラを用いた中大型哺乳類の生息状況調査を 2013 年 11 月～ 2016 年 3 月と 2017 年 12 月～

2020 年 10 月の 2時点で実施した。その結果、丹沢地域と小仏地域ではニホンジカ（以下、シカ）、

タヌキ、イノシシ、アナグマ等の15種の中大型哺乳類が確認されたが、15種のうちのニホンザル、

キツネ、ツキノワグマの 3 種は箱根地域では撮影されなかった。在来種 11 種のうち 8 種は広葉

樹林での撮影頻度が高い傾向があった。シカの撮影頻度が最も高い丹沢地域では、2 時点とも

雄よりも雌の割合が高かった。箱根地域では 2 時点目の方が 1 時点目よりシカの撮影頻度が高

くなり、雌の割合も高くなった。小仏地域では他の地域よりシカの撮影頻度が低く、雌の割合

が低かった。箱根地域で 1 時点目から 2 時点目にかけてシカの定着が急激に進んだことが示唆

された。

キーワード：自動撮影カメラ、撮影頻度、性比、水源林

原著論文
神自環保セ報 17（2023）61 − 71

神奈川県の水源林整備地における 
中大型哺乳類の種構成とニホンジカの生息状況

大石圭太 *・山根正伸 *・谷脇　徹 *・田村　淳 **

Medium and large sized mammal fauna and the distribution
and abundance of sika deer in managed

water-source forests in Kanagawa Prefecture.

Keita OISHI*,Masanobu YAMANE*,Tooru TANIWAKI*,Atsushi TAMURA**

Ⅰ　はじめに

神奈川県では、将来にわたる良質な水の安定的確

保を目的とした水源環境保全・再生施策により、

2007 年から県内の代表的な山地域である丹沢山地、

箱根外輪山、小仏山地（以下、それぞれ、丹沢地域、

箱根地域、小仏地域）に設定された水源の森林エリ

アにおいて、下層植生を回復させ、土壌保全効果を

高めるための間伐等の森林整備が進められている

（神奈川県 2021）。また、これらの事業の効果検証

の一環として、森林整備の生物多様性への波及効果

を評価するため、森林の階層構造や林床植生、土壌

動物、昆虫、鳥類、哺乳類の生息状況をモニタリン

グする森林生態系効果把握調査が 2013 年から概ね

5 年おきに実施されている（例えば、指村ほか 

2014、赤嶺ほか 2015、成瀬ほか 2016a、田村ほか 

2016a,b,c、近藤ほか 2018、遠藤ほか 2020、神奈

川県 2021）。

その中で、本稿では中大型哺乳類の調査結果を報

告することとする。県内での哺乳類の生息状況につ

いては、管理計画が策定されているシカ（神奈川県

2023a）やイノシシ（神崎・金子 2001、神奈川県 

2023b）、ニホンザル（福田 1982、飯村 1987、神奈

川県 2023c）のほか、ニホンカモシカ（永田ほか 

*神奈川県自然環境保全センター研究企画部研究連携課（〒 243-0121 神奈川県厚木市七沢 657）

** 神奈川県自然環境保全センター自然保護公園部野生生物課（〒 243-0121 神奈川県厚木市七沢 657）
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2018、關 2022）やツキノワグマ（羽澄ほか 1997、

永 田 ほ か 2007、Doko et al. 2011、 關・ 鈴 木 

2018）、各種の中小型哺乳類（安藤ほか 2007）、外

来種のアライグマ（長縄・中山 2007、永井 2020）

などで報告されている。しかし、スギやヒノキの人

工林が多くを占める水源の森林エリアでの哺乳類の

生息状況を網羅的に調査した報告はほとんどなく、

どのような種が生息しているのか地域ごとに把握す

ることが基礎資料として重要である。

また、森林整備による植生回復を阻害することが

懸念されるシカについては、神奈川県では丹沢地域

で密度が高く（古林・山根 1997、藤森ほか 2013）、

2000 年代以降、箱根地域や小仏地域でもシカの生

息が確認されるようになった（永田ほか 2013）。丹

沢地域や箱根地域、小仏地域でのシカの生息状況調

査は区画法（石川ほか 2023）や約 5 ㎢メッシュ単

位での糞塊法（神奈川県 2023a）により行われてい

るが、水源林の林相に応じた生息状況の情報が不足

している現状がある。また、シカは定着が進むにつ

れて雌の割合が高くなることから（浅田 2013、出口・

村山 2016）、シカの生息状況が異なる 3地域ではシ

カの性比が異なる可能性がある。このようなシカの

性比を含めた各種哺乳類の地域別・林相別の生息状

況を網羅的に把握するには赤外線センサー付き自動

撮影カメラを用いた調査が有効である。

そこで、本研究では、自動撮影カメラで撮影され

ることが想定される中大型哺乳類の水源林での生息

状況を把握するため、丹沢地域、箱根地域、小仏地

域の計 73 林分の水源林を調査地として、2013 年か

ら 2020 年の間に概ね 5 年間隔で 2 回ずつ、夏と冬

に赤外線センサー付き自動撮影カメラを用いた調査

を実施した。シカについては、雌雄を区別して撮影

個体数および撮影頻度を集計し、定着状況との関係

を解析した。

Ⅱ　調査地概要

本研究では、森林生態系効果把握調査において、

2013 年に小仏地域（谷脇 2014）、2014 年に箱根地域

（成瀬ほか 2015）、2015 年に丹沢地域（成瀬ほか 

2016b）で設定された計 73地点の水源林を調査地と

した（図 1、表 1）。調査地の林相は、丹沢地域（35

° 24’ 13” ～ 35° 30’ 08” N、139° 09’ 24”～

139° 17’ 09” E、標高 145～ 618m）ではスギ人工林

 

図 1 調査地位置図 

 
 
 

表 1 地域・林相ごとの調査地点数 

林相 
地域 

計
丹沢 箱根 小仏

スギ林 9 8 9 26
ヒノキ林 10 9 9 28
広葉樹林 7 3 9 19

計 26 20 27 73

 

 
 

表 2 地域・季節ごとの調査期間 
時点 季節 丹沢地域 箱根地域 小仏地域 

1 巡目 夏 2015/6/25～10/31 2014/7/29～10/31 2014/7/30～10/31 
 冬 2015/11/1～2016/3/7 2014/11/1～2015/3/10 2013/11/14～2014/3/11 

2 巡目 夏 2019/6/25～10/31 2020/6/25～10/31 2020/6/25～10/31 
 冬 2019/11/1～2020/2/28 2018/11/1～2019/2/6 2017/12/5～2018/3/8 

 

  

小仏地域 

箱根地域 

丹沢地域 

10 km

図 1　調査地位置図
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（以下、スギ林）が 9林分、ヒノキ人工林（以下、ヒ

ノキ林）が 10林分、広葉樹林が 7林分、箱根地域（35

° 15’ 29” ～ 35° 19’ 12” N、139° 12’ 42”～

139° 07’ 24” E、標高 135～ 422m）ではスギ林が 8

林分、ヒノキ林が 9林分、広葉樹林が 3林分、小仏

地域（35° 37’ 34” ～ 35° 39’ 34” N、139° 08’ 

46”～ 139° 10’ 51” E、標高 334 ～ 595m）ではス

ギ林が 9林分、ヒノキ林が 9林分、広葉樹林が 9林

分であった（表 1）。本研究の調査地には森林生態系

効果把握調査の 20ｍ× 20ｍのコドラートが設定さ

れており、本稿の中大型哺乳類調査に加えて、2013

年から植生、土壌動物、昆虫、鳥類、小型哺乳類等

の調査が実施されてきた（例えば、指村ほか 2014、

赤 嶺 ほ か 2015、 成 瀬 ほ か 2016a、 田 村 ほ か 

2016a,b,c、近藤ほか 2018、遠藤ほか 2020）。

Ⅲ　調査方法

1　自動撮影カメラの設置と撮影
2013 年 11 月～ 2016 年 3 月に 1 回目（以下、1 巡

目）、2017 年 12 月～ 2020 年 10 月に 2 回目（以下、

2 巡目）の調査を実施した（表 2）。今回は便宜上、

5 ～ 10 月を夏、11 月～ 4 月を冬として扱った。各

林分で夏と冬にそれぞれ 4 ～ 6 年間隔で 2 回ずつ、

概ね 3 ～ 4 ヶ月ずつの調査を 73 地点全ての調査地

で実施した。コドラート内もしくはその周辺 10 ｍ

以内に、獣道を通過する哺乳類を狙って 2 台ずつの

赤外線センサー付き自動撮影カメラ（HykeCam SP2、

TREL10J、LTL-Acorn5210B、SG560K-12mHD、SG560K-

14mHD、SG560P-8M）を設置した。カメラの設置方法

は、立木に約 1.5 ｍの高さで固定し、撮影画面上で

空（樹木を含む）と地面の面積割合がおおむね 2：

8 になるようアングルを調整した。センサーの感度

は中程度としたが、動物が映っていない撮影（空打

ち）が多い状況が続く場合には感度を落とす等、適

宜調整した。撮影モードは 3 連写とし、3 連写で 1

回の撮影とみなした。カメラの点検と撮影データの

回収は概ね 1ヶ月に 1回の頻度で行った。

2　撮影画像の判読と集計
PC の画面に撮影画像を映し、撮影された種の同

定を行い、1回の撮影ごとに調査地名、カメラ番号、

日時、撮影された種、撮影個体数等を記録した。哺

乳類の和名や学名は原則的に世界哺乳類標準和名

（川田ほか 2018）に準じた。ただし、「キツネ」と「イ

ヌ」の和名については便宜的にそのまま総称を用い

ることとした。シカについては、角の有無や尖数、

体サイズや体つき等から性齢が判別できた個体につ

いては、「成獣雄」、「成獣雌」、「幼獣」を区別して

記録した。ただし、5 分以内に同じカメラで同種が

連続して撮影された場合には、身体的特徴から明ら

かに別個体でない限りは同一個体とみなし、何回撮

影されても 1 回の撮影とみなした。なお、撮影され

た哺乳類の中で、コウモリ類、ムササビ、ネズミ類、

リス類といった飛翔性や樹上性、小型の哺乳類は検

出漏れが多いと推測されるため、解析から除外した。

3　データ解析
（1）撮影頻度

調査地ごとに 2 台のカメラで撮影された個体数を

合算し、100Camera・Day（カメラ数・稼働日数、以

下 CD）あたりに換算した撮影頻度を算出した。点

検時にカメラが作動していなかった場合の稼働日数

については、記録媒体の容量不足の場合は最後の撮

影日まで、バッテリー切れの場合は最後の撮影日と

カメラ点検日の中間日までを稼働日に含め、設置日
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表 1 地域・林相ごとの調査地点数 

林相 
地域 

計
丹沢 箱根 小仏
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ヒノキ林 10 9 9 28
広葉樹林 7 3 9 19

計 26 20 27 73
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と撤去日の稼働日数は 0.5 日として扱った。

（2）中大型哺乳類種の撮影頻度の比較
哺乳類の種ごとの撮影頻度に関係する要因を調べ

るため、一般化線形モデルによる解析を行った。こ

こでは、応答変数を哺乳類の種ごとの撮影個体数、

オフセット項を CD とした。説明変数には、地域（丹

沢地域、箱根地域、小仏地域）、林相（スギ林、ヒ

ノキ林、広葉樹林）、時点（1巡目、2巡目）、季節（夏、

冬）を用いた。確率分布は原則的にはポワソン分布

に従うものと仮定したが、ポワソン分布で過分散と

なる種については負の二項分布を仮定した。なお、

変数が 3 群の地域と林相については、一般化線形モ

デルによる解析後、Tukey の方法を用いた多重比較

を行った。

（3）シカの撮影頻度と性比の比較
シカについては、地域・季節・林相ごとに分けた

調査地の 1 巡目と 2 巡目の撮影頻度の比較を

Wilcoxon の符号順位検定を用いて行った。ただし、

林相については、上記の一般化線形モデルを用いた

解析でスギ林とヒノキ林にシカの撮影頻度の差がみ

られなかったため、これらの撮影頻度は合算した。

また、シカの侵入、定着の段階により性比に違い

がみられるのかを調べるため、一般化線形モデルに

よる解析を行った。ここでは、応答変数をシカの成

獣の雌および雄の撮影個体数とした。幼獣に関して

は、角が生え始める前の雄と雌の区別ができないた

め、今回は成獣の性比のみを扱った。説明変数には

地域、林相、時点、季節およびシカの撮影頻度（幼

獣および性齢不明の個体も含む）を用いた。確率分

布は二項分布を仮定した。一般化線形モデルによる

解析後、ここでも地域、林相については Tukey の方

法で多重比較を行った。さらに、カイ二乗検定を用

いて地域・季節・林相ごとの雌と雄の割合を 1 巡目

と 2 巡目で比較した。ただし、雌または雄の撮影個

体数の期待値が 5 個体未満の項目が含まれる場合に

は Fisher の正確確率検定を用いた。

Ⅳ　結果および考察

1　各調査地域の中大型哺乳類の種構成
全調査期間を通して、56,065CD で 4 目 11 科 

15 種の中大型哺乳類（表 3）が 18,969 個体撮影

され、神奈川県内の水源林がこれらの種の生息場所

として機能していることが確認された。1 巡目と 2

巡目のデータをプールした全調査地の撮影頻度は、

シカが 13.3 ± 21.3（撮影個体数／ 100CD、平均±

標準偏差）で最も高頻度であり、次いでタヌキが 6.3

± 9.6、イノシシが 4.1 ± 7.6 であった（表 3）。こ

れら 3 種は、丹沢地域、箱根地域、小仏地域のいず

れにおいても撮影頻度の上位5種に含まれた（図2）。

各地域で撮影頻度が最も高かった種は、丹沢地域と

箱根地域がシカ、小仏地域がタヌキであった（図 2）。

 
表 3 各調査地の中大型哺乳類種の撮影頻度の平均値 

区分 目 科 種 学名 
撮影頻度*2 

（平均±SD） 
在来種 偶蹄 シカ ニホンジカ Cervus nippon 13.323 ± 21.320 
 食肉 イヌ タヌキ Nyctereutes procyonoides 6.257 ± 9.552 
 偶蹄 イノシシ イノシシ Sus scrofa 4.086 ± 7.644 
 食肉 イタチ アナグマ Meles anakuma 2.395 ± 4.803 
 霊長 オナガザル ニホンザル Macaca fuscata 1.983 ± 6.248 
 兎形 ウサギ ニホンノウサギ Lepus brachyurus 1.874 ± 3.607 
 食肉 イタチ ニホンテン Martes melampus 1.099 ± 1.955 
 食肉 イヌ キツネ*1 Vulpes vulpes 0.173 ± 0.688 
 食肉 イタチ ニホンイタチ Mustela itatsi 0.094 ± 0.306 
 食肉 クマ ツキノワグマ Ursus thibetanus 0.055 ± 0.247 
  偶蹄 ウシ ニホンカモシカ Capricornis crispus 0.049 ± 0.270 
外来種 食肉 ジャコウネコ ハクビシン Paguma larvata 1.677 ± 3.476 
 食肉 ネコ イエネコ Felis catus 0.265 ± 1.876 
 食肉 アライグマ アライグマ Procyon lotor 0.132 ± 0.473 
  食肉 イヌ イヌ*1 Canis lupus 0.081 ± 0.278 

在来種と外来種に区分し、それぞれ撮影頻度が高い順に示す。 
目名、科名、種名、学名は原則的に世界哺乳類標準和名（川田ほか 2018）に準じた。 
*1種名の「キツネ」と「イヌ」に関しては、今回は便宜的に総称を採用した。 
*2撮影頻度：100 カメラ・稼働日（CD）あたりの撮影個体数（図 2～6 も同様） 
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丹沢地域と小仏地域では、15 種が全て撮影された

が、箱根地域ではニホンザル、キツネ、ツキノワグ

マが撮影されなかった（図 2）。その要因について

は今後検討する必要があるが、ニホンザルについて

は、周辺での管理捕獲（神奈川県 2007, 2023c）が

関係している可能性がある。

どの地域で撮影頻度が高いかは種によって異なっ

た（図 2）。シカは撮影頻度の地域間差が顕著で、

丹沢地域、箱根地域、小仏地域の順に撮影頻度が高

く（図 2）、いずれも 0.1％水準で有意差が認められ

た（表 4, 5）。一方、タヌキのように撮影頻度の地

域間差が認められなかった種もあった（図 2、表 4, 

5）。

1 巡目と 2 巡目のどちらの撮影頻度が高いかは種

によって異なった（図 3）。撮影頻度が 2 巡目の方

が有意に高い種はニホンジカ、ニホンテンで、2 巡

目の撮影頻度が有意に低い種はタヌキ、イノシシ、

ニホンノウサギ、ニホンザル、キツネ、イエネコで

あった（図 3、表 4）。

夏と冬のどちらの撮影頻度が高いかは種によって

異なった（図 4）。ツキノワグマは夏の撮影のみで

あり、その他、撮影頻度が夏の方が有意に高い種は

シカ、タヌキ、イノシシ、アナグマ、キツネ、ニホ

ンカモシカ、ハクビシン、冬の方が有意に高い種は

ニホンノウサギ、ニホンテン、イヌであった（表 4）。

丹沢の冬に撮影頻度が高かったイヌは、シカの管理

捕獲や猟で用いられた猟犬が多く撮影されたと考え

られる。

林相では、在来種の多くの種で広葉樹林での撮影

頻度が高い傾向がみられ（図 5）、11 種のうち、シカ、

タヌキ、イノシシ、アナグマなど 8 種の広葉樹での

撮影頻度がスギ林またはヒノキ林より有意に高かっ

た（表 5）。そのため、針葉樹人工林よりも広葉樹

林の方がこれらの在来種の訪問頻度が高いと考えら

れる。一方、外来種の 4 種はいずれも林相による撮

影頻度の有意な差がみられず（表 5）、林相に関係

なく水源林を生息場所として利用していると考えら

れる。

2　地域・季節・林相別のニホンジカ撮影頻度と
性比の時点間比較
シカ撮影頻度は、丹沢地域ではいずれの季節・林

相でも時点間に有意な差がなかった（図 6）。一方、

箱根地域では、1 巡目から 2 巡目のシカ撮影頻度の

増加が顕著で、夏の人工林と広葉樹林および冬の人

工林と広葉樹林の全てのパターンでシカの撮影頻度

が 2 巡目の方が 1 巡目より高かった（図 6）。この

傾向は小仏地域の夏の人工林でもみられた（図 6）。

シカの性比の解析に用いたデータは、成獣の雌が

2,481 個体、成獣の雄が 1,379 個体で、これらの成

獣の雌雄の合計個体数は本研究全体で撮影された

7,694 個体の 50％以上を占めた。その他は幼獣が

1,487 個体、齢または性が判別できなかった個体が

2,347 個体であった。成獣に占める雌の割合は丹沢

地域で顕著に高い傾向があり（図 7）、地域間の有

意な差があった（表 6, 7）。いずれの地域でも雌の
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図 3 時点ごとの各中大型哺乳類種の撮影頻度の平均値 
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表 4 各中大型哺乳類種の撮影頻度と各変数との関係についての一般化線形モデルによる

解析結果 
区分 種 

地域  時点  季節  林相 
丹沢-箱根 丹沢-小仏 1-2 巡目 夏-冬 CJ-CO CJ-BR 

在来種 ニホンジカ > *** > ***  < ***  > ***  n.s. <  ** 
 タヌキ n.s. n.s. > *** > * < ** < *** 
 イノシシ n.s. > *** > ** > *** n.s. < ** 
 アナグマ > *** n.s. n.s. > *** < * < *** 
 ニホンノウサギ n.s. > ** > *** < *** n.s. < * 
 ニホンザル NA < ** > * n.s. n.s. n.s. 

 ニホンテン > *** > *** < ** < * < * <  * 
 キツネ NA n.s. > *** > *** < *** < *** 
 ニホンイタチ < * n.s. n.s. n.s. n.s. < ** 
 ツキノワグマ NA > *** n.s. NA n.s. n.s. 
  ニホンカモシカ > ** > **  n.s.  > *  n.s. n.s. 
外来種 ハクビシン > ** > *** n.s. > *** n.s. n.s. 

 イエネコ > *** n.s. > ** n.s. n.s. n.s. 
 アライグマ n.s. < *** n.s. n.s. n.s. n.s. 

  イヌ > *** > ***  n.s.  < ***  n.s. n.s. 

応答変数を各哺乳類種の撮影個体数、オフセット項を CD とした。確率分布はポワソン

分布または負の二項分布に従うものと仮定した。 
林相の「CJ」はスギ林、「CO」はヒノキ林、「BR」は広葉樹林を示す（表 5 も同様）。 
「>」と「<」は変数の各群間に有意差がみられた撮影頻度の大小関係を示す。「***」
は 0.1％、「**」は 1％、「*」は 5％水準で有意な差がみられたことを示す。「n.s.」は有

意差がみられなかったことを示す。「NA」は全ての調査地の撮影頻度が 0 の群を含むた

め解析不可であったことを示す（表 5 も同様）。 
 
 
 
表 5 地域および林相による各中大型哺乳類種の撮影頻度の差についての多重比較の結果 

区分 種 
地域  林相 

丹沢-箱根 丹沢-小仏 箱根-小仏 CJ-CO CJ-BR CO-BR 
在来種 ニホンジカ > *** > *** > ***  n.s. < * < * 
 タヌキ n.s. n.s. n.s. < ** < *** < ** 
 イノシシ n.s. > *** > *** n.s. < * < * 
 アナグマ > *** n.s. < *** n.s. < *** < ** 
 ニホンノウサギ n.s. > * > * n.s. < * n.s. 

 ニホンザル NA < ** NA n.s. n.s. n.s. 
 ニホンテン > *** > *** < *** < * < * n.s. 
 キツネ NA n.s. NA < *** < *** n.s. 
 ニホンイタチ n.s. n.s. > * n.s. < ** n.s. 

 ツキノワグマ NA > ** NA n.s. n.s. n.s. 
  ニホンカモシカ > * > * n.s.  n.s. n.s. n.s. 
外来種 ハクビシン > * > *** n.s. n.s. n.s. n.s. 
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表 4 の一般化線形モデルによる検定後、Tukey の方法を用いて多重比較を行った。 
 

 

 

表 4 　各中大型哺乳類種の撮影頻度と各変数との関係についての一般化線形モデルによる解析結果

応答変数を各哺乳類種の撮影個体数、オフセット項を CD とした。確率分布はポワソン分布または
負の二項分布に従うものと仮定した。
林相の「CJ」はスギ林、「CO」はヒノキ林、「BR」は広葉樹林を示す（表 5 も同様）。
「>」と「<」は変数の各群間に有意差がみられた撮影頻度の大小関係を示す。「***」は0.1％、「**」は1％、
「*」は5％水準で有意な差がみられたことを示す。「n.s.」は有意差がみられなかったことを示す。「NA」
は全ての調査地の撮影頻度が 0 の群を含むため解析不可であったことを示す（表 5も同様）。

表 4 各中大型哺乳類種の撮影頻度と各変数との関係についての一般化線形モデルによる

解析結果 
区分 種 

地域  時点  季節  林相 
丹沢-箱根 丹沢-小仏 1-2 巡目 夏-冬 CJ-CO CJ-BR 

在来種 ニホンジカ > *** > ***  < ***  > ***  n.s. <  ** 
 タヌキ n.s. n.s. > *** > * < ** < *** 
 イノシシ n.s. > *** > ** > *** n.s. < ** 
 アナグマ > *** n.s. n.s. > *** < * < *** 
 ニホンノウサギ n.s. > ** > *** < *** n.s. < * 
 ニホンザル NA < ** > * n.s. n.s. n.s. 

 ニホンテン > *** > *** < ** < * < * <  * 
 キツネ NA n.s. > *** > *** < *** < *** 
 ニホンイタチ < * n.s. n.s. n.s. n.s. < ** 
 ツキノワグマ NA > *** n.s. NA n.s. n.s. 
  ニホンカモシカ > ** > **  n.s.  > *  n.s. n.s. 
外来種 ハクビシン > ** > *** n.s. > *** n.s. n.s. 

 イエネコ > *** n.s. > ** n.s. n.s. n.s. 
 アライグマ n.s. < *** n.s. n.s. n.s. n.s. 

  イヌ > *** > ***  n.s.  < ***  n.s. n.s. 

応答変数を各哺乳類種の撮影個体数、オフセット項を CD とした。確率分布はポワソン

分布または負の二項分布に従うものと仮定した。 
林相の「CJ」はスギ林、「CO」はヒノキ林、「BR」は広葉樹林を示す（表 5 も同様）。 
「>」と「<」は変数の各群間に有意差がみられた撮影頻度の大小関係を示す。「***」
は 0.1％、「**」は 1％、「*」は 5％水準で有意な差がみられたことを示す。「n.s.」は有

意差がみられなかったことを示す。「NA」は全ての調査地の撮影頻度が 0 の群を含むた

め解析不可であったことを示す（表 5 も同様）。 
 
 
 
表 5 地域および林相による各中大型哺乳類種の撮影頻度の差についての多重比較の結果 

区分 種 
地域  林相 

丹沢-箱根 丹沢-小仏 箱根-小仏 CJ-CO CJ-BR CO-BR 
在来種 ニホンジカ > *** > *** > ***  n.s. < * < * 
 タヌキ n.s. n.s. n.s. < ** < *** < ** 
 イノシシ n.s. > *** > *** n.s. < * < * 
 アナグマ > *** n.s. < *** n.s. < *** < ** 
 ニホンノウサギ n.s. > * > * n.s. < * n.s. 

 ニホンザル NA < ** NA n.s. n.s. n.s. 
 ニホンテン > *** > *** < *** < * < * n.s. 
 キツネ NA n.s. NA < *** < *** n.s. 
 ニホンイタチ n.s. n.s. > * n.s. < ** n.s. 

 ツキノワグマ NA > ** NA n.s. n.s. n.s. 
  ニホンカモシカ > * > * n.s.  n.s. n.s. n.s. 
外来種 ハクビシン > * > *** n.s. n.s. n.s. n.s. 

 イエネコ > *** n.s. < * n.s. n.s. n.s. 
 アライグマ n.s. < *** < *** n.s. n.s. n.s. 
  イヌ > *** > *** n.s.  n.s. n.s. n.s. 

表 4 の一般化線形モデルによる検定後、Tukey の方法を用いて多重比較を行った。 
 

 

 

表4の一般化線形モデルによる検定後、Tukeyの方法を用いて多重比較を行った。

表 5　地域および林相による各中大型哺乳類種の撮影頻度の差についての多重比較の結果



67神奈川県の水源林整備地における 中大型哺乳類の種構成とニホンジカの生息状況

 
 

図 2 地域ごとの各中大型哺乳類種の撮影頻度の平均値 

バーは標準偏差を示す（図 3～5 も同様）。 
 

図 3 時点ごとの各中大型哺乳類種の撮影頻度の平均値 
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図 4 季節ごとの各中大型哺乳類種の撮影頻度の平均値 

 
 

図 5 林相ごとの各中大型哺乳類種の撮影頻度の平均値 
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図 5 林相ごとの各中大型哺乳類種の撮影頻度の平均値 
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割合は 2 巡目の方が高くなる傾向があり（図 7）、

時点間の有意な差があった（表 6）。箱根地域の夏

の人工林と広葉樹林の 2 巡目の雌の割合は丹沢地域

と同水準まで高くなった（図 7）。また、シカの撮

影頻度が高くなると雌の割合が有意に高くなった

（表 6）。

このような地域によるシカの撮影頻度および性比

の差は、神奈川県内におけるシカの分布拡大の過程

や各地域の定着状況の違いが要因となっていると考

えられる。多くの哺乳類や鳥類で、雄が遠く離れた

場所に分散するのに対して雌は定着性が強いことが

知られており（Greenwood 1980）、ニホンジカでも分

布拡大の初期は雄の比率が高く、その後、定着が進

むにつれて雌の割合が高くなる（浅田 2013、出口・

村山 2016）。本研究においてもシカの撮影頻度には

雌の割合に対する有意な正の効果が認められた（表

6）。そのため、2000 年代にシカの生息が確認され始

めた箱根地域と小仏地域（永田ほか 2013）は、少な

くとも 1巡目の時点では丹沢地域と比較してシカの

定着が進んでいなかったと考えられる。しかし、箱

根地域と小仏地域はともに 1巡目から 2巡目にシカ

の撮影頻度および雌の割合が高くなっており、これ

ら 2地域でシカの生息密度が高くなっていると推測

される。特に、箱根地域では本研究の調査期間の 4

～ 6年間でシカの定着が急速に進んだと考えられる。

3　まとめ
以上のように、神奈川県の水源林が 15 種の中大

型哺乳類の生息地として機能していることが明らか

となった。特に、多くの在来種の撮影頻度が広葉樹

林で高く、哺乳類の保全に配慮した森林管理を考え

ていくうえでは、水源林のなかでも広葉樹林がある

ことが重要となる可能性がある。

また、シカの撮影頻度および性比の結果から、水

源林の 3 地域のシカの定着状況の違いを把握するこ

とができた。丹沢地域の多くの地点でシカが高密度

化し、2018 年度に箱根地域でシカが急増し、小仏

地域でも 2015 年度から微増が続いているという結

果が区画法によるシカの生息密度推定でも得られて

おり（石川ほか 2023）、このようなシカの増加傾向

は本研究では自動撮影カメラによる撮影頻度の増加

と雌の割合の増加として把握された。

今後は、各調査地の施業履歴や、階層構造、林床

植生状況などの詳細なデータを取得し、各哺乳類種

の生息状況と併せて解析し、神奈川県で推進されて

いる森林整備がこれらの哺乳類の多様性に及ぼす効

果を検証していく必要がある。

 

表 6 シカの雌の割合と各変数の関係についての一般化線形モデルによる解析結果 
変数 結果 係数 標準誤差 z 値 Pr(>|z|) 
(Intercept)  0.377 0.110 3.444 < 0.001 
地域 丹沢 > 箱根 1.477 0.106 13.944 < 0.001 

 丹沢 > 小仏 2.115 0.136 15.549 < 0.001 
林相 ヒノキ林 > スギ林 0.244 0.090 2.714 < 0.01 
  広葉樹林 ≒ スギ林 0.125 0.090 1.391 0.164 
時点 2 巡目 > 1 巡目 1.080 0.089 12.095 < 0.001 
季節 夏 > 冬 0.220 0.085 2.602 < 0.01 
シカ撮影頻度 正の効果 0.007 0.001 6.167 < 0.001 

シカの成獣が撮影されなかった調査地は除外した。応答変数をシカの成獣の雌の撮影個体

数とした。確率分布は二項分布を仮定した。 
 
 

表 7 地域および林相によるシカの雌の割合の差についての多重比較の結果 
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地域 丹沢 > 箱根 1.477 0.106 13.944 < 0.001 

丹沢 > 小仏 2.115 0.136 15.549 < 0.001 
  箱根 > 小仏 0.638 0.129 4.927 < 0.001 
林相 ヒノキ林 > スギ林 0.244 0.090 2.714 < 0.05 

ヒノキ林 > 広葉樹林 0.369 0.093 3.947 < 0.001 
  スギ林 ≒ 広葉樹林 0.125 0.090 1.391 0.345 

一般化線形モデルによる検定後、Tukey の方法を用いて多重比較を行った。 
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とを示す（Wilcoxon の符号順位検定）。
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丹沢山地堂平地区のブナ林における 
ニホンジカの採餌行動と中大型哺乳類の撮影記録

大石圭太 *・雨宮　有 *・山根正伸 *

* 神奈川県自然環境保全センター研究企画部研究連携課（〒 243-0121 神奈川県厚木市七沢 657）

Ⅰ　はじめに

神奈川県では、ニホンジカ（以下、シカ）による

採食圧により劣化した植生の回復等を目標として、

2003 年に「ニホンジカ保護管理計画」を策定し、

シカの適正な個体数調整のための管理捕獲が実施さ

れている（神奈川県 2023）。

本研究では、シカの管理捕獲に関わる基礎資料を

得るため、2003 年から管理捕獲が継続して実施さ

れている丹沢山堂平地区において、赤外線センサー

付き自動撮影カメラを設置し、シカの月ごとおよび

時間帯ごとの撮影頻度を算出した。また、撮影され

た動画から採餌等の行動の撮影頻度を記録した。シ

カ以外に撮影された中大型哺乳類の撮影頻度につい

ても基礎資料として併せて報告する。

Ⅱ　調査方法

1　調査地とカメラの設置
調査は、2019 年 9 月～ 2021 年 11 月に、丹沢山

の堂平地区（神奈川県愛甲郡清川村、標高約 1,200

ｍ）のブナ林で行った（約 2.7ha、図 1）。区画法に

より推定された堂平地区のシカの生息密度は、2020

年が 7.5 個体 / ㎢、2021 年が 12.5 個体 / ㎢であっ

た（石川ほか 2023）。調査地周辺ではシカの採食の

影響で下層植生が衰退し、低木はほとんど見られず、

林床植被率は約 20％であった。獣道を通過する動

物を狙って撮影するよう、10 台の赤外線センサー

付き自動撮影カメラ（ハイクカムSP 2、ハイク(株)、

旭川市、以下、カメラ）を設置した（図 1）。No.7

のカメラはスズタケが繁茂する植生保護柵内に設置

したが（図 1）、2019 年 10 月の台風 19 号による倒

木で柵の一部が破損し、それ以降、シカの侵入が確

認されており、2020 年春にはスズタケが著しく矮

小化もしくは枯死した。

カメラの設置方法は、立木に約 1.5 ｍの高さで固

定し、撮影画面上で空（樹木を含む）と地面の面積

割合がおおむね 2：8 になるようアングルを調整し

た。撮影モードは 1 分間の動画撮影とし、次の撮影

までのインターバルは「0 秒」とした。センサーの

感度は中程度としたが、空打ちが多い状況が続く場

合には感度を落とす等、適宜調整した。電池および

 

図 1 調査地の位置図（上）と概略図（下） 

  

丹沢山 

調査地 

10 km

図 1　調査地の位置図（上）と概略図（下）
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記録媒体は約 1～ 3ヶ月おきに交換した。

2　撮影個体の記録と撮影頻度の算出
PC の画面上で自作の動画解析プログラムにより

撮影動画を再生し、撮影された種の同定を行い、1

回の撮影ごとにカメラ番号、日時、撮影された種、

撮影個体数等を記録した。哺乳類の和名や学名は原

則的に世界哺乳類標準和名（川田ほか 2018）に準

じた。ただし、「キツネ」の和名については便宜的

にそのまま総称を用いることとした。5 分以内に同

種が連続して撮影された場合には、身体的特徴から

明らかに別個体でない限り同一個体とみなし、何回

撮影されても 1 回の撮影とみなした。なお、撮影さ

れた哺乳類の中で、コウモリ類、ネズミ類、リス類

といった飛翔性や樹上性、小型の哺乳類は検出漏れ

が多いと推測されるため、解析から除外した。

シカについては撮影個体の行動についても記録し

た。地面に鼻先を近づけて地表を探っている行動を

示した個体は「採餌」として記録した。採餌等の行

動がみられず、カメラの前を歩行または走って通り

過ぎていく行動は「素通り」とした。その他、立っ

たまま静止していたり、座って休んでいたり、雄同

士の角合わせ等の行動は「その他」とした。

設置した 10 台のカメラで撮影された個体数を合

算し、100Camera・Day（カメラ数・稼働日数、以下

CD）あたりに換算した撮影頻度を算出した。点検時

にカメラが作動していなかった場合の稼働日数につ

いては、記録媒体の容量不足の場合は最後の撮影日

まで、バッテリー切れの場合は最後の撮影日とカメ

ラ点検日の中間日までを稼働日に含め、設置日と撤

去日の稼働日数は 0.5 日として扱った。

Ⅲ　結果および考察

1　シカの撮影頻度
全調査期間を通した 7,817.5CD でシカは 5,547 個

体撮影された。月ごとのシカの撮影頻度は 31.5 ～

127.7（撮影個体数 /100CD）で推移し、その増減の

パターンは年により異なり、2 年間で共通した季節

変化はみられなかった（図 2）。時間帯ごとの撮影

頻度は、3 ～ 4 月、5 ～ 6 月、7 ～ 8 月、9 ～ 10 月、

11 ～ 12 月では、概ね毎年同じ傾向を示し、日の出

および日の入り前後の薄明薄暮の時間帯がピーク

で、正午前後の撮影はほとんどなく、昼間より夜間

の撮影頻度が高かった（図 3b ～ f）。これに対して、

1 ～ 2 月では日中の撮影頻度が高かった（図 3a）。

これらの結果は本調査地周辺での管理捕獲の実施に

適した時期・時間帯の判断材料になると考えられる。

「採餌」行動が観察された個体数は全撮影個体数

の 61.2％を占め、採餌が最も多く記録された行動

であった。次いで「素通り」が 36.3％、「その他」

が 2.6％記録された。全調査期間中にカメラごとに

撮影された採餌の割合は 10 台のうち 9 台で 51.6 ～

71.4％、残りの No.2 のカメラは 35.9％であり、シ

カが示す行動はカメラの設置地点ごとにやや異なっ

た。月ごとの採餌の撮影頻度は 9.4 ～ 102.3 と変動

 

 

 

 

 

 

 

図 2 各月のシカの行動ごとの撮影頻度 

※撮影頻度は 100CD あたりの撮影個体数を示す（図 3, 4、表 1 も同様）。 
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表 1 各中大型哺乳類種の撮影状況 

目 科 種 学名 撮影個体数 ％ 撮影頻度
偶蹄 シカ ニホンジカ Cervus nippon 5547 76.80 70.96
食肉 イタチ アナグマ Meles anakuma 842 11.66 10.77
食肉 イヌ キツネ* Vulpes vulpes 243 3.36 3.11
偶蹄 イノシシ イノシシ Sus scrofa 231 3.20 2.95
食肉 イタチ ニホンテン Martes melampus 154 2.13 1.97
食肉 イヌ タヌキ Nyctereutes procyonoides 149 2.06 1.91
食肉 ジャコウネコ ハクビシン Paguma larvata 36 0.50 0.46
食肉 クマ ツキノワグマ Ursus thibetanus 12 0.17 0.15
食肉 イタチ ニホンイタチ Mustela itatsi 7 0.10 0.09
偶蹄 ウシ ニホンカモシカ Capricornis crispus 2 0.03 0.03

撮影頻度が高い順に示す。 
目名、科名、種名、学名は原則的に世界哺乳類標準和名（川田ほか 2018）に準じた。 
*種名の「キツネ」に関しては、今回は便宜的に総称を採用した。 
 
 
 

図 4 各中大型哺乳類種の月ごとの撮影頻度 
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*種名の「キツネ」に関しては、今回は便宜的に総称を採用した。
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が激しかったが、特に 2020 年 7 ～ 9 月は採餌の撮

影頻度が最も高く（図 2）、調査期間中の調査地点

ではこの時期にシカによる採食圧が最も高かったと

推測される。また、採餌行動を示す個体は夏だけで

なく冬にも観察された。シカは餌の乏しい環境では

落ち葉も餌として利用しており（Takahashi and 

Kaji 2001）、通年で調査地点を餌場として利用して

いたと考えられる。

2　各中大型哺乳類種の撮影頻度
本研究全体で 2 目 7 科 10 種の中大型哺乳類が計

7,223個体撮影された。撮影頻度はシカが最も高く、

中大型哺乳類全体の 76.8％を占め、撮影頻度は

71.0（撮影個体数 /100CD）であった（表 1）。その他、

アナグマ、キツネ、イノシシ、ニホンテンの撮影頻

度が高かった（表 1）。アナグマは 12 月～ 4 月の撮

影頻度が著しく低く（図 4）、この時期に冬眠して

いると考えられる。これに対して、ニホンテンの撮

影頻度は 2019 年と 2020 年ともに冬の撮影頻度が高

かった（図 4）。イノシシは 2020 年 12 月～ 2021 年

2 月、キツネは 2021 年 7 ～ 9 月と、限られた期間

に撮影頻度が高かった（図 4）。

3　まとめ
本調査地では撮影された中大型哺乳類の大部分が

シカであり、時期により採餌の撮影頻度は大きく異

なるが、通年でシカの採食場所となっていたと考え

られる。ただし、カメラを設置した地点ごとに採餌

行動が観察される割合がやや異なっていた。今後、

他のモニタリング地区でも自動撮影カメラによるシ

カの行動観察のデータを蓄積させ、地形や植生など

の環境条件とシカの採食行動との関係を明らかにし

ていく必要がある。
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丹沢山地におけるニホンカモシカの生息密度（2017-2021 年度）

永田幸志 *,**・永井広野 *,***

Density of Japanese serow in the Tanzawa Mountains

Koji Nnagata*,**, Koya Nagai*,***

* 神奈川県自然環境保全センター自然保護公園部野生生物課　（〒 243-0121　神奈川県厚木市七沢 657）

** 現所属　神奈川県環境農政局緑政部自然環境保全課　（〒 231-8588　横浜市中区日本大通１）

***現所属　神奈川県県西地域県政総合センター森林部水源の森林推進課　（〒258-0021　神奈川県足柄上郡開成町吉田島2489-2）

１．はじめに

ニホンカモシカ（Capricornis crispus　以下カ

モシカ）は、特別天然記念物に指定されており、神

奈川県レッドデータ生物報告書（神奈川県生命の星・

地球博物館　2006）により準絶滅危惧種に分類され

ている希少動物である。しかしながら、神奈川県に

おける生息状況については、基礎的な情報が極めて

少ない状態であった。このため、永田ら（2007,2018）

は、2004 ～ 2005 年度および 2012 ～ 2015 年度に神

奈川県自然環境保全センターが実施したニホンジカ

（Cervus nippon　以下シカ）の生息密度調査（11

月～ 1 月に実施）の際に目撃されたカモシカの個体

数から丹沢山地における生息密度を算出し、シカに

比べて低い生息密度で生息していることを確認し

た。しかしその後、神奈川県のカモシカの生息状況

に関する調査は行われておらず、依然として基礎的

な情報が不足していた。

そこで本稿では、継続実施されているシカの生息

密度調査時に目撃されたカモシカの個体数から、新

たに 2017 年度～ 2021 年度の生息密度を算出したの

で報告する。

２．調査地域

調査地域は丹沢山地を含む、神奈川県相模原市（旧

津久井町の範囲）、秦野市、厚木市、伊勢原市、足柄

上郡松田町、足柄上郡山北町、愛甲郡愛川町、愛甲

郡清川村であり、標高 100 ｍ程度の山麓域から標高

1600m 程度の高標高域まで広域を対象に実施した。

３．調査方法

神奈川県では、ニホンジカ管理計画に基づくモニ

タリングとして、区画法 (Maruyama and Furubayashi 

1983) による生息密度調査が 2003 年度以降毎年度

実施されている（神奈川県　2023）。調査区は、概ね、

ニホンジカ管理計画（神奈川県　2017）に示された

管理ユニットごとに丹沢山地に 48 箇所（2021 年度

時点）設定されている。調査は、管理捕獲が行われ

ている管理ユニット等、毎年 30 箇所程度で実施し

ており、3 年程度で全ての調査区で調査が実施され

る（毎年調査される調査地もある）。

調査は、森林内の見通しがよくなり発見精度の高

くなる 11 月下旬から 1 月下旬にかけて実施した。

調査地域は急峻な場所も多く、調査時に危険を伴う

ため、あらかじめ踏査ルートを設定して行った。調

査時間は 1 時間 30 分とし（踏査ルートの距離が長

い丹沢山調査区は 2 時間）、踏査ルート上で目撃し

たシカに加えて、カモシカについても発見時刻と頭

数を地図上に記録した。

2017 年度から 2021 年度の 5 か年で実施された調

査結果から、カモシカの目撃頭数と調査面積を用い

て生息密度を算出した。なお、県による調査以外に、
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清川村の札掛調査区では、NGO である丹沢けものみ

ちネットワークが毎年ニホンジカの生息密度調査を

実施している（永田・岩岡 2011）ため、札掛調査

区を加えて 49 箇所の調査区についてカモシカの生

息密度を算出した。ただし、同一調査区で複数年に

目撃のあった場合は最も高い密度を代表値とした。

４．調査結果および考察

2017 年度から 2021 年度の 5 年間に累計 167 箇所

で調査が実施され、カモシカが目撃された調査区は

49 箇所中 32 箇所（複数年で目撃のあった調査区は

15 箇所）（図１）、5年間の累計では 51 箇所であった。

生息密度の最大値は三廻部林道調査区と大室山下

調査区の2.1頭 /㎢であり、平均は0.6頭 /㎢であっ

た。調査期間中、シカの生息密度が 20 頭 / ㎢以上

になる調査区が複数あったこと（神奈川県 2023）

と比較して、カモシカは極めて低い密度で生息して

いると考えられた。また、2012 ～ 2015 年度の生息

密度は、最大 2.2 頭 / ㎢、平均 0.4 頭 / ㎢であった

（永田ら　2018）ことから、生息密度に大きな変動

はなかったと考えられる。

カモシカは当歳子をつれているメス以外は、ほと

んど単独かつ縄張りをもって生活する（岸本　

1996、落合　2016）ため、シカのように極端に高密

度化することは少ない。他地域でこれまでに観察さ

れた事例でも生息密度は低く、環境省（2010）が実

施した全国調査では 2 ～ 3 頭 / ㎢程度と報告され、

文化庁（2022）が全国の保護地域で実施した調査

（2015 年～ 2021 年実施）でも 3 頭 / ㎢以下程度の

生息密度となっている。調査方法が異なるため単純

な比較はできないものの、丹沢山地のカモシカの生

息密度も、全国と比較しても同程度の生息密度と考

えられた。

カモシカはシカのように自然植生にインパクトを

与えることはない（環境省 2010）とされており、丹

沢山地でも自然植生への影響や農林業被害は報告さ

れていない。むしろ生息密度が極めて低いと考えら

れる現状では、保護の必要性が高いと考えられる。

また、箱根山地においてカモシカは、神奈川県レッ

ドデータ生物調査報告書では 1995 年時点で生息して

いないとされており（神奈川県立生命の星・地球博

物館 1995）、明治期に絶滅したと推測されている（關 

2022）。しかし、近年、箱根山地では自動撮影カメラ

によるカモシカの撮影記録が報告されており（關 

2022）、今後その動向が注目される。

生息密度の低い動物は直接観察による調査で生息

状況を把握することが難しいため、今後、丹沢山地

でも各種事業で実施されている自動撮影カメラ調査

の結果を活用して、希少動物であるカモシカの生息

状況を把握する必要があると考える。
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図 1.　ニホンカモシカ生息密度（2017 年度 -2021 年度）

※数字は「頭 /k㎡」を示す。「0」は目撃の無かった調査地。数字周囲の区画が調査範囲。
※複数年で目撃された調査地では最も高い密度を表示。
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１　はじめに

ニホンカモシカ（Capricornis crispus　以下カ

モシカ）は、特別天然記念物に指定されており、神

奈川県レッドデータ生物報告書（神奈川県立生命の

星・地球博物館　2006）により準絶滅危惧種に分類

されている希少動物である。神奈川県におけるカモ

シカの生息状況については、限られた報告ながら、

丹沢山地における柴田（1964）による目撃記録の記

載や、永田ら（2007、2018）がニホンジカ（Cervus 

nippon　以下シカ）の生息密度調査の際に目撃した

カモシカの個体数から算出した生息密度の報告等の

記録がある。

一方、箱根山地については、カモシカは江戸時代

には生息していたと推察されるが（神奈川県立生命

の星・地球博物館 1995）、伊豆では 1922 年までに

狩猟圧で絶滅したとされており (常田 2019)、箱根

町以南から伊豆半島にかけては、近年の確実な生息

情報は得られていないことから（環境省自然環境局

生物多様性センター　2019）、この地域の個体群は

絶滅したものと推察されていた（關　2022）。

ところが、2017、2019 年に箱根町南部に設置し

た自動撮影カメラにカモシカが撮影され（關　

2022）、カモシカが箱根山地に定着している可能性

が指摘された（關　2022）。他方、自然環境保全セ

ンターが箱根山地においてシカの生息状況把握のた

めに実施している自動撮影カメラ調査でもカモシカ

が撮影されたことから、生息状況の基礎資料とする

ため報告する。

２　調査地域

調査は神奈川県小田原市（久野）、南足柄市（明神ヶ

岳周辺、三竹）、箱根町（明神ヶ岳周辺、宮城野）

で実施し、3 次メッシュ（約１km 四方）単位で、25

メッシュを対象とした。（図１）。

３　調査方法

森林管理者の承諾を得る等必要な手続きを経て、

調査地域に自動撮影カメラ（ハイクカム SP2、 BMC 

図１　カメラを設置した 3次メッシュ
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SG560K-12mHD 等）を 2018 年 2 月に小田原市・南足

柄市内に 90台設置し、2018 年 12 月に箱根町・南足

柄市内に 35 台を追加設置し、2022 年 1月まで継続

設置した。ただし、調査期間中にカメラ設置個所で

森林整備が実施されたため、一部カメラは撤去した。

カメラは、3次メッシュ内の公的管理森林の中に、

なるべくランダムに配置した。1メッシュあたりの

設置台数は 5-10 台程度であった。カメラの設定は表

１に示すとおりの動画での撮影とし、設置高さはイ

ノシシ等の野生動物からの接触を避けるため、地上

高約 0.5m 以上とした。撮影された動画ファイルは定

期的に回収し、カモシカが撮影された日時と個体数

を動画ファイルごとに記録した。ただし、1分以内

に連続して撮影され、明らかに同一個体と判断でき

る個体が撮影された複数の動画ファイルは、まとめ

て 1つの動画ファイルとみなした。カモシカは角の

形状や顔の模様等から個体識別が可能とされている

ことから、今回の撮影個体のうち頭部全体が撮影さ

れた個体について、角の形状および顔の模様を元に

個体識別を試みた。

４　調査結果および考察

2018 年 2 月～ 2022 年 1 月までの撮影期間中、カ

モシカは 25 メッシュ中 9 メッシュ（図 2）の 12 地

点で、累計 25 回、26 頭が撮影された。4 地点につ

いては複数回の撮影があった。同時に 2 頭の撮影が

あったのは１回のみで、その他は 1頭の撮影だった。

撮影された個体のうち幼獣と判別できた個体はいな

かった。市町村別に集計した撮影頭数は、小田原市

内 8 頭、南足柄市内 16 頭、箱根町内 2 頭であった。

頭部全体が撮影された個体の角の形状および顔の模

様から、4個体の識別が可能であった（図 3）。

今回の調査結果から、關（2022）による 2017 年、

2019 年の撮影記録と同時期に、5km ほど離れた複数

地点で複数個体のカモシカが確認されたことになる

ため、關（2022）が指摘するように、近隣の他地域

から特定個体が一時的に移動してきたとは考えにく

く、箱根山地に定着していると考えられた。

本県におけるカモシカの行動圏は不明だが、カモ

設定項目 設定

モード 動画

センサー感度 中（調査地点により低）

解像度 HD(720p)

ディレイ 無し

撮影時間 10 秒

※ 2018 年 11 月まではディレイ 10 秒、撮影時間 1分

表１　カメラの設定条件

図２　カモシカが撮影された 3次メッシュ

図３　識別が可能だった個体
1：左角が根本から折れている、2 : 左角の先端が折れている、

3：角折れがなく顎下の毛が黒い、4：角折れがなく顎下の毛が白い

11 22 33 44
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シカの同性同士はナワバリ（排他的な行動圏）を形

成し、行動圏が重複しないため（文化庁　2022、岸

本 1996）、群れを形成するシカのように高密度化す

るとは考えにくく、丹沢山地においても低密度で分

布していると推測されている（永田ら　2018）。本

カメラ調査においても、撮影のあった地点、撮影頭

数共に少なかったことから、生息密度は非常に低い

と推測される。本県におけるカモシカの生息状況に

関する情報は非常に少ないため、今後も生息状況に

関する情報収集を続ける必要があると考える。

５　謝辞
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要　旨

　安部豊・内山佳美：< 翻訳 > 流出特性に対する岩盤地下水挙動の影響：丹沢山地西部花崗

閃緑岩源流域における研究事例 . 神奈川県自環保セ報告　本稿は、Abe et al.,(2020)DOI: 

10.3178/hrl.14.62 を日本語訳した資料である。丹沢山地西部に位置する花崗閃緑岩源流域（NA

および NB）における流出形成プロセスに対する岩盤地下水動態の影響を明らかにするために、

流出量および岩盤地下水位（深さ 50m）の降雨流出応答と、Hydrological Cycle（HYCY）モデル

を用いて計算した水収支についての解析を行った。2013 年の年間流出量は、NA 流域で 398mm（降

水量の 21%）、NB 流域で 1,209mm（降水量の 63%）だった。岩盤地下水位は、年間で約 3m 変動し、

30mm の降水イベントに対して上昇する応答を示した。日基底流量と岩盤地下水位の正の相関関

係から、岩盤地下水が基底流出形成に寄与していることを示した。HYCY モデルで計算された年

間の岩盤地下水浸透量は、NA 流域で 656mm（降水量の 34%）、NB 流域で 52mm（降水量の 3%）であっ

た。これらの結果から、隣接する流域においても、岩盤地下水浸透量が大きい場合と無視でき

る程小さい場合が観察され、これらの岩盤地下水の動態の違いが、NA・NB 流域における流出量

の違いに影響していると推察された。

キーワード：runoff ; bedrock groundwater infiltration ; granodiorite ; HYCY model with 

outflow ; Tanzawa Mountains ; 流出 ; 岩盤地下水浸透 ; 花崗閃緑岩 ; 丹沢山地

資料
神自環保セ報 17（2023）85 − 94

< 翻訳 > 流出特性に対する岩盤地下水挙動の影響： 丹沢山地西部 花崗
閃緑岩源流域における研究事例 *

安部　豊 **・内山佳美 **

Effects of bedrock groundwater dynamics on runoff generation:
a case study on granodiorite headwater catchments,

western Tanzawa Mountains, Japan (Japanese Edition) *

Yutaka Abe**, Yoshimi Uchiyama**

* 本稿は、著者らが発表した Hydrological Research Letters に掲載した原著論文 Abe et al.,(2020)DOI:10.3178/

hrl.14.62 を、研究内容を広く普及するために日本語訳し、理解を助けるコメントを加筆したものである。Abe et al., 

(2020) が正式な論文であり、本稿は資料の扱いとなる。

** 神奈川県自然環境保全センター 研究企画部 研究連携課（〒 243-0121 神奈川県厚木市七沢）

Ⅰ .　はじめに

本稿は、著者が発表した Abe et al.(2020) を、

研究成果の幅広い普及と理解のために、日本語訳し

たものである。Abe et al.(2020) が正式な論文で

あり、本稿は「資料」の扱いとなる。なお、編集上

入れることができなかった文章や理解を助ける追記

コメントを［ ］で示した。

降水量、流出量および水質の観測による流出形成

プロセスの研究は、小スケールの集水域において多
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く 行 わ れ て い る（Dunne and Black,1970 ;  

Mosley,1979 ; Fukushima and Suzuki,1986）。これ

らの研究は、集水域における岩盤の浸透性が低く、

地下水の鉛直下向きの岩盤浸透や流域界を超えた流

動が少ないと仮定している。しかしながら、いくつ

かの流域で、岩盤への地下水浸透量が大きいことが

観察されている（Shimada et al.,1981 ; Kosugi et 

al.,2006）。また、多くの研究が、岩盤地下水が流

出の発生に重要な役割を果たすことを報告している

（Onda et al.,2001 ; Uchida et al.,2003）。

岩盤地下水の直接測定は物理的に難しいため、岩

盤地下水の浸透量や流出を推定する間接法の開発が

発達してきた。岩盤地下水浸透量の推定は、降雨量、

流出量、蒸発散量の観測・推定による水収支に基づ

いた方法が多く用いられてきた（Terajima et 

al .,1993 ; Katsuyama et al .,2010）。Oda et 

al.(2013) は、観測の難しい蒸発散量を含めずに岩

盤地下水浸透量を正確に推定できる塩化イオン収支

法を使用して、岩盤浸透量を定量化した。彼らは、

基定流量は、岩盤を通る地下水流と、2 ～ 3 次谷ス

ケールの集水域間の地下水移動によって決定されて

いることを観測した。さらに、Wakahara et al.

(2014) は、Hydrological Cycle（HYCY） モ デ ル

（Fukushima,1988 ; [ 日本語の場合は福嶌・鈴木

（1986）]）に、岩盤地下水浸透を含む集水域から外

に流動する地下水の機構を追加したモデルを構築す

ることで、インドネシアの砂岩流域において、地下

水の流域界を超えた流動によって基底流量が少ない

ことを示した。Kosugi et al.(2006) は、岩盤地下

水の浸透量を、直接観測した貴重な研究である。彼

らは、土壌と岩盤に設置したテンシオメータを使用

して水文観測を行い、岩盤への水の浸透を促進する

貯水バッファー（緩衝帯）としての土壌層の重要性

を明らかにした。ただし、定量的な岩盤地下水浸透

量を含む流出形成プロセスの調査事例は限られてい

る。さらに、山地源流域における岩盤地下水貯留お

よび流出形成プロセスを理解するためには、岩盤地

下水位と流出量などの観測と解析が重要であるにも

かかわらず、岩盤地下水位の直接観測は極めて稀で

あ る（Kosugi et al .,2011 ; Iwagami et 

al.,2010）。

本論文の目的は、花崗閃緑岩源流域における岩盤

地下水動態と、その流出形成プロセスに対する役割

を明らかにすることとする。直接的な岩盤地下水位

を含む水文観測データに基づく流出解析を実施し、

岩盤地下水浸透を定量化するための数値シミュレー

ションモデルの構築を行った。

Ⅱ .　研究方法

1.　研究対象地域
研究対象流域は、神奈川県北西部の丹沢山地西部

（北緯 35 度 28.0 度、東経 139 度 03.8 度）に位置す

るヌタノ試験流域にある源頭流域である（図 1）。

森林管理が水循環に及ぼす影響をモニタリングする

ために対象流域法を用い、隣接する 2 つの試験流域

を設定した。流域 NA（3.8ha）は、2014 年 4 月に植

生保護柵（シカ柵）を設置する処理流域とし、流域 

NB（3.1ha）は、施業を行わない対照流域（Control）

とした。試験流域の標高は、海抜530～ 705mであり、

地質は中新世の花崗閃緑岩からなる。NA 流域は深

い V 字型の谷であるが、NB 流域の傾斜は緩やかで

ある。土壌深度は、両流域の大部分を占める急な斜

面において数十センチメートルであるが、尾根と下

流の平坦地においては深度 2 ～ 3m に達する。両流

域の植生条件は類似しており、主にアカシデ

（Carpinus laxiflora）とケヤキ（Zelkova serrata）

1

図1. 調査地の位置と地形 (Abe et
al., 2020)

図 1.　調査地の位置と地形 (Abe et al ., 2020)
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で構成される広葉樹林で、スギ（Cryptomeria 

japonica）とヒノキ（Chamaecyparis obtusa）を含む。

1972 年の地すべり災害に対応して、2005 年までに複

数の砂防ダムが建設された。NA流域の砂防ダムは、

最上流のダムを除いて堆積物で満たされ、表層水は

しばしばダム堆積物に浸透することによってなくな

る。NB流域の砂防ダムの大部分は堆積物で満たされ

ておらず、表面流は年間を通じて連続して流出して

いる（横山ほか，2013）。平均年間降水量は2,400mm（ア

メダス、丹沢湖、2009 年から 2018 年）、平均気温は

12℃（内山ほか，2015）であった。

[ 本研究が含まれる神奈川県による水源環境保

全・再生施策については内山・山根（2008），神奈

川県環境農政部緑政課（2010）に、その一環の水循

環研究の実施方針は内山ほか（2013）に、ヌタノ沢

の水文地質に関しては横山ほか（2013）に、設置計

測機器、流出特性に関しては内山ほか（2015）に詳

しい ]

2.　観測・解析方法
河川流量観測のための V ノッチ堰（90°）を NA

と NB の流域末端に設置し、流出量を観察した。設

置標高は、NA と NB 流域ともに、530m.s.l で同一で

ある（図 1）。2011 年 4 月から、圧力式水位計（UIZ-

GY1000A、株式会社 UIZIN）を用いて 10 分間隔で堰

内の水位を観測した。流出量（Q）は、現場測定か

ら決定された H–Q 式を使用して、越流水位（H）か

ら計算した（内山ほか，2015）。また、降水量は、

NA 流量観測点付近に設置した転倒升式雨量計（OW-

34-BP、太田計器製作所）を用いて測定した。NA と

NB 流域の境界の尾根部に深さ 50m の地下水観測井

を掘削した（地盤高 585 m a.s.l.）。観測井掘削の

際に採取されたコアサンプルは、観測井の深さ全域

において、風化した石英閃緑岩であり、いくつかの

亀裂があった。強風化は、特に地表面から 31m の深

さまで、および 42–50m の深さに、分布していた（横

山ほか，2013）。地下水位は、圧力式水位計（UIZ-

WL1000-N19、株式会社 UIZIN）を用いて 1 時間間隔

で測定した。単一の降雨イベントは、降水量が 1 

mm 以上と定義し、降水が終了してから 24 時間以上

降水がない場合、イベント期間の終了として区切っ

た。直接流出量と基底流出量の分離には、Hewlett 

and Hibbert（1967）の時間単位の流出量に対する

0.0055 L/s/ha/h の分離線を使用した。

本研究では、Wakahara et al.(2014) が提案した

Fukushima(1988) の Hydrological Cycle（HYCY）モ

デルをベースとして岩盤地下水流出を含む集水域か

ら外に流動する地下水（outflow）を組み込んだ

HYCY model with outflow を使用した（以下、HYCY

モデルという）。岩盤地下水流出は、基盤岩を介し

て流域外に地下水が流出することであり、地下水の

深部浸透や流域界を超えた流動などを表す。ここで

は地下水深部浸透として扱うこととする [ 山地森林

流域、特にヌタノ沢試験流域の場合、流域界である

尾根の地下は基盤岩で構成されており、隣接流域へ

の移動も基盤岩を介した地下水の流動であると考え

られたため ]。モデル上での地下水深部浸透を表す

流出成分は、主に渓流水の河床から岩盤浸透が発生

すると仮定して、モデルの基底流出量タンクから流

出する基底流量に一定の割合を掛けることで計算し

た。モデルは、観測された流出量と降雨量の入力に

基づいて、流出量、基底流量、蒸発散量、および地

下水深部浸透量を出力することができる。流出量と

降雨量の観測データが利用できる場合、モデルの構

築によって、降雨流出過程の理解や、地下水深部浸

透を含む水収支の推定に効果的な方法である。蒸発

散パラメーターは、Fukushima(1988) の値を使用し

た。Fukushima(1988) の調査地は滋賀県南部の桐生

試験地であり、神奈川県西部に位置する本研究の対

象地域の西 300km に位置しているが、同様の年間蒸

発散量のため、それらのパラメーターを適用して推

定を行うこととした。例えば、Komatsu et al.(2008)

による年間気温に基づいた年間蒸発散量の推定式で

は、上記の 2 つのサイト間での蒸発散量の差は

20mm であり、日本全国の蒸発散量を推定している

近藤ほか（1992）での両サイトの周辺の推定年間蒸

発散量は 800–900mm であった。モデルの流出パラ

メーターの設定に関しては、モデルによる計算値と

観測値が、ハイドログラフにおいて基底流量および

流量の減衰曲線のパターンを再現すること、また、

年間流量の差を最小化することを重視して決定し

た。表 I に設定した流出パラメーターを示す。計算

された地下水岩盤浸透量は、次の式（1）のように

年間の水収支に基づいて検証された。

R＝ Q＋ ET ＋ B ＋∆ S　(1)
ここで、R（mm）は年間降水量、Q（mm）は流出量、

ET（mm）は蒸発散量、B（mm）は地下水岩盤浸透量、

∆ S（mm）は貯留量変化である。
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年間の流出特性に関しては、2012 年から 2018 年

までの観測期間について報告した。降雨流出の応答

と水収支の解析は、森林管理実施による植生変化の

影響がでていない状態で、かつ、地下水位データが

取得された期間である 2013 年 1 月 1 日から 12 月

31 日を対象とした。

Ⅲ .　結果

1.　流出量、降雨量、地下水位の年次変化
年間の流出量、平均地下水位（2012 ～ 2018 年）は、

年間降水量の変動に対応した変動傾向を示した（図

2a）。年間流出量は、NA 流域で 330 ～ 1,340mm（平均：

600mm、標準偏差：251mm）、NB 流域で 1,210 ～ 1,870mm

（平均：1,490mm、標準偏差：233mm）だった。NB 流

域における年間流出量は、NA 流域の流出量の 1.4

～ 4.1 倍だった。また、NA 流域では流量がなかっ

た日数が最大で年間 128 日間あったのに対して、NB

流域では流量がなくなることは観測されなかった

（図2b）。年間平均地下水位は564.7～565.5 m a.s.l 

だった。2012 年、2015 年、2018 年に年間降水量が

2,500mm を超えると、年間の流出量と平均地下水位

が増加した。一方で、2013 年、2014 年、2017 年で

降雨量が 2,000mm 以下になった際、年間の流出量の

減少が見られた。

2.　流出と地下水位の降雨に対する応答
NA、NB 両流域において、降雨イベントの際に流

出量の増加および地下水位の上昇が観測され、基底

流量の日変動と地下水位に似た変動傾向を示した

（図 3）。2013 年 9 月 15 日～ 17 日の 350.5mm の降雨

イベントに対して、NA および NB 流域における日最

大流出量は、それぞれ 46.5 および 47.8mm/day が観

測された。NA流域の日基底流量は、0～3.1mm/dayで、

平均値は 0.7mm/day、NB 流域の日基底流量は 1.4 ～

5.2mm/day、平均は 2.8mm/day だった。地下水位は、

563.4 ～ 566.7 m a.s.l だった。流出量のハイドロ

グラフのベースライン（≒基底流量）は、地下水位

Parameters NA NB
C Areal ratio of a channel system 0.035 0.035
j Ratio of channel evaporation for transpiration 2 2
D16 Effective depth of the top soil which the runoff ratio of storm flow 

from a forested hillslope system equals to 16 % (mm)
38 18

D50 Effective depth of the top soil which the runoff ratio of storm flow 
from a forested hillslope system equals to 50 % (mm)

100 120

Kc Parameter of storage function at a channel system (mm2/5 h3/5) 2 2
Kh Parameter of storage function for storm flow at a Forested hill 

slope system (mm2/5 h3/5)
3 6

Kin Parameter of storage function for the top soil (h) 3 2
Pb Parameter of storage function related to base flow 0.1 0.1
Kb Parameter of storage function related to base flow (mm9/10 h1/10) 2100 4000
K1 Parameter of outflow ratio (%) 70 5

表 I. HYCYモデルにおいて設定した流出パラメーター
(Abe et al., 2020)

表 I.　HYCY モデルにおいて設定した流出パラメーター (Abe et al ., 2020)
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流出のない日数の年間変動 (Abe et al ., 2020)
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変動と似た変動傾向だった。しかし、11 月と 12 月

には、地下水位と NB 流域の流出量は最低ではなかっ

たにもかかわらず、NA 流域の流出量は 0mm に減少

した。

降雨イベントと流出量の関係から、流出量と直接

流量はイベント降雨量に対して正の相関関係にあっ

た（ p<0.01）（図 4a）。［図 4a から、どの程度の降

水イベントの規模で、流出量、直接流出量、地下水

位の増加が発生するかを見る。］NA 流域の直接流出

量は、30mm を超える降雨イベントで増加し始めた。

NB 流域における直接流出量は、15mm 以上の降雨イ

ベントで明らかに増加することが観測された。さら

に、降雨イベントの地下水位の上昇高（イベント前

とピークの際の水位の差）は、イベントの降雨量（ p 

<0.01）と正の相関があり、10 mm 以上の降雨イベ

ントで顕著な増加がみられた（図 4a）。10 ～ 30 mm

の降雨イベントでは、地下水位は応答しないか、わ

ずかな増加（最大 20cm 程度）があった。30 ～

350mm の降雨イベントでは、地下水位の上昇高は 7

～ 300cm だった。NA および NB 流域における日基底

流量は、日平均地下水位と良好な相関関係を示した

（ p<0.01）（図 4b）。ただし、地下水位が約 564.7m で、

NA 流域の基底流量が 0 ～ 0.5mm であるプロットは、

NB 流域とは異なる傾向を示している。ちなみに、

降雨イベント時の図 4b のヒステリシスは、NA・NB

流域において時計回りと反時計回りの両方を示し、

日の分解能で違いが見られなかった。[ ヒステリシ

スについての補足説明：図 4b のような散布図のプ

ロットを時系列でつなげた場合に、流量と地下水位

とで増加 / 減衰のタイミングが異なると円を描くよ

うなグラフになる。この上昇と減衰の過程で x 軸と

y 軸のタイミングが異なることをヒステリシスとい

う。例えば、図 4b で、すべての降水イベントにお

いて反時計回りになった場合、地下水位が上昇した

後に基底流量が上昇し、ピーク後には地下水位が低

下した後に基底流量が低下していることになり、地

下水位が上昇することによって基底流量が増加する

という流出特性の可能性が読み取れる。しかし、本

研究では特筆した傾向はみられなかった ]
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3.　HYCY モデルと年間水収支
Wakahara et al.(2014) による HYCY モデルに表 I 

に示すパラメーターを設定し、観測された NA およ

び NB 流域における時間雨量データから、両流域に

おける流出量を計算した。図 5a に示す日計算流出

量と観測流出量を比較すると、おおよそ 1 対 1 の線

上にあった。さらに、計算流出量の日変動は、観測

流出量の基底流の日変動とおおよそ同じ傾向を再現

することができた（図 5b）。年間流出量で比較する

と、NA および NB 流域における計算値は、それぞれ

421mm および 1,208mm であり、観測値の 398mm およ

び 1,209mm と同等の値であった。ただし、時系列変

化では、1 月と 9 月～ 12 月の間は、NA 流域での流

出量を完全に再現できない期間があった。例えば、

11 月から 12 月にかけての NA 流域の流出量の急激

な減少を再現することはできなかった（図 5b）。

NA および NB 流域において、数値モデルから計算

された年間の岩盤地下水浸透量は、それぞれ 656mm

と 52mm だった。また、年間蒸発散量はそれぞれの

流域で 737mm と 738mm と計算された。ヌタノ試験流

域から 13km 東に位置し、同じ丹沢山地の森林集水

域 の 年 間 蒸 発 散 量 799 ～ 898mm（Momiyama et 

al.,2019）と比較すると、推定値は過小であった。

2013 年の NA および NB 流域における式（1）の水収

支を、年間量（mm）およびその降雨に対する割合（%）

として、図 6 に示した [ 元論文である Abe et 

al.(2020) では、NA・NB 流域の年間の水収支を下記

のように文章で示すにとどまった。本稿では、下記

の値をもとに水収支を図 6 に示した ]。各観測値お

よび推定値は、R:1,920mm ; QNA:398mm(21%) ; ETNA:737

mm(38%) ; BNA:656mm(34%) ; ∆SNA:129mm(7%) ; QNB:1,209

mm(63%) ; ETNB:738mm(38%) ; BNB:52mm(3%) ; ∆SNB: − 79 

mm( − 4%) であった [R,Q などの大文字は、式 1の通

りである。添え字の NA および NB は流域を表す ]。

小さな∆S 値（7% と－ 4%）は、推定値による水収支

がおおむね閉じていることを示した。さらに、推定

した損失量はNA流域で1,522mm、NB流域で711mmで、

観測値に近かった。

Ⅳ .　考察

1.　基盤岩地下水の挙動
本試験流域の観測井は 50m の深さであり、観測し

た地下水位は岩盤地下水の水位を表すと考えられ

る。それにも関わらず、対象期間の年に約 3.3m の

季節変動をし（図 3）、降雨の際には 30mm の降雨イ

ベントに対して水位が上昇する応答を観測した（図

4）。既存研究では、花崗岩の山地流域の深さ 12 ～

69m の観測井で、地下水位が 6～ 25m に変化したこ

とが報告されている（Kosugi et al.,2011 ; Fujimoto 

et al.,2014 ; Katsura et al.,2014）。これらの研究

における岩盤である花崗岩は、強度に風化した岩が

含まれている。本研究地域の地質コアサンプルから、

岩盤は強く風化した石英閃緑岩からなり、いくつか

の亀裂が見られた（横山ほか ,2013）。以上のこと

から、地下水位の大きな季節変動と降雨に対する地

下水位の反応は、風化した岩盤や亀裂を通しての降
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水のすばやい浸透によるものだと考えられる。［つ

まり、観測した地下水位の変動や降水に対する反応、

既存文献における同様の現象の観測から、本試験流

域では、本来なら地下水を浸透させにくいとされる

基盤岩においても地下水がすばやく移動しているこ

とが妥当であると確認した。］

岩盤地下水浸透量は、NA 流域では 656mm（年間降

雨量の 34%）であり、大きな割合を占めているが、

隣接する NB 流域では 52mm（降雨の 3％）であり、

無視できるほどの量しかなかった。観測された年間

損失量が、NA 流域で 1,522mm、NB 流域で 711mm と、

隣接する流域であるにも関わらず、大きな差があっ

たこと（図 2）は、NA 流域における岩盤地下水浸透

量が大きいことを示している［降水量と流出量の差

で計算される損失量は、蒸発散量 + 地下水浸透量で

構成される（式 1）。隣接して植生も似ている同規

模の NA・NB 流域において、蒸発散量が著しく異な

るということは考えにくい。そのため、NA・NB 流

域の約 800mm の差は地下水浸透量であることが推測

できる］。Kosugi et al.(2006) は、花崗岩の斜面

流域における年間の岩盤浸透が 475 ～ 1,070mm（降

雨の 35 ～ 55％）であることを観察した。さらに、

Katsuyama et al.(2010) はさまざまな空間スケー

ルを示す 5 つの近接する花崗岩流域における 90 ～

900mm の 岩 盤 浸 透 を 観 測 し て い る。Oda et 

al.(2013) は、丹沢山地東部の破砕堆積岩にある森

林流域において、年間 730mm（降雨量の 23％）の岩

盤浸透を観測した。本研究の結果は、隣接する源流

域でさえ著しく異なる岩盤浸透プロセスが存在する

ことを示した既存の研究と、同様であることを確認

した。

2.　基底流出量形成と岩盤地下水の寄与
年間の水収支において、NB 流域における大きい

流出量（1,209mm、降水量の 63%）と小さい地下水

岩盤浸透量（52mm、3%）と比較すれば、NA 流域の

小さい年間流出量（398mm、21%）は大きな岩盤地下

水浸透量（656mm、34%）に起因する可能性がある。

すなわち、NA 流域において岩盤浸透量が大きいた

め、流出量が低下したと考えられる。さらに、観測
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年流出入量(mm)
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図6. モデル計算値と観測値を用いたNAおよびNB流域に
おける水収支 (Abe et al. (2020) を基に作成)

図 6　モデル計算値と観測値を用いたNAおよびNB流域における水収支 (Abe et al.,  2020 を基に作成 )
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した岩盤地下水位は、NA・NB 両流域の基底流出に

大きな影響を与えていると考えられる（図 4）。ト

レーサー分析を用いた水文観測・研究において、岩

盤地下水が基底流量の形成に大きな影響を与えると

いうことが示されている（例：Onda et al.,2001 ;  

Katsuyama et al.,2005 ; Oda et al.,2013）。本研

究結果は、岩盤地下水が基底流量に影響を与えると

いう既往研究を裏付けた。ただし、11 月と 12 月に

岩盤地下水位および NB 流域の流出量が最低値でな

かったときに、NA流域の流出量は0mmに減少した（図

3）［一方で地下水位が最も低かったのは 9 月上旬で

は NA 流域の流出量は 0mm にはならなかった］。本研

究のモデルは、その期間の NA 流域の流出量を正確

に再現できなかった（図 5b）。Kosugi et al.(2011)

は、2.1ha の花崗岩流域で断層によって 3 つに分割

された小さな岩盤帯水層を発見し、各帯水層の空間

的な広がりと帯水層間の相互作用が、基底流量の時

系列変化における複数のピーク応答を制御すること

を示した。滞留時間と流出タイミングが異なる複数

の地下水貯留に関連するこのような流出プロセス

は、NA 流域で発生した流出量の大幅な減少を説明

しうる可能性がある。さらに、ハイドログラフから

（図 3）、NA 流域において流出量の観測値と計算値が

異なる期間は、大規模な降雨イベントで発生毎に変

化しているように見えるため [例えば、1月～ 3月、

4 月の豪雨後～ 9 月中旬、9 月中旬後～ 12 月におい

て、それぞれ観測値とモデル計算値のズレ方が異な

る ]、豪雨イベントによって渓流水付近に存在する

河床の堆積物が大きく移動することによって、流出

と貯留プロセスが変化する可能性もある。いずれに

せよ、本研究では、地下水岩盤浸透を基底流量から

一定の割合で計算する単純なモデルを用いたが、NA

流域の一部の期間における流出量の時系列変動を表

現できなかった。これは、NA 流域における流出プ

ロセスは、長期またはスケールの大きい地下水貯留

および流出システム、隣接する集水域での地下水相

互作用、流出パターンの時間的変化を含む複雑な貯

留 - 流出システムが存在していることを示してい

る。[ 難しい文章のため言い換える：本研究のシン

プルな数値モデルは、地下水岩盤浸透の推定はでき

たものの、細かい流出変動を再現するに至らなかっ

た。このことは、NA 流域の流出特性が流域内の年

水収支で説明できるほど単純ではなく、長期的かつ

複数の流域の相互作用を含む複雑な貯留 - 流出シス

テムを持っていることが示された。]

Ⅴ .　まとめ

花崗閃緑岩のヌタノ試験流域内の隣接する 2 つの

流域NAとNBにおける岩盤地下水浸透量を定量化し、

流出形成プロセスへの影響を明らかにすることを目

的として、降雨 - 流出解析および HYCY モデル構築

を実施した。その結果、次の結論に達した：

1.	� ヌタノ試験地域の基盤となる花崗閃緑岩は、

風化した岩盤や亀裂を通じて急速な降雨浸

透が観測され、透水性が高い。

2.	� NB 流域の平均基底流量（2.8mm/ 日）は、NA

流域（0.7mm/ 日）の 4 倍だった。これらの

流域の基底流量は、岩盤地下水位に制御さ

れる流出機構があると考えられる。

3.	� HYCY モデルを使用して、NAおよび NB流域で、

それぞれ年間 656mm（降水量の 34%）および

52mm（降水量の 3%）の岩盤浸透量を推定した。

NA 流域において年間地下水岩盤浸透量が大

きいことは、流出量と基底流量が NB 流域に

比べて少ないことに寄与している。

4.	� 基定流量の一定の割合を地下水岩盤岩浸透

量として推定する単純な数値モデルでは、

一部の期間における NA 流域の流出量の時系

列変動を再現できなかった。これは、流出

プロセスにおける長期的で複雑な地下水貯

留 -流出システムの存在を示唆している。

これらの結果から、岩盤地下水浸透量は、隣接す

る流域でも、著しく大きい場合と無視できる程小さ

い場合など、大きく異なる特性を示した。これらの

プロセスを解明するためには、複雑な岩盤地下水動

態を含む、長期的な地下水貯留および流出システム

や、土壌水と蒸発散量を加味した水収支など、さら

なる調査・研究が必要である。
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付ける。また上端外に著書名、通し番号をつける。

表題や注には英文を併記することができる。

（10）引用文献はアルファベット順に記載する。本

文中での引用は、該当人名に（年号）あるいは事

項に（人名 , 年号）をつけて引用する。後述の方
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法で同一年号の場合は年号のあとに発表順にａ、

ｂ、ｃをつける。誌名の略記法は和文の場合は慣

例により、欧文の場合は Forestry Abstracts に

ならう。巻通しページがある場合は巻のみとし、

ないときは、巻（号）を併記する。記載方法は次

の例に従う。

例

（ア）雑誌の場合

山根正伸・横内宏宣（1991）スギノアカネトラカミ

キリによる林分内被害量調査法．日本林学会誌

73：264 － 269

Yamane,M.,Hayama,S.and Furubayashi,K(1996) 

O v e r - w i n t e r  w e i g h t  d y n a m i c s  i n 

supplementally fed free-ranging sika 

deer (Cervus Nippon).Journal of Forest 

Research1(3):143-153

（イ）書籍の場合

中川重年（1994）検索入門針葉樹．188pp，保育社，

大阪．

Levitt,J.(1972)Responses of plant to 

environmental stresses.697pp,Academic 

Press,New York and London.

（ウ）書籍中の場合

小林繁男（1993）熱帯林土壌の痩悪化．280-333．

熱帯林土壌．真下育久編，385pp, 勝美堂，東京．

Wells,J.F.and Lund,H.G.(1991)Integrating 

timber information in the USDA Forest 

Service.102-111.In Pro-ceedingsof the 

Symposiumon Integrated Forest Management 

I n f o r m a t i o n  S y s t e m s . M i n o w a , M . a n d 

Tsuyuki,S.(eds.),414pp,Japan Society of 

Forest Planning Press,Tokyo.

（11）執筆原稿に連帯して責任を持つ場合は共著と

することができる。また、自然環境保全センター

職員等および当センター職員以外の県職員が業

務として協力した場合は、機関名・所属名によ

り謝意を表す。

（12）その他文章の書き方、本文中の番号の記載順

序は、原則として神奈川県文書管理規定に従う。

（例　Ⅰ→１→ (1) →ア→ (ア )など）

（原稿の提出）
投稿者は、別に定める期日まで、原稿２部を各部

編集委員会事務局員に提出する。提出にあたっては、

原則として本文はワード、一太郎またはテキスト

ファイル形式で図表はエクセルファイル形式で、写

真は PDF・JPEG・TIFF ファイル形式で、CD、MO、FD

などの電子媒体１組に保存したものを添付する。

（原稿の修正）
投稿された原稿は、編集要領に基づき審査を行い、

掲載の可否を決定するとともに、審査結果により修

正を求める場合がある。

（附　則）
１　この投稿規定は、平成 15 年 12 月 10 日から施

行する。

２　神奈川県自然環境保全センター研究報告投稿規

定および神奈川県自然環境保全センター自然情報

投稿規定は廃止する。

（附　則）
１　この投稿規定は、平成 16 年１１月 18 日から施

行する。

（附　則）
１　この投稿規定は、平成 18 年１月 13 日から施行

する。

（附　則）
１　この投稿規定は、平成 18 年 10 月 10 日から施

行する。

（附　則）
１　この投稿規定は、平成 25 年 6 月 19 日から施行

する。

（附　則）
１　この投稿規定は、平成 26 年９月１日から施行

する。





表紙の写真
（表表紙）

上段左　草本層と低木層が発達した水源林整備地（厚木市七沢地内）

上段右　生物多様性（哺乳類）調査のために設置した自動撮影カメラ

下段左　行動圏調査のための GPS 首輪を設置したニホンジカ

下段右　土壌侵食防止機能の指標となる林床合計被覆率の調査枠

（裏表紙）

箱根山地に設置した自動撮影カメラで撮影されたニホンカモシカ
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